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第1節　放射性物質に汚染された地域の復興に向けた取組

東京電力福島第一原子力発電所の事故によって、環境中に放出され
た放射性物質は、甚大な環境汚染を引き起こし、同原子力発電所を中
心に大きな影響がありました。事故の影響は発災から2年以上がたっ
た今も続いています。「子供達が安心して暮らせるようにしたい」、「伝
統行事を開催したい」、「大事に育ててきた農作物を安心して食べてほ
しい」といった声が多くあがっています。

こうした地元の声を踏まえ、我が国としては、復興を進めていくた
めの着実な取組を進めています。

1　東京電力福島第一原子力発電所事故による影響

東京電力福島第一原子力発電所の事故によって環境中に放出された放射性物質は広範囲に拡散しました。
その後、物理的減衰やウェザリング効果、さらには除染による効果等により、被災地の空間放射線量は低減
してきていますが、依然として多くの放射性物質が一般環境中に残存しています。
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資料：原子力規制委員会　第6次航空機モニタリング結果（平成24年11月16日）

航空機による放射性物質のモニタリングの結果（左：地表面から1m高さの空間線量率、右：放射性セシウムの沈着量）

写真：環境省

除染特別地域の除染現場（福島県大熊
町）
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また、東京電力福島第一原子力発電所事故は社会的にも大きな影響を及ぼしました。同事故の発生以降、
市町村は、国の指示に基づき、同原発から20km以内の地域を警戒区域に、事故発生から1年の期間内に積算
線量が20ミリシーベルトに達するおそれがある地域を計画的避難区域に設定してきました。避難指示区域等
からの避難者数は、平成25年3月時点で約10.9万人となっています。福島県全体で見ると、避難者数は全体
で約15.4万人に上り、福島県内への避難者数は約9.7万人、福島県外への避難者数は約5.7万人となっていま
す。また、富岡町、双葉町など警戒区域に位置していた自治体は、県内外に自治体機能を移しています。
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東日本大震災の影響による被災3県の人口移動

産業の復興状況については、被災地域の鉱工業生産能力は震災前の水準にほぼ回復しましたが、業況は経
済動向の影響を受けています。農業・水産業・観光業も改善が見られますが、本格的な復興は今後の課題と
なっています。特に第一次産業は、風評被害や出荷規制などにより、大きな影響を受けました。福島県にお
ける米の作付面積及び収穫量は大きく減少し、同県産の野菜等の価格も落ち込んでいます。

2　事故前の環境を取り戻し、前に進んでいくための取組

東京電力福島第一原子力発電所事故によって放出された放射性物質による環境の汚染が生じており、これ
による人の健康又は生活環境に及ぼす影響を速やかに低減することが喫緊の課題となっています。

子供の健康への影響を考慮すれば、学校や公園など子供の生活環境の放射線量を下げることを最優先で行
う必要があります。また、住宅とその周辺の放射線量を下げていくこと等が求められています。

ベクレルとシーベルト

体が被ばくすることで受ける影響の程度は、Sv（シーベルト）という一つの単位で表されています。
外部被ばくでも内部被ばくでも、数値が同じであれば体が受ける影響も同じです。一方、放射線に関し
てしばしば使われる単位Bq（ベクレル）は放射性物質から放射線を出す能力そのものを表しています。
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（1）放射性物質対策

我が国では、「平成二十三年三月十一日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う原子力発電所の事故により
放出された放射性物質による環境の汚染への対処に関する特別措置法」（平成23年法律第110号。以下「放射
性物質汚染対処特措法」という。）に基づいて、除染が行われています。

ア　除染特別地域の除染

国が除染の計画を策定し除染事業を進める地域を「除染特別地域」として定めています。現在、福島県内の
楢葉町、富岡町、大熊町、双葉町、浪江町、葛尾村及び飯舘村の全域並びに田村市、南相馬市、川俣町及び
川内村の区域のうち警戒区域又は計画的避難区域に指定された区域の計11市町村を除染特別地域として指定
しています。平成25年3月時点では、9市町村で実施計画を策定し、順次除染作業を行っています。我が国と
しては、平成24、25年度の2カ年で除染を実施することとしていますが、計画期間の半年前である平成25年
夏頃を目処に実施状況を点検し、必要に応じて、スケジュール等を見直すこととしています。

イ　汚染状況重点調査地域の除染

除染特別地域以外の地域についても、放射性物質汚染対処特措法に基づいて「汚染状況重点調査地域」を指
定しています。指定した市町村等は、除染の実施計画を策定します。国、都道府県、市町村等は、それに基
づいて、除染等の措置等を実施しています。

汚染状況重点調査地域については岩手県、宮城県、福島県、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県内
の合計101市町村が指定されています（平成24年12月現在）。平成25年3月現在、94市町村が計画を策定済み
であり、除染作業が進められています。

（2）子供達の生活環境に安心を取り戻すための取組

子供達が日々生活する学校の校庭、通学路なども放射性物質に汚染されました。小中学校、幼稚園・保育
所など子供の生活環境における除染を優先的に進めています。

例えば、福島県福島市では、平成24年3月時点で市内のほぼすべての小中学校等の除染を終了し、公園や
運動場などの除染を引き続き実施しています。

（3）安心して生活を送れる環境を取り戻すための取組

住宅の除染は地権者の同意等を取りながら進められています。
住宅の除染が進んでいる例として、平成25年3月時点で、川内村ではすでにほぼ全戸、広野町では約9割の

除染が完了しています。

3　放射線の中長期的な健康影響に対する不安と向き合う取組

我が国では、低線量被ばくへの不安はいまだに大きな課題として残されています。
福島県では、全県民を対象に中長期的な健康管理を行うため「県民健康管理調査」を実施し、各個人の行動

記録の調査に基づいて被ばく線量を把握するとともに、震災時に18歳以下であった全県民に甲状腺超音波検
査や健康診断等を行っています。このほかに、体内の放射性物質の量を測定して内部被ばく線量を測定する
ホールボディカウンターを使用する検査や、中学生以下の子供及び妊婦に対する個人線量計（ガラスバッジ
等）の貸与などを実施しています。

国では、福島県民の中長期的な健康管理を可能とするため、平成23年度第二次補正予算により、福島県が
創設した「福島県民健康管理基金」に782億円の交付金を拠出し、県を支援しています。

東京電力福島第一原子力発電所の事故発生による被災者をはじめとする国民が抱える放射線による健康不
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安については、これまでもさまざまな取組を講じてきました。
しかしながら、次のような問題があり、依然として不安を十分に解消できていない状況が明らかになって

きました。［1］被災者等の不安を十分に踏まえた情報発信をしていたか（平易な用語の使用等）、［2］不安を感
じている被災者等との双方向のコミュニケーションが不足していなかったか（専門家等からの一方的な情報発
信に偏っていなかったか）、［3］不安解消のためのコミュニケーションを行う人や場（拠点を含む）が十分に確
保されていたか。

関係省庁等がこうした問題意識を共有した上で、必要となる施策の全体像を明らかにし、我が国が一丸と
なって健康不安対策の確実な実施に取り組むべく、平成24年4月20日に、環境大臣を議長とする「原子力被災
者等の健康不安対策調整会議」を設置し、同年5月31日にアクションプランを策定しました。このアクション
プランでは、［1］関係者の連携、共通理解の醸成、［2］放射線影響等に係る人材育成、国民とのコミュニケー
ション等、［3］放射線影響等に係る拠点の整備、連携強化、［4］国際的な連携強化、を進めることとしていま
す。

◆県民の長期にわたる健康管理と治療に活用
◆健康管理をとおして得られた知見を次世代に活用

☆健康調査や検査の結果を個々人が
記録・保管

☆放射線に関する知識の普及

県 民 健 康 管 理（ 全 県 民 対 象 ）

線量を把握（基礎データ）

基本調査
対象者：平成23年3月11日時点での県内居住者
方　法：自記式質問票
内　容：3月11日以降の行動記録

（被ばく線量の推計評価）

・ホールボディカウンター
・個人線量計

健康状態を把握

詳細調査
甲状腺検査（18歳以下の全県民（県外避難者含む）に順次実施）

内　容：甲状腺超音波検査
※3年程度で対象者全員の現状を把握し、その後は定期的に検査

職場での健診や市町村が行う住民健診、
がん検診等を定期的に受診することが、
疾病の早期発見・早期治療につながる。

健康診査（既存の検診を活用）

対象者：避難区域等の住民　及び　基本調査の結果必要と認められた方
内　容：一般健診項目＋白血球分画等

対象者：避難区域等以外の住民
内　容：一般健診項目

既存健診の対象外の県民への健診実施

こころの健康度・生活習慣に関する調査（避難区域等の住民へ質問紙調査）

妊産婦に関する調査（22年8月1日～23年7月31日の母子健康手帳申請者へ質問紙調査）

相談・支援 フォロー 治　療

継続して管理

県民健康管理ファイル

データベース構築

資料：環境省

福島県県民健康管理の概要
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第2節　災害廃棄物を処理するための取組

1　東日本大震災により生じた災害廃棄物の処理

（1）進捗状況

東日本大震災により、東日本の13道県245市町村において、合計約
1,965万トンの災害廃棄物と6県36市町村において約1,050万トンの処
理を必要とする津波堆積物が発生したものと推計されています。この
うち、特に甚大な被害を受けた岩手県、宮城県、福島県の沿岸市町村
においては、岩手県で約366万トン、宮城県で約1,046万トン、福島県
で約170万トンの災害廃棄物が発生し、それぞれ通常の一般廃棄物の排
出量の8年分、13年分、2年分に相当する膨大な量と推計されています。

震災からの復旧復興は、災害廃棄物等の迅速な処理が大前提です。
処理は、現場からの撤去、仮置場への搬入、中間処理、再生利用、最終処分という手順で行われます。

居住地近傍にある震災後に発生した災害廃棄物の仮置場への搬入は、福島県内の警戒区域を除くすべての
地域で平成23年8月末までに完了し、家屋等の解体時に発生する災害廃棄物を含めて、平成24年度末までに
仮置場への搬入は約91％完了しました。

国は、災害廃棄物について、［1］平成25年3月末までに岩手県と宮城県において約6割を中間処理・最終処分
すること、［2］平成26年3月末までに中間処理・最終処分を完了させることを目標として進めてきました。これ
まで、3県沿岸市町村の災害廃棄物推計量約1,582万トンのうち、924万トンの処理が完了しました（岩手県180

写真：環境省
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災
害
廃
棄
物
の
処
理
割
合

0

岩手県と宮城県の2県合計

100
（％）

90

70

60

50

40

30

20

10

80

H23.8　生活環境に支障が生じ得る
災害廃棄物の仮置場への移動

H24.3　その他
の災害廃棄物の
仮置場への移動

資料：環境省

実績

目標

中間目標
59％

24%

13%
6%

26%29%
31%

35%

45%48%
53%

61%

岩手県・宮城県沿岸市町村の災害廃棄物の処理目標と実績

災害廃棄物等
推計量
（万t）

災害廃棄物 津波堆積物
仮置場
設置数推計量

（万t）

処理
推計量
（万t）

処理
量

（万t）
割合
（%）

量
（万t）

割合
（%）

中間目標
（%）

岩手県 525 366 180 49 58 159 24 15 50 54
宮城県 1,733 1,046 676 65 59 688 292 43 40 88
福島県※ 331 170 68 40 － 161 3 2 － 30
合計 2,590 1,582 924 58 － 1,009 319 32 － 172

※福島県の汚染廃棄物対策地域（国直轄処理地域）を除く。
資料：環境省

中間目標
（%）

3県（岩手県、宮城県、福島県）沿岸市町村の処理状況（平成25年3月末現在）
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万トン（49％）、宮城県676万トン（65％）、福島県68万トン（40％））。岩
手県及び宮城県の災害廃棄物の進捗状況は61％となり、両県合計の中
間目標（59％）を達成しました。一方、津波堆積物の進捗状況は37％で
あり、処理は進んできているものの、中間目標（42％）は未達成となりま
した。岩手県及び宮城県の災害廃棄物等については、目標期間内で、で
きるだけ早期の処理完了を目指し、着実な処理を実施します。そのため、
平成25年度の中間時点（平成25年9月末）の処理量の見込みを設定し、き
め細やかな進捗管理を実施します。また、福島県の災害廃棄物等につい
ては、一部平成26年3月末までの終了が困難であることから、国の直轄
処理、代行処理の加速化を図り、平成25年夏頃を目途に全体の処理見
通しを明らかにします。

（2）被災地における処理

膨大な災害廃棄物を迅速に処理するため、被災地で廃棄物を処理す
るための体制整備が進んでいます。

岩手県、宮城県では災害廃棄物処理計画を策定し、市町村の求めに
応じ、県が一部の市町村から事務委託を受けて直接処理を行っていま
す。施設整備については、岩手県、宮城県において31基すべての仮設
焼却炉が平成25年1月下旬までに設置完了しているほか、21箇所の破
砕・選別施設が本格稼働しています。

福島県では、市町村による処理に加えて、国による代行処理と直轄
処理が行われています。代行処理は、東日本大震災により生じた災害
廃棄物の処理に関する特別措置法に基づき制度化されたもので、平成
24年3月に相馬市、新地町から要請を受け、国が相馬市内に仮設焼却
炉を設置し、可燃物の焼却等を代行して実施しています。さらに、平
成25年1月には広野町から要請を受け、仮設処理施設の設置に向けて
準備を進めるなど被災地との調整を進めています。

一方、住民の方々が避難されている地域（旧警戒区域、計画的避難区
域等）については、放射性物質汚染対処特別措置法に基づき、国が直轄
処理を進めています。必要な仮置場や仮設焼却炉などの設置場所を自
治体等と調整して、設置ができたところから処理を始めることとして
います。

（3）再生利用等

震災に伴って発生した膨大な災害廃棄物の処理にあっては、再生利
用を前提にした中間処理を行い、コンクリートがら、金属くず、木く
ずなど再生利用可能なものは再生利用を進めることが重要です。この
ため、被災地における海岸堤防や海岸防災林復旧事業などの公共工事
において、すでに再生利用が進んでいる津波堆積物やコンクリートく
ずに加え、不燃混合物の細粒分（ふるい下）や陶磁器くず等に由来する
再生資材を積極的に活用することとしました。

海岸堤防、海岸防災林や圃場整備事業等への利用は、すでに進めら
れています。このほか、平成25年2月より仙台塩釜港・石巻港区の石
巻港港湾環境整備事業（廃棄物埋立護岸）において、災害廃棄物等の埋
立による処理を開始（約105万トン利用予定）しました。引き続き利用
先の拡大が必要であり、利用先との個別のマッチングに取り組むとと
もに、国が実施する公共工事における再生資材の活用を図っています。

写真：環境省

岩手県山田町における仮置場の様子（平
成24年10月時点）

福島県相馬市仮設焼却炉（3基）
（平成25年2月20日～本格稼働開始）

写真：環境省

福島県相馬市仮設焼却炉（3基） 
（平成25年2月20日本格稼働開始）

岩
手
県

宮
城
県

福
島
県

資料：環境省

事業 再生資材 利用量（万トン）
（予定含む）

海岸・河川堤防復旧事業

海岸防災林復旧事業

圃場整備事業

公園整備事業

漁港復旧事業
仮置場造成事業

漁港復旧事業

その他事業

海岸・河川堤防復旧事業

海岸防災林復旧事業

公園整備事業

その他事業

海岸・河川堤防復旧事業

28

20

17

1

29
75

6

55

45

82

180

113

9

コンクリートくず
津波堆積物
コンクリートくず
津波堆積物
コンクリートくず
津波堆積物

コンクリートくず
コンクリートくず

コンクリートくず
津波堆積物
コンクリートくず
津波堆積物
コンクリートくず
津波堆積物
コンクリートくず
津波堆積物
コンクリートくず等

津波堆積物
コンクリートくず

コンクリートくず

災害廃棄物由来の再生資材を利用してい
る主な公共事業

写真：環境省

石巻港区廃棄物埋立護岸整備事業 
（平成25年2月20日開始）
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また、再生利用等の加速化が必要な津波堆積物については、処理計画
に基づき、再生利用先の確保を推進していきます。

（4）広域処理

災害廃棄物の処理については、上記のように最大限、被災地域内の
処理・再生利用を進めていますが、早期の復旧復興に向けて処理を加
速化するため、広く協力を要請して被災地以外での広域処理も積極的
に推進しています。

実施する広域処理量は、1都1府14県72件（青森県、秋田県、山形県、福
島県、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、東京都、新潟県、富山県、石川
県、福井県、静岡県、大阪府、福岡県）において約67万トンを見込んでお
り、このうち32万トンの処理が完了しています。岩手県の木くず及び宮城
県の可燃物の広域処理については、平成25年3月でおおむね完了しました。

2　事故由来放射性物質により汚染された廃棄物の処理

事故由来放射性物質により汚染された廃棄物については、放射性物
質汚染対処特措法に基づいて、汚染の程度等に応じ、処理の主体や方
法等が定められています。

放射性物質汚染対処特措法では、［1］福島県内の警戒区域等にある
災害廃棄物等（対策地域内廃棄物）と、［2］事故由来放射性物質の濃度
がセシウム134とセシウム137の合計で8,000ベクレル/kgを超え、環境大臣の指定を受けた焼却灰や汚泥な
どの廃棄物（指定廃棄物）を特定廃棄物として定め、いずれも国が処理を進めることとしています。

指定廃棄物の処理については、平成25年2月25日に「指定廃棄物の最終処分場候補地の選定に係る経緯の検
証及び今後の方針」を公表し、最終処分場を確保することとしている各県において、県の協力を得ながら、市
町村長会議等の開催を通じた共通理解の醸成を行うなど、自治体との意見交換を重視しながら、丁寧に手順
を踏みつつ、着実に前進できるよう取り組んでいます。

対策地域内廃棄物については、地域内の災害廃棄物の量、分布、放射線レベル等を調査の上、平成24年6月
11日には「対策地域内廃棄物処理計画（田村市、南相馬市、川俣町、楢葉町、富岡町、川内村、大熊町、浪江
町、葛尾村、飯舘村）」を策定しました。現在、対策地域内廃棄物の処理を行うにあたって必要な仮置場や仮設
焼却炉などの設置場所を自治体等と調整しており、設置ができたところから処理を始めることとしています。

写真：環境省

山形県への広域処理等により解消した宮
城県松島町の災害廃棄物の仮置場（撮影
日：平成24年5月2日→平成25年1月
7日）

資料：環境省

特定廃棄物
①対策地域内廃棄物

環境大臣による汚染廃棄物対策地域※の指定
※廃棄物が特別な管理が必要な程度に放射性物質により汚染されている等一定の
　要件に該当する地域を指定

環境大臣による対策地域内廃棄物処理計画の策定

国が対策地域内廃棄物処理計画に基づき処理

下水道の汚泥、焼却施設の
焼却灰等の汚染状態の調査
（特措法第16条）

環境大臣に報告 申請

左記以外の廃棄物の調査
（特措法第18条）

②指定廃棄物
環境大臣による指定廃棄物の指定
※汚染状態が一定基準（8,000Bq/kg）超の廃棄物

国が処理

特定廃棄物以外の汚染レベルの低い廃棄物
廃棄物処理法の規定を適用（市町村等が処理、一定の範囲については特別の基準を適用）

放射性物質汚染対処特措法の概要
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放射性物質の濃度が8,000Bq/kg以下の廃棄物については、通常の処理方法で適切な管理を行うことによ
り、周辺住民及び作業者いずれの安全も確保した上での処理が十分に可能であり、廃棄物処理法に基づき、
一般廃棄物については市町村等が、産業廃棄物については排出事業者が処理を行うこととなっています。な
お、一定の要件に該当する廃棄物の処理や処理施設の維持管理には、放射性物質汚染対処特措法による特別
の基準が適用され、モニタリング等を実施することとされています。

第3節　環境保全を織り込んだ復興の取組

我が国は東日本大震災により、東北地方を中心に甚大な損害を被りましたが、自然環境に配慮した持続可
能な社会の構築を目指した復興の取組が始まっています。ここでは、被災地における環境保全を織り込んだ
復興の取組を紹介するとともに、我が国の被災地への支援策を紹介します。

1　三陸復興国立公園の創設を核としたグリーン復興

（1）三陸復興国立公園の創設

東日本大震災では、沿岸の自然環境（特に海岸の植生、砂浜、干潟及び藻場）が大きく影響を受け、陸中海
岸国立公園をはじめとする自然公園の利用施設（歩道、トイレ、野営場等）にも大きな被害が出ました。

この地域（青森県八戸市の鮫
さめ

角
かど

から宮城県石巻市の万
まん

石
ごく

浦
うら

まで）の海岸線は三陸海岸と呼ばれています。三
陸海岸は北上山地が太平洋に接する地域で、宮古市を境に南北で風景が異なり、宮古市以北は北山崎に代表

資料：環境省

〈基本方針〉
・自然の恵みを活用する
・自然の脅威を学ぶ
・森・里・川・海のつながりを強める

グリーン復興の取組
［1］三陸復興国立公園の創設（自然公園の再編成）
［2］里山・里海フィールドミュージアムと施設設備
［3］地域の宝を活かした自然を深く楽しむ旅（復興エコツーリズム）
［4］南北につなぎ交流を深める道（みちのく潮風トレイル　青森県蕪島～福島県松川浦）
［5］森・里・川・海のつながりの再生
［6］持続可能な社会を担う人づくり（ESD）の推進
［7］地震・津波による自然環境への影響の把握（自然環境モニタリング）

地域の観光業・農林水産業を活性化し、復興に貢献

みちのく潮風トレイル

三陸復興国立公園の創設を核としたグリーン復興

写真：環境省 写真：環境省 写真：階上町

三陸復興国立公園の風景
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される豪壮な海食崖、宮古市以南は鋸状の優美な海岸線であるリアス海岸となっています。海食崖とリアス
海岸の合間には砂浜や松原などが点在し、変化に富んだ景色が見られ、海食崖、リアス海岸ともに日本最大
規模のものです。このため、陸中海岸国立公園を中心に自然公園の再編を進めています。

これらの優れた自然の風景地のうち、地域の暮らしの中で維持されてきたシバ草原の美しい風景を持つ種
たね

差
さし

海岸やウミネコの繁殖地で有名な蕪
かぶ

島
しま

を持つ種
たね

差
さし

海岸階
はし

上
かみ

岳
だけ

県立自然公園を陸中海岸国立公園に編入し、
平成25年5月に三陸復興国立公園として指定する予定です。国立公園のテーマは「自然の恵みと脅威、人と自
然との共生により育まれてきた暮らしと文化が感じられる国立公園」となっており、地域ならではの自然環境
を活かしてエコツーリズムを推進することによって、この地域の観光業・農林水産業を活性化して復興を目
指すとともに、自然と共生する地域づくりを支えるため、この地域の自然環境の成り立ち、森・里・川・海
のつながりと人の暮らし、自然の脅威などをテーマとした環境教育プログラム等による持続可能な開発のた
めの教育（Education for Sustainable Development。第2章第7節を参照）を推進しています。

このような地域に根ざした取組を効果的に進めていくためには、国立公園に関係する地方公共団体、地域
で活動するNPO法人、観光関係者、復興を応援する民間団体、そして地域にくらす人々、国立公園の利用者
等、多様な主体が協働して参加・連携する仕組みを構築することが重要です。多様な主体と目標を共有する
ことにより、地域に根ざした魅力的な国立公園の創出や、地方公共団体等が実施する観光や環境教育等との
連携による地域活性化が期待されます。

（2）　南北につなぎ交流を深めるみち（みちのく潮風トレイル（旧：東北海岸トレイル））

環境省では、地域の自然環境
や暮らし、震災の痕跡、利用者
と地域の人々などをさまざまに

「結ぶ道」として、復興のシンボル
となる長距離の歩道「みちのく潮
風トレイル」を設定するための準
備を、地域との協働で進めてい
ます。青森県八戸市蕪島から福
島県相馬市松川浦までを対象に、
約700kmを想定したみちのく潮
風トレイルは、東北太平洋岸を
歩いて旅することで、車の旅で
は見えない風景（自然・人文風景）、歴史、文化（風俗・食）などの奥深さを知り、体験する機会を提供します。旧
来の観光名所だけでなく、トレイル全線に渡って旅人が訪れることで人と人の交流が生まれ、地域が活性化する
ことを目指すとともに、地域の人々にとっても素晴らしい自然や文化を背景とした歩道があることを誇りに思っ
てもらえるようなトレイルを目指しています。トレイルは、平成25年秋に一部区間開通、その後段階的に開通し
ていく予定です（ウェブサイト：http://www.tohoku-trail.go.jp/）。

コース設定のための調査として、想定するルートをモニターが歩き、地域の外からの、一般の人の目線で、
地域の魅力を発見し日記を綴りました。

（3）森・里・川・海のつながりの再生

また、被災地では震災をきっかけに自然再生を目指す取組もみられ
ます。岩手県陸前高田市の小友浦は、かつて農地として湾を干拓した
場所が津波・地盤沈下の影響を受け、再び干潟のような環境となった
場所です。陸前高田市では、干拓以前の本来の姿である干潟に再生す
ることを市の復興計画に明記し、震災後の沿岸域の環境基礎調査等を
実施し、その実現可能性を検討しています。

写真：環境省

地域でのワークショップによるトレイル
の検討

写真：環境省

踏破モニターの旅

写真：環境省

干潟のような環境となった小友浦（岩手
県陸前高田市）
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（4）　地震・津波による自然環境への影響の把握（自然環境モニタリング）

地震・津波による自然環境の変化状況を把握するため、自然環境保全基礎調査やモニタリングサイト1000に
加え、新たに調査を開始しました。面的な変化状況を把握するため、震災前後の植生図を基にした植生改変図
の作成、海岸線、海岸植生及び海岸構造物の変化状況の把握を進めています。また、スポット的に変化状況を
監視するために、アマモ場5か所、藻場4か所、干潟15か所、海鳥繁殖地3か所について調査を行っています。
さらに、被災地ではさまざまな主体により自然環境調査が行われており、これらの情報を共有するためのウェブ
サイト「東北地方太平洋沿岸地域自然環境情報」を開設しました（http://www.biodic.go.jp/Tohoku_Portal/）。

東北地方太平洋沿岸のグリーン復興事業の対象地には、平成22年に選定したラムサール条約湿地潜在候補
地が7か所あり、平成24年度に地震・津波の影響を受けた後の資質の再評価を行いました。その結果、大き
くかく乱された現在の状態であってもすべての候補地において、条約湿地としての資質基準のうち最低一つ
は現在も該当していると考えられました。候補地の自然環境は現在も変化を続けている状況であることから、
モニタリングを継続し、長期的な情報収集に努めていきます。

資料：環境省

東北地方太平洋沿岸地域自然環境情報ウェブサイト

（5）国際的な情報発信

三陸復興国立公園の取組に関しては、国際的にも高い関心を集めていることから、平成25年11月に仙台市
で開催される「第1回アジア国立公園会議」における発表をはじめとして、幅広く国際的に情報発信し、海外か
らの旅行者の増加を目指すとともに、自然環境保全に関する施策が自然災害からの復興に果たす役割を国際
的モデルとして提示していきます。

2　被災地における復興の取組

東日本大震災の被災地のうち、特に大きな被害を受けた福島県、宮城県、岩手県を中心に地域の自然環境
を活かしながら、持続可能な社会を目指した復興への取組が始まっています。

（1）　福島県の取組

福島県は、震災前に策定した「福島県再生可能エネルギー推進ビジョン」を平成24年3月に改訂し、復興に
向けた主要施策の一つに「再生可能エネルギーの飛躍的な推進による新たな社会づくり」（以下「ビジョン」と
いう）を位置付けました。福島県は全国3位の広大な面積を有し、広大な山林や温泉など豊かな自然にも恵ま
れていることから、再生可能エネルギー資源に恵まれています。このビジョンでは、平成32年には県内の一
次エネルギー供給に占める再生可能エネルギーの割合を約40％に、さらに平成52年頃には県内のエネルギー
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需要の100％以上のエネルギーを再生可能エネルギーで生み出すことを想定した「再生可能エネルギー先駆け
の地」を目指しています。

福島県内の磐梯地域は、東北地方最大級の地熱資源を有しているとされており、温泉地数全国第5位、自噴
湧出量全国8位と、全国的にも豊富な湯量があることで知られています。ここでは、磐梯朝日国立公園内に位
置する福島市の土湯温泉における地熱資源を活かした復興の取組を紹介します。同温泉は、古くから宿場町
として栄えた温泉街でしたが、東日本大震災に伴う風評被害の影響から宿泊客数が激減しました。このよう
な状況を打開するため、同温泉の協同組合では、温泉熱を利用したバイナリー発電と小水力発電による地域
の復興に取り組もうとしています。バイナリー発電とは、温泉の熱で沸点の低いアンモニア系の液体を気化
させ、その蒸気によってタービンを回して発電するものです。新たに温泉を掘削する必要がないため、周辺
の自然環境への影響も一定程度に抑えられています。また、土湯温泉で計画しているバイナリー発電は、循
環液の冷却に水を用いることで、騒音を軽減する予定です。さらに同温泉では、付近の河川を利用して小水
力発電の設置も検討しています。

地元住民だけで組織した土湯温泉町復興再生協議会は、平成24年10月に「株式会社元気アップつちゆ」を立
ち上げ、これらの再生可能エネルギーを活用した売電事業、温泉と廃旅館を活用した屋内野菜農園事業、再
生可能エネルギーの導入研修等でも利用できる合宿施設を含む複合施設事業などを構想しており、復興モデ
ル観光地として新たな街づくり事業を展開しています。

バイナリー
発電設備

タービン発電機
媒体がタービンを回して
発電します。

熱交換器
蒸気・熱水が媒体を熱して
気化させます。

ポンプ
温泉水
（低温）

温泉水
（高温）

（発電）

循環液

凝縮器
大気や水で媒体を冷やし
液体に凝縮させる装置。

写真：株式会社元気アップつちゆ

バイナリー発電の仕組み
土湯温泉の混合造湯タンク

※今後バイナリー発電においても使用予定

資料：JFEエンジニアリング株式会社

土湯温泉のバイナリー発電計画
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2009 2020 2030 2040 2050

一次エネルギー供給量
再生可能エネルギー供給量

資料：福島県「福島県再生可能エネルギー推進ビジョン」

福島県の再生可能エネルギーの導入推移
水力

地熱 風力

太陽光

洋上風力
促進ゾーン

資料：福島県「福島県再生可能エネルギー推進ビジョン」

郡山市

福島市

福島空港

小名浜港

相馬港

福島県の再生可能エネルギーのポテンシャル図
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2　宮城県の取組

宮城県は、平成23年10月に宮城県震災復興計画を策定しました。同計画では、復興の主体を県民一人ひと
りとし、県内の市町村や民間企業、NPOなど多様な活動主体が「絆」という結びつきを核に、災害からの復旧
にとどまることなく、抜本的な再構築を目指した復興に取り組むこととしています。

また、太平洋岸に位置し、日本三景に数えられる松島に面する宮城県東松島市は、震災後、津波の被害を
受けた地域を有効活用するため、復興のシンボルとしたメガソーラーの建設を民間事業者と協力して進めて
います。また、市内の駐車場の屋根などにも太陽光発電を設置して、災害時の非常用電源として活用するこ
とを計画しています。さらに津波の被害が大きかった沿岸部における海岸防災林の育成に取り組むほか、木
質バイオマス発電の導入を進めるなど、木を軸にした街づくりにも取り組んでいます。環境に配慮した街づ
くりのさらなる推進と東日本大震災からの迅速な復興を目指すため、行政と民間を仲立ちする一般社団法人

「東松島みらいとし機構」を設立し、行政と民間事業者が一体となって復興に取り組んでいます。

資料：綿半鋼機株式会社

東松島市カーポート型発電施設完成予想
図

県民一人ひとりが復興の主体
総力を結集した復興

国

県民

企業大学

県 市町村

団体 NPO等

資料：宮城県「宮城県震災復興計画」

宮城県の復興主体

真に豊かな復興を目指して―わたりグリーンベルトプロジェクト

被災地域におけるまちづくりによる復興は、さまざまな自治体が市民と協働で取り組んでいます。
宮城県沿岸部に位置する亘理町には、沿岸部にハマボウフウ（宮城県レッドデータブック絶滅危惧種

Ⅱ種）やクロマツが生育する特徴的な海岸防潮林が縦4km、幅250～400mに渡って広がっており、100
年以上もの間、潮風や砂の飛来を防ぐ町のシンボルとして美しい景観を成していました。しかし、東日
本大震災の津波により、この海岸防災林がほぼ壊滅してしまいました。そこで、海岸防災林の再生を中
心とした復興計画の策定によって、「次世代のために地域の持続的な発展を実現させたい」という強い思
いから「わたりグリーンベルトプロジェクト」が進められています。同プロジェクトでは、復興のグラン
ドデザインを行政だけが描くのではなく、町内外の40から50名の参加者を中心にワークショップを5回
開催し、町民主導で海岸防災林再生のマスタープランを策定しました。また、苗木の栽培やツーリズム
の展開等を行なっており、今後も町内外の人材を活用しながら、地域資源を活かしたビジネスも展開し、
復興を進めていく予定です。
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3　岩手県の取組

岩手県では、「安全の確保」、「暮らしの再建」、「なりわいの再生」の
3つの原則を基に、「海と大地とともに生きるふるさと」を目指して復
興に取り組んでいます。

陸前高田市では、震災復興計画において同市内の浜田川地区を「食農
産業モデル地域」と位置付け、安全・安心・高生産性な農業生産システ
ムとして注目されている植物工場を誘致し、大規模施設園芸団地の実
現を目指しています。植物工場とは、施設内で生育環境を制御して栽
培を行う施設園芸のうち、高度な環境制御と生育予測を行うことによ
り、野菜等の植物の周年・計画生産が可能な施設のことを言います。
平成24年に設置された植物工場では、人工光ではなく太陽光を使って、
直径30メートル、高さ5メートルのドーム型フッ素樹脂ダブルフィル
ムハウス内でレタス類を中心とした野菜を栽培しています。ドーム内では円の中心部に植えた苗が外側にず
れ、30日程度で外周に移動し、最も外側にきた株から収穫します。この装置では、苗が放射状に移動するこ
とから、隣の苗と葉が重ならず、単位面積当たりの生産量も増加し、植え替えの手間も省くことができます。
また、同工場内では、地下水を利用することによって、太陽蓄熱や熱交換による養液温度の制御にかかわる
実証試験等を行い、環境にも配慮した設備となっています。ここで栽培された野菜は、東北地方の小売店を
中心に販売されています。この取組により、被災地における新たな農業活性化と被災市民の安定的な雇用創
出に寄与するとともに、こうした先端農業の担い手を育てるために、実践型の農業専門学校の設立も視野に
入れて、新たな食農ビジネスモデルの構築に挑戦しています。

写真：株式会社グランパ

陸前高田市の植物工場ドーム内部

写真：わたりグリーンベルトプロジェクト

完成したマスタープラン

写真：東北建設協会
東日本大震災前（2007年6月） ▶ 東日本大震災後（2011年10月）

壊滅的な被害を受けた海岸防潮林
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関東地方における復興の取組

福島県、宮城県、岩手県以外の地域においても東日本大震災により、人的、物的損害が発生しており、
各地で復興に向けた取組が進められています。ここでは、関東地方における復興の取組として、茨城県
日立市と千葉県浦安市の事例を紹介します。

茨城県日立市では、津波の被害を受けた沿岸部を中心に、市内全域が被災しました。同市は日本経済
団体連合会の「未来都市モデルプロジェクト」のモデル地域となっており、震災からの復興に向けて、株
式会社日立製作所と協働して環境に優しく災害に強い工業都市を目指しています。この取組では、災害
時に使用する避難所に太陽光発電システムを設置する等、自立分散型電源の整備を推進しています。ま
た、ハイブリッドバスを運行させることで、ガソリンに頼らない交通インフラの整備も進めています。
さらに、FEMS（工場間の配電設備、空調設備、照明設備、製造ラインの設備等の電力使用量のモニタ
リングや制御を行うためのシステム）を活用して工場と地域が連携した自立分散型の地域づくりに取り
組んでいます。

医療機関 行政機関

工業施設

日立市医療情報の
バックアップ

災害時の相互支援

教育・就業機関(国内外)
教育コンテンツ
などでの連携

蓄電池
＋ ｰ蓄電池

＋ ｰ 蓄電池
＋ ｰ

蓄電池
＋ ｰ

蓄電池
＋ ｰ

蓄電池
＋ ｰ医療機関

地域EMS

市役所交流センタ－
BEMS

BEMS

BEMS

BEMS

EV/IPS充電
スポット

EV/
IPSバス

FEMS FEMS

工場群・工業団地

日立製作所

FEMS FEMS

HEMS

住宅・ケア住宅

学校・教育機関
職業訓練機関

地場工場

充電スポット
（駅/道路）

浄水場

・海外と技能教育
について連携 自律・連携インフラ

既存社会インフラBEMS： ビルエネルギー管理システム
HEMS： ホームエネルギー管理システム
FEMS： 工場エネルギー管理システム
IPS：電気自動車用非接触充電システム

資料：株式会社日立製作所

日立市「未来都市モデルプロジェクト」概要図

千葉県浦安市は、震災直後、市全体の86％の地域において液状化
現象が発生したことにより約75,000m3の土砂が地上に噴出し、住宅
地を中心に深刻な被害が生じました。また、地震の揺れなどにより、
約2,000tもの災害廃棄物が発生しました。同市では、これらの土砂や
災害廃棄物などを利用した復興の取組として「浦安絆の森」事業に取り
組んでいます。同事業は、災害からの復旧工事によって発生した廃材
や噴出した土砂を活用して土塁を築き、そこへ市民が中心となって植
樹をすることで、自然豊かな海岸防災林を造成しようとするものです。
同事業では平成23年度から浦安市内の高洲海浜公園で実施しており、
平成24年度には、市民と民間事業者が協同で植樹を実施しました。 写真：浦安市

千葉県浦安市「浦安絆の森」における植樹
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2　復興による持続可能な地域社会の構築を支援する制度

（1）オフセット・クレジット制度（J-VER）を活用した被災地支援の取組

我が国では東日本大震災の被災地支援を実施する事業者に対して、カーボン・オフセットを活用した「オフ
セット・クレジット制度（J-VER）」による支援を実施しています。カーボン・オフセットとは、日常生活や経
済活動において避けることができないCO2等の温室効果ガスの排出について、排出量に見合った温室効果ガ
スの削減活動に投資すること等により、排出される温室効果ガスを埋め合わせるという考え方です。オフセッ
ト・クレジット制度では、このような考え方に基づき、温室効果ガスの削減活動を認証してクレジットを発
行し、このクレジットを市場で流通させることによって低炭素社会を実現しようとするものです。同制度で
は、民間事業者・市民等がカーボン・オフセットを活用するための支援事業の公募を行っており、採択され
た事業者に対して、カーボン・オフセットプロバイダーが、［1］カーボン・オフセットの企画に対するアドバ
イス、［2］温室効果ガス排出量算定・オフセット認証費用支援、［3］情報提供ツール作成等を行うことでサ
ポートしています。同制度の活用により、事業者、国民など幅広い主体による自発的な温室効果ガスの排出
削減の取組を促すことになります。また我が国では、平成24年1月より同制度を活用して復興支援に携わる
事業者への支援を行っています。被災地産のオフセット・クレジットを活用しながら、カーボン・オフセッ
トの考え方を浸透させると同時に、復興支援につなげることを目指しています。なお、オフセット・クレジッ
ト制度（J-VER）は、平成25年度からは、国内クレジット制度と統合した新たなクレジット制度「J-クレジット
制度」として運営することとなりました。

（2）復興支援・住宅エコポイント制度

我が国では平成23年10月から開始した「復興支援・住宅エコポイント制度」により、［1］東日本大震災の復
興支援、［2］住宅市場の活性化、［3］地球温暖化対策のため、エコ住宅の新築又はエコリフォームを実施した

J-VERを活用した被災地支援の具体例

本環境白書の市販版発行にあたっては、印刷時に排出したCO2

をオフセットするとともに、復興に資する取組を支援するため、
被災地産のクレジットを購入しています。ここでは本環境白書の
制作にあたり、カーボン・オフセットに用いるクレジットである
J-VERクレジットを購入した釜石地方森林組合と宮城県林業公社
の取組を紹介します。

岩手県釜石市の釜石地方森林組合では、木材価格の低迷や、森
林所有者の森林整備への関心の低下、林業従事者の減少などの問
題を抱えています。そこで、J-VERクレジットの販売収益を活用
しながら、小規模山林所有者の施業集約化や林地残材のバイオマ
ス利用などに取り組み、持続可能な森林経営を行っています。東
日本大震災では、事務所の喪失や組合長他職員、組合員が亡くな
るなど大きな被害を受けましたが、震災前と同様に、J-VERクレジットを販売しながら、復興に向けて
取り組んでいます。

また、宮城県林業公社は、同公社が保有している46.27haの森林を対象に発行されたJ-VERクレジッ
トを販売しています。この販売収益によって同公社の森林の間伐を促進することで、被災した地域の環
境の復旧や雇用創出、復興住宅への木材供給に取り組んでいます。

写真：岩手県森林組合連合会

木材の積み込み（岩手県釜石市）
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場合にポイントを発行する復興支援・住宅エコポイント制度を約1年間実施しました。同制度を通じて発行さ
れたポイントは被災地産の商品やエコ商品等と交換することができます。さらに、被災地でのエコ住宅の新
築には、その他の地域の倍のポイントを発行し、また、エコリフォームについては、耐震改修した場合等に
もポイントを発行しました。
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第1節　一人ひとりの豊かさや環境に対する意識の変化

我が国は、1960年代の高度経済成長が象徴するように、戦後、物質的・経済的な豊かさを追求してきまし
た。その結果、経済が発展し、我が国の一人当たりのGDPは世界トップレベルとなり、多くの人が便利で快
適な生活を送れるようになりました。
一方、その陰で、地球温暖化や生物多様性の損失などの環境問題が年々深刻な状況になりつつあります。
この項では、豊かさや環境に対する国民一人ひとりの意識がどのような状況にあるのかを概観します。

1　豊かさに対する意識の変化

これまで「豊かさ」と言えば、物や財産を多く所有している「物の豊かさ」のことを表すことが多かったと考
えられますが、一方で「心の豊かさ」という表現もあります。ここでは、今の日本の社会では「豊かさ」がどの
ように捉えられているのかについて調査した結果を紹介します。
内閣府の「国民生活に関する世論調査」では、「今後の生活において心の豊かさと物の豊かさのどちらを重視
するのか」を質問していますが、平成24年度の調査結果では、「物質的にある程度豊かになったので、心の豊
かさやゆとりのある生活に重きを置きたい」とする人の割合が64.0％と過去最高となり、「まだまだ物質的な
面で生活を豊かにすることに重きを置きたい」とする人の割合（30.1％）を大きく上回りました。本調査開始当
初は「物質的な豊かさ」を重視する人の割合が「心の豊かさ」を重視する人の割合を上回っていましたが、昭和
50年代前半から逆転し、徐々に「心の豊かさに重きをおきたい」とする人の割合が増加しつつあります。
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物の豊かさ→「まだまだ物質的な面で生活を豊かにすることに重きをおきたい」

資料：内閣府「国民生活に関する世論調査」
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2　大量生産・大量消費型の経済

平成24年度に実施した調査で、「これまでの大量生産・
大量消費型の経済に対する意識」を調べたところ、「変え
ていく必要がある」「どちらかと言えば変えていく必要が
ある」と回答した人の割合が、約80％という高い値となり
ました。
資源の枯渇や増加する廃棄物の問題、年々深刻化する
地球環境問題などを背景に、これまでの大量生産・大量
消費型の経済を見直そうとする動きが広がりつつあり、
そこには国民の高い問題意識が存在することがうかがえ
ます。

3　将来世代に残したい社会

東京電力福島第一原子力発電所の事故により放出され
た放射性物質は、今後、長期間にわたって環境中に残存
し続けていくことから、子供達への将来的な影響が懸念
されるなど、将来世代が生きる世の中への懸念や不安の
声が広がっています。
平成24年度に実施した調査で、「将来世代に残す社会で
重視されるべきもの」について問いかけを行ったところ、
「良好に保全された自然環境や生活環境」を重視するとの
回答が、「心身ともに健康なこと」との回答に次いで多い
結果になりました。「良好に保全された自然環境や生活環
境」を重視すると回答した人は約70％にのぼっており、多くの国民が、子供や孫など子孫達が生きる将来世
代に、環境が保全されている社会を残したいと望んでいることがうかがえます。

4　東日本大震災による意識の変化

東日本大震災では、多くの尊い命が犠牲となるだけでなく、放射性物質による汚染、ライフラインの断絶
など、甚大な被害をもたらしました。また、この震災により、電力需給のひっ迫や災害廃棄物処理など被災
地に留まらない問題も生じました。
平成24年度に実施した調査で、「東日本大震災を境に重視するようになったこと」について調査したところ、

「防犯・防災などによる安全・安心」「子供や孫など将来世代の未来」を重視するとした人の割合が50％以上の
値となり、次いで「幸せを実感できる生活」や「良好に保全された自然環境や生活環境」などが高い値となりま
した。
（※上記の数値には、「震災前よりも多少重視するようになった」と回答した人の割合も含んでいます。）
さらに、「東日本大震災後の環境保全に対する意識の変化」についての調査では、いずれの項目においても
45％以上の人が重視するようになったことが明らかとなり、特に「節電や省エネルギー」、「放射能の影響」に
ついては60％以上の人が重視するようになったことが明らかとなりました。
（※上記の数値には、「震災前よりも多少重視するようになった」と回答した人の割合も含んでいます。）

変えていく
必要がある
37.7%

どちらかといえば
変えていく必要がある

40.2%

どちらでもない
6.6%

どちらかといえば
このままで良い

12.1%

このままで良い
3.5%

資料：みずほ情報総研株式会社（平成24年度）

�大量生産・大量消費型の経済に対する意識
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30.6
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46.1

3.2
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自然環境や生活環境
時間的なゆとり

自分らしいライフスタイル

家族や友人とのつながり

仕事の充実

心身ともに健康なこと
防犯・防災などによる

安全・安心
社会的な地位・名誉

（％）

資料：みずほ情報総研株式会社（平成24年度）

�将来世代に残す社会で重視されるべきもの
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以上の結果から、甚大な災害をもたらした東日本大震災により、国民の意識に少なくない変化がもたらさ
れていることが明らかとなりました。ここで挙げた調査結果から、「環境」のほか「防災などの安全・安心」「幸
せな生活」などが重視される傾向が読み取れ、特に「環境」に関しては、「節電・省エネルギー」「放射能の影響」
に対する意識の変化が多く生じたことが分かりました。

5　環境に対する意識

（1）環境問題への取組に対する考え方

近年、環境問題に関心を抱き、自ら積極的に解決に向けた取組を進める個人、企業、市民団体などが増え
ています。
平成24年度に実施した「環境にやさしいライフスタイル実態調査」では、各種の環境問題への取組に対する
考えや意見について、ほとんどの項目で肯定的な回答が85％を超え、大勢を占めています。全般的に、環境
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資料：みずほ情報総研株式会社（平成24年度）

�東日本大震災を境に重視するようになったこと

23.0

12.9

17.1

18.9

13.9

28.1

46.5

36.2

37.3

36.6

31.0

36.2

29.6

50.0

44.4

43.5

54.0

34.6

0.5

0.5

0.6

0.5

0.6

0.8

0.5

0.4

0.6

0.4

0.5

0.4

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 （％）

1.節電や省エネルギー

2.ゴミ減量やリサイクル、リユース

3.再生可能エネルギーの普及（風力・太陽光等）

4.自然への畏れや敬い、感謝

5.生き物への愛情や自然とのつながり

6.放射能の影響

n = 4000

資料：みずほ情報総研株式会社（平成24年度）
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問題への取組に対しては、多くの国民が肯定的に考えていることがうかがえます。

0 20 40 60 80 100
環境保全の取組を進めることは、

経済の発展につながる
日常生活における一人ひとりの行動が、

環境に大きな影響を及ぼしている
大量消費・大量廃棄型の生活様式を

改めることは重要である
環境に配慮した製品やサービスを

選ぶことは重要である
地域の人たちが協力して、その地域の環境保全活動に取り組むことは

地域コミュニティの活性化にもつながるので重要である
大人にも子供にも、環境保全について理解を
深めるための環境教育や環境学習は重要である

環境にかかわる情報を分かりやすく、効率的・効果的に
提供することは重要である

我が国が、国際社会において環境面からの
積極的な寄与・参加を行うことは重要である

行政が環境保全に関する施策を進めるに当たっては、施策を考える段階から、
国民も積極的に参加できるようにする必要がある

（%）

資料：環境省「環境にやさしいライフスタイル実態調査」（平成24年度）
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�環境問題への取組に対する考え方（「大変そう思う」、「ややそう思う」の合計）

（2）自然との共生に対する意識

平成22年に名古屋市で開催された生物多様性条約第10回締約国会議を契機に、国内でも生物多様性や自然
環境に対する関心が高まっています。
平成24年度に実施した「環境にやさしいライフスタイル実態調査」では、自然とのふれあいについて、「今
よりも大幅に増やしたい」、「今より多少増やしたい」との回答が約6割と半分以上を占めていました。

資料：環境省「環境にやさしいライフスタイル実態調査」（平成24年度）
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�自然とのふれあいについてのニーズ

また、平成24年度の「環境問題に関する世論調査」では、自然との共生に対する国民の意識の程度を調査し
ています。「自然についてどの程度関心があるか」との質問に対し、「関心がある」人の割合が9割を超えまし
た。

あまり
関心がない

全く
関心がないわからない

資料：内閣府「環境問題に関する世論調査」（平成24年度）

非常に関心がある　29.5％ ある程度関心がある　60.9％
0.8％
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�自然に対する関心

第
2
章

第1節　一人ひとりの豊かさや環境に対する意識の変化

21



（3）循環型社会に対する意識

平成24年度に実施した「環境問題に関する世論調査」では、循環型社会に対する意識も調査しており、「ゴ
ミの問題は重要だと思うか」との質問に対し、「重要だと思う」が81.6％、「どちらかと言えば重要だと思う」が
16.7％と重要性を肯定する回答が98.4％にのぼっています。

資料：内閣府「環境問題に関する世論調査」（平成24年度）

重要だと思う　81.6％ 16.7％
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重要だと
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どちらかといえば
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�ごみの問題に対する重要感

また、「大量生産、大量消費、大量廃棄型の社会から脱却し、循環型社会を形成する施策を進めていくこと
をどのように思うか」との質問に対し、「現在の生活水準を落とさず、大量生産、大量消費は維持しながら、
廃棄物の再使用（リユース）や再生利用（リサイクル）を積極的に進めるなど、できる部分から移行するべき」と
の答えが約5割と大勢を占めたものの、「移行はやむを得ない」「移行すべき」との回答も約4割と高く、「現在
の生活水準を落とすことであり、受け入れられない」との回答を大きく上回っています。

現在の生活水準（物質的な豊かさや
便利さ）を落とすことであり、循環
型社会への移行は受け入れられない

現在の生活水準（物質的な豊かさや便
利さ）が多少落ちることになっても、
循環型社会への移行はやむを得ない

現在の生活水準（物質的な豊かさや
便利さ）が落ちることになっても、
循環型社会に移行するべきである

わからない

現在の生活水準（物質的な豊かさや便利さ）を落とさず、
大量生産、大量消費は維持しながら、廃棄物の再利用（リ
ユース）や再生利用（リサイクル）を積極的に進めるなど、
できる部分から循環型社会に移行するべきである

資料：内閣府「環境問題に関する世論調査」（平成24年度）

3.1％ 49.5％ 31.2％ 9.8％ 6.4％

�循環型社会の形成についての意識
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産業革命以降の資本主義経済の発展の中で、多くの国は経済成長を目標に掲げ、金銭的・物質的な「豊か
さ」を求めてきました。その陰で、環境問題等をはじめとした人々の生活を脅かすさまざまな問題が起きてき
ました。そのような状況を受けて、40年ほど前からそれまでの経済社会のあり方に警鐘を鳴らす動きが見ら
れるようになりました。
近年、国際社会でも持続可能な社会の実現に取り組む「グリーン経済」を築こうとする動きが始まっていま
す。また、自然環境や生活環境の状態を示す指標を検討する動きも広がっています。こうした潮流の根幹に
は、前節で概観したように経済的な豊かさの追求から、良好な環境や幸福感などを含むより広い意味での豊
かさを求める意識の変化があると考えられます。
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1　従来の経済社会に対する警鐘

（1）意識されはじめた現代経済社会の限界

経済成長を一つの豊かさの目標として、戦後の世界経済は発展してきました。一方で、1970年代から、金
銭的・物質的豊かさを求める経済社会に対して、あり方を変えるべきではないかと警鐘を鳴らす人々が現れ始
めました。背景としては、飛躍的な経済成長を遂げた先進諸国においては、1960年代から1970年代にかけて
公害が大きな社会問題となってきたこと、また、それまでは当たり前のように利用してきた地球の資源の有限
性がさまざまな研究で明確になり、それらが世界的に意識されるようになったことなどが考えられます。

ア　経済社会の限界に関する問題提起

1970年（昭和45年）に世界中の有識者が集まって設
立されたローマクラブは、1972年（昭和47年）に「成長
の限界」と題した研究報告書を発表し、人類の未来に
ついて、「このまま人口増加や環境汚染などの傾向が
続けば、資源の枯渇や環境の悪化により、100年以内
に地球上の成長が限界に達する。」と警告しました。こ
の「成長の限界」では、「地球と資源の有限性」や「その
社会経済的影響」を明らかにすると同時に、将来の世
界の状況について起こり得る複数のシナリオをまとめ
ています。再生する速度以上のペースで地球上の資源
を人間が消費し続けると仮定したシナリオでは、世界
経済の崩壊と急激な人口減少が2030年（平成42年）ま
でに発生する可能性があると推定し、当時の世界各国
に衝撃を与えました。
ローマクラブのメンバーだったメドウズらは、
2005年（平成17年）に出版した著書の中で「成長の限
界」を振り返り、「豊かな土壌、淡水等の再生可能な資
源を酷使しつつ、化石燃料や鉱物等の再生不可能な資源が減少する中で、地球が受容できる以上の排出を続
ける限り、現在の経済を維持するために必要なエネルギー等のコストが高くなって、経済を拡大させること
が困難になるだろう。」と再び警鐘を鳴らし、社会の持続可能性を高めるよう提言しています。

イ　経済社会と環境問題の未来予測

ここでは、経済協力開発機構（OECD）の報告書
「OECD環境アウトルック2050」を中心に今後の経済
社会と環境問題の未来予測について概観します。
同報告書では、2010年（平成22年）から2050年（平
成62年）までに世界人口が約70億人から約90億人以上
へと増加し、世界経済の規模が4倍近く拡大すること
が予測されています。

（ア）人口及びエネルギー利用の増加による地球温暖
化の進行

人口増加と経済成長に伴う生活水準の向上により、
エネルギー、食糧、天然資源への需要も増加し、それ
がさらなる環境汚染につながる可能性があります。

1900 2100

天然資源

粗出生率

1人当り食糧

1人当り工業
生産

1人当り
サービス

人口

粗死亡率

汚染

資料：「成長の限界」（D.Hメドウズら、1972）

�成長の限界で予測されたシナリオ

注）2010年の購買力平価換算値を使用。
資料：OECD Environmental Outlook 2050より環境省作成
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世界がこのまま意欲的な環境対策を行わない場合、
世界の一次エネルギー使用量は、新興諸国の化石燃料
使用を中心に2010年（平成22年）から2050年（平成62
年）までに80％増加する可能性があります。エネル
ギー関連のCO2排出量が70％増加することが主な原因
となり、世界全体の温室効果ガス排出量は50％増加す
る可能性があると予測されています。
また、地球温暖化に関しては、気候変動に関する政
府間パネル（IPCC）が、各国の政府から推薦された科
学者の参加の下、地球温暖化に関する科学的・技術
的・社会経済的な評価を行い、現状の分析と今後の予
測について、数年おきに評価報告書を公表しています。
第4次報告書は2007年（平成19年）に公表され、2014
年（平成26年）には第5次報告書が発表される予定です。
第4次報告書では、温室効果ガスの排出が、現在以上
の速度で続いた場合、21世紀には1.8～4.0度の温度上
昇が起き、海面が0.18～0.59m上昇すること、世界の
自然・気候システムに多くの変化が引き起こされるこ
と、また温室効果ガスの排出量を減らし地球温暖化を
緩和するためのマクロ経済的コストは、一般的に気候
を安定化させるための目標達成が厳しくなればなるほ
ど増加すること、などが予測されています。
また国連難民高等弁務官事務所によれば海面上昇に
伴い、海抜高度の低い太平洋上の島嶼国など気候変動
によって現在の居住地を離れなければならなくなる環境
難民が全世界で2億人にのぼる、と予測されています。
一方、地球温暖化に関する経済学的な分析としては、
2006年（平成18年）に英国の経済学者ニコラス・スター
ンが公表した「気候変動と経済」に関する報告書（ス
ターン・レビュー）があります。この報告書では、気
候変動に伴う農業・インフラ・工業生産などに対する
経済影響を、世界全体の総GDPベースで算定しています。具体的には、気候変動の被害損失が将来的には
GDPの5～20％になると見積もっています。一方、現時点で気候変動に関する対策を行った場合のコストは
GDPの1％程度であり、温暖化対策においては早期に行動することで経済影響が小さくなると結論づけられ
ています。

（イ）森林の減少と生物多様性の損失
森林は、世界の陸地面積の約3割を占め、陸上の生物種の約8割が生息・生育していると考えられているな
ど生物多様性の保全を図る上で重要な役割を果たしています。また、水源かん養、洪水緩和、二酸化炭素の
吸収による地球温暖化の防止に加え、食料や木材のほか、レクリエーションの場や観光資源を提供するなど
我々の生活をより豊かにする機能を持っています。
しかし、世界全体の森林面積は、農地や宅地の開発に伴う伐採、気候変動、環境汚染などにより減少して
いく傾向にあります。持続的でない森林管理や気候変動、森林火災等による森林の減少・劣化は、地球温暖
化や砂漠化の進行だけでなく、生物多様性の損失も含めた地球規模での環境問題をさらに深刻化させるおそ
れがあります。TEEB（生態系と生物多様性の経済学）によれば、世界の森林喪失から生じる生物多様性と生
態系サービスの便益喪失は、総額で年間2～5兆ドルに上ると推計されています。
また、OECDによれば、生物多様性の喪失を拡大させる主な原因として、土地利用の変化、気候変動等が
挙げられており、世界全体では、2050年（平成62年）の陸上の生物多様性が、2010年（平成22年）比でさらに
10％減少すると予測されています。
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注1）異なる燃料種間で一次エネルギー使用量を計上する手法に定めら
れたものはない。この図においては、IEAが提唱している原子力
発電の効率を33%、再生可能エネルギーの効率を100%とする手
法を用いた。他の手法を用いた場合と結果が異なる可能性がある。

注2）網掛けは10～ 90パーセンタイル範囲
資料：OECD Environmental Outlook 2050より環境省作成
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OECDに加盟する附属書I国（23％）
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�世界の二酸化炭素排出量予測
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（ウ）地球規模の天然資源消費
人口の増加と経済の拡大に伴い、地球規模の資源消
費が今後も増え続けると予測されています。国別では、
経済発展のレベルや天然資源の埋蔵量等によって違い
がありますが、BRICS（ブラジル、ロシア、インド、
中国、南アフリカ）諸国を中心に消費が増えていく見
込みです。
国際エネルギー機関（IEA）によれば、2035年（平成
47年）の化石燃料の需要は、各国が現在の政策をその
まま続けた場合、2010年（平成22年）比で石炭が
59％、石油が23％、天然ガスが60％増加すると予測
されています。

（エ）都市化に伴う環境負荷の増大
国連によれば経済成長と社会の発展は都市化を引き起こし、2050年（平成62年）には、世界人口の約70％
が都市部に居住すると予測されています。特に、上下水道や廃棄物処理施設など人間の健康や環境を支える
ための基盤が整備されていない発展途上国で都市化が拡大すると見込まれています。都市化の結果、大気汚
染、交通渋滞、廃棄物管理などの都市部が抱える課題がさらに深刻になると考えられます。
大気汚染は、急速な都市化や自動車の普及に伴って拡大し、住民の重大な健康被害や生活環境の悪化の原
因となることがあります。
大気汚染物質の1つである微小粒子状物質（PM2.5）は、肺の奥深くまで入りやすく、呼吸器系への影響に加
え、循環器系への影響も懸念されています。このため、環境省では、平成21年9月に環境基準を設定しまし
た。その後、平成22年3月には常時監視の実施方法等を示す事務処理基準などを改正し、平成23年7月には
PM2.5の成分分析のガイドラインを示すとともに、常時監視体制の整備を図ってきたところです。その結果、
平成25年3月末現在で、全国600か所以上においてPM2.5のモニタリングが実施されており、環境省では常時
監視体制のさらなる整備を地方公共団体に要請しているところです。
平成25年1月には、中国の北京市を中心にPM2.5等による大規模な大気汚染が断続的に発生し、我が国にお
いても、西日本で広域的に環境基準を超えるPM2.5濃度が一時的に観測されました。粒子状物質の濃度上昇が
離島でも確認されたことやシミュレーションの結果から、大陸からの越境汚染の影響があったものと考えら
れました。このため、環境省では、平成25年2月に当面の対応を取りまとめるとともに、注意喚起のための

資料：OECD Environmental Outlook 2050
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暫定的な指針を示しました。また、PM2.5に関する情報サイトを環境省ホームページに開設するなど、情報提
供に努めているところです。今後、PM2.5の常時監視体制を強化するとともに、成分分析による発生源寄与割
合の把握や科学的知見の集積、排出削減等、国内対策の一層の推進を図ることとしています。また、中国等
と連携した取組を通じ、東アジア地域における大気汚染防止対策を積極的に推進していくこととしています。
平成25年5月に開催された日中韓3カ国環境大臣会合でも、新たに三カ国による政策対話を設置することに合
意しました。
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写真：環境省

PM2.5の測定局

日本の大気汚染物質除去技術

我が国では、1960年代の高度経済成長期に各地で大気汚染問題が深刻化しました。その結果、重大
な健康被害が発生し、生活環境が悪化しました。我が国は国土が狭いため、都市の近くで工業生産活動
を行わなければならないという立地上の制約があります。こうした制約がある中で、日本の産業は大気
汚染の克服に力を注ぎ、現在では大気汚染物質の除去の分野において世界でも有数の高い技術力を持つ
ほどに成長しました。特に自動車からの排気ガスの低減や各種燃料の硫黄分濃度の低減に関する技術発
展や、工場・事業所からの排出における脱硫、脱硝、集じんに関
する技術発展は目覚ましいものがあります。トラック等の大型車
の燃料として使われる軽油に含まれる硫黄分の規制は、平成4年
から始まりました。その後、規制に対応するため、世界に先駆け
て硫黄分10ppm（0.001％）以下のサルファ・フリー軽油が流通
するようになりました。また、自動車用エンジンにおいても、燃
料のエンジンの燃焼室への電子制御による高圧噴射によって燃料
の完全燃焼を促し、排出される粒子状物質を大きく減らすシステ
ム（コモンレールシステム）の量産化に世界で初めて成功しました。
一方で排気マフラーにおいても、従来のマフラーから粒子状物質
を捕集して大気中への排出量を低減するDPF（ディーゼル・パ
ティキュレート・フィルター）の設置がトラック・バス等を中心
に進められています。これらの技術開発によって我が国における
粒子状物質の濃度は大幅に低減しました。
今後、こうした我が国の最新技術が世界の都市における深刻な
大気汚染問題の解決に貢献することが期待されます。

排気物質
DPF構造例

セラミックフィルターのハニカム構造

酸化触媒
フィルター

可容有機分
HC

スス
（カーボンスート） スス

（カーボンスート）
DPFのPM低減メカニズム

酸素

酸化触媒 セラミック間フィルター

二酸化
炭素

資料：日本自動車工業会「微小粒子状物質　SPMか
らPM2.5へ」

�DPFの構造例
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ウ　限りある地球のために

ここまで概観してきたように、現在の経済社会は地球環境に負荷をかけながら成長してきました。このま
までは、いずれ大きなコストとして跳ね返ってくるおそれがあります。
かつて、経済学者ハーマン・デイリーは、物質とエネルギーを利用する上での、3つの原則を示しました。
［1］�土壌や水、森林、魚などの「再生可能な資源」を利用する速度が、再生する速度を超えてはならない（漁

業の場合では、魚を獲る速度が、残りの魚が繁殖して元に戻る速度を超えない状態）。
［2］�化石燃料、レアメタルなど一度採掘すると元には戻らない「再生不可能な資源」については、別の「再生

可能な資源」に転用される速度以上に利用してはならない。
［3］�環境汚染物質を排出する速度が、地球が浄化し、無害化する速度を超えてはならない（下水を流す際に

は、分解するバクテリアが増えすぎて生態系を破壊するなどの不安定な状態にならないようにしなけれ
ばならない）。

こうした考え方に従えば、GDPを尺度として経済成長を目標にした社会から、環境問題も解決する持続可
能な社会へシステム転換することによって、地球環境を維持しながら、同時に経済成長も実現できる可能性
があります。そうした持続可能な経済社会システムの構築を目指す取組が、現在、国際的に進められていま
す。
環境と開発のあり方として、1987年（昭和62年）に国連が開催した「環境と開発に関する世界委員会」（ブル
ントラント委員会）の報告書「Our Common Future」では、「持続可能な開発」という概念が提唱されました。
経済や自然環境、生活環境を含んだ社会の持続可能性を考えていくことは、これまで築いてきた豊かな社会
を私たちの子供達以降の世代へ残していくことにつながります。
次の第2項、第3項では、持続可能な経済社会システムへの転換に向けた取組とGDPに代わる「真の豊かさ」
を測る指標づくりに向けた取組をそれぞれ取りあげます。

噴射率や噴射回数等噴射の仕方を工夫
して燃焼を制御するとともに後処理装
置が正常に機能するよう排気温度を制
御する

EGRクーラー

EGRガスを冷却し燃焼温度を下げNOX
を低減する

空気を低速から高速まで大量に導入し
クリーンな燃焼を図る

吸排気系

4弁化やオーバーヘッドカムシャフトによ
り空気の流れをスムーズにする
噴射ノズルをシリンダー中心軸に配置し燃
焼を均一化する

リニア電子制御EGRバルブ

EGRの量を精度良くコントロールし、
ススとNOXを低減する

インタークーラー付き過給

吸気を冷却し高密度の空気を入れ、さ
らに燃焼温度を下げNOXを低減する

シリンダー圧力の大幅増加に耐えられ
るようエンジン各部の材料や構造を強
化する

リニア電子制御可変容量式
ターボチャージャー

各部強度アップと
フリクション低減

コモンレール式高圧電子制御
燃料噴射ノズル

資料：日本自動車工業会「微小粒子状物質　SPMからPM2.5へ」

エンジン構造や燃焼の改善
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2　グリーン経済の拡大に向けて

1987年（昭和62年）に提唱された「持続可能な開発」は、「将来の世代の欲求を満たしつつ、現在の世代の欲
求も満足させるような開発」を意味しているとされています。こうした持続可能性を実現するための新たな経
済のあり方として、グリーン経済という概念が登場しています。2012年（平成24年）にブラジルのリオデジャ
ネイロで開催された「国連持続可能な開発会議（リオ＋20）」では、「持続可能な発展及び貧困根絶の文脈にお
けるグリーン経済」が主要議題の1つとなりました。本項では、グリーン経済の考え方を整理するとともに、
持続可能な経済社会システムへの転換に向けた国内外の取組を紹介します。

足尾鉱毒事件と田中正造の思想
～真の文明は、山を荒らさず、川を荒らさず、村を破らず、人を殺さざるべし～

東日本大震災から100年以上前の明治時代初期、栃木県の足尾銅山からの鉱毒に起因する環境汚染が
もたらした足尾鉱毒事件（以下「鉱毒事件」という。）という公害問題が発生しました。渡良瀬川を流れて
栃木、群馬、埼玉、茨城、千葉、東京にまで広がった鉱毒により、川の魚は死に絶え、農作物も汚染さ
れました。流域住民は、栄養状態が悪化した上、汚染された田畑の土の除去を強いられることとなりま
した。
栃木県出身の国会議員であった田中正造は、鉱毒事件の解決と被害者の救済に奔走し、明治天皇への
直訴を断行したことや、時の明治政府が強行した谷中村の廃村と遊水池化計画への反対を続けたことな
ど、その積極果敢な行動で知られています。
一方で田中正造は、鉱毒事件や谷中村の問題に奮闘していく中で、自然と人間との関係や、社会国家
や文明のあり方などについての深い考察を数多く残した社会思想家としての一面も持ちあわせていまし
た。
下記の言葉は、田中正造が自らの日記にしたためた「文明」に対する晩年の思想です。すなわち、「真
の文明というものは、山や川などの自然を破壊することもなく、村を崩壊させることもなく、人の命を
奪うこともないものである」ということを意味しています。
田中正造が没してから100年を迎えた今日、私たちの文明は、果たして田中正造が唱えた「真の文明」
になり得たと言えるでしょうか。東日本大震災による多大な被害を受け、我々日本人は、これからの自
然とのつきあい方や文明のあり方を大きく問われています。日本の公害問題の原点とも言われる鉱毒事
件の歴史を紐解き、田中正造の生き方や思想に触れることで、この難問の克服に繋がる示唆を得られる
かもしれません。

写真：佐野市郷土博物館 資料：田中正造日記

田中正造
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（1）新たな経済のあり方を求めて

ア　グリーン経済とは何か

2011年（平成23年）の国連環境計画（UNEP）の「グリーン経済報告書」では、グリーン経済を「環境問題に伴
うリスクと生態系の損失を軽減しながら人間の生活の質を改善し社会の不平等を解消するための経済のあり
方」であると定義しています。グリーン経済は、環境の質を向上して人々が健康で文化的な生活を送れるよう
にするとともに、経済成長を達成し、環境や社会問題に対処するための投資を促進することを目指していま
す。また、気候変動、資源の枯渇、生物多様性の損失等の問題に直面している世界情勢の中で、国家間・世
代間での貧富の格差をも是正し、持続可能な開発を実現することにも焦点が当てられています。
グリーン経済では、社会全体の富を考える際に、物質的な富と人的資本に加えて、生態系などの自然資本
が考慮されます。また、グリーン経済を実現するには、環境分野への投資促進や、自然資本の評価、消費者
の選択をより環境に配慮したものにするための仕組みづくり等が必要です。世界全体で、年GDPの2％
（2010年（平成22年）時点で現在1.3兆ドル）を2050年（平成62年）までの間、農業、漁業、林業、製造業、運
輸業、建設業、エネルギー業、観光業等の分野に投資することによって、低炭素で資源効率の高いグリーン
経済へと移行することができると提言しています。下のグラフは、グリーン分野へ投資を行った場合と、行
わなかった場合のGDPの変化を予測したものです。

0

1

2

3

4
（％）

2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050（年）

年GDPの2％を環境対策に投資した場合
現行の政策を続けた場合

資料：UNEP「Green Economy Report」

環境対策に年GDPの2％を投資した場合の世界全体のGDP成長率の予測

自然資本を評価する取組としては、UNEPやドイツ銀行等による「生態系と生物多様性の経済学（TEEB）」
の報告書が2010年（平成22年）に発表されています。TEEBは、食料や水の供給、気候調整や水質浄化などの
自然の恩恵（生態系サービス）を経済的に評価し、自然の価値が認識されて人々の意思決定に反映されていく
ことを目指しています。個別の生態系サービスについて、その経済的な価値を評価することにより、生物多
様性を保全した場合に享受する利益と生物多様性が損失した場合の経済的な損失を算出する試みを行ってい
ます。

イ　リオ＋20を中心とするグリーン経済を巡る最近の動向

グリーン経済は、2012年（平成24年）6月に開催された「国連持続可能な開発会議（リオ＋20）」でも、2つの
テーマのうちの1つとして取りあげられました。
同会議は、2012年（平成24年）6月20日から22日までブラジルのリオデジャネイロで開催され、国連加盟
188か国及び3オブザーバー（EU、パレスチナ、バチカン）から97名の首脳及び多数の閣僚級（政府代表とし
ての閣僚は78名）が参加したほか、各国政府関係者、国会議員、地方自治体、国際機関、企業等から約3万人
が参加しました。同会議の成果文書「我々の求める未来」は、首脳及び閣僚級による3日間の議論を経て6月22
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日の夜に採択されました。同文書の主な内容は、［1］グリーン経済は
持続可能な開発を達成する上で重要なツールであり、それを追求する
国による共通の取組として認識すること、［2］持続可能な開発に関す
るハイレベル・フォーラムを創設すること、［3］都市や防災をはじめ
とする26の分野における取組についての合意、［4］持続可能な開発目
標（SDGs）について政府間交渉のプロセスを立ち上げること、［5］持続
可能な開発に関する資金調達戦略に関する報告書を2014年（平成26
年）までに作成すること、などです。
同会議で我が国は、［1］「環境未来都市」の世界への普及、［2］世界の
グリーン経済移行への貢献、［3］災害に強い強靱な社会づくりの3つを柱とした「緑の未来イニシアティブ」を
表明しました。同イニシアティブの下、7月には「世界防災会議 in 東北」を東北3県（岩手県・宮城県・福島県）
で開催したほか、12月にはグリーン経済移行に向けた人材育成を後押しするための「緑の未来協力隊」を立ち
上げました。また、リオ＋20において我が国の優れた環境技術や省エネ技術、自然資本の持続的利用による
農林漁業などの恵みを発信すること等を目的に、政府・民間企業等が協力して展示やセミナーを開催しまし
た（6月13日から24日までに、延べ18,127名が来場）。

（2）グリーン経済の構築に向けた我が国の取組

ア　環境に配慮した金融

事業者の経済活動は現預金等の資金を媒介して行われており、資金の流れが事業活動を通じて社会の仕組
みに与える影響は大きいといえます。そのため、社会の仕組みを持続可能なものに変えていくには、資金の
流れを持続可能な社会に適合したものへと変えていくことが重要であり、環境金融により、国内外の資金を
企業の環境対策や環境ビジネスの促進に活用していくことが有効です。

（ア）持続可能な社会の形成に向けた金融行動原則
我が国では、平成22年に中央環境審議会「環境と金
融に関する専門委員会」において報告書「環境と金融の
あり方について～低炭素社会に向けた金融の新たな役
割～」を取りまとめており、環境金融を拡大していく
仕組みとして、日本版の環境金融行動原則の策定等を
提言しました。これを受け、平成23年に銀行、証券、
保険等の金融機関によって、持続可能な社会の形成に
向けた金融行動原則が取りまとめられました。この原
則は、持続可能な社会の形成のために必要な責任と役
割を果たしたいと考える金融機関の行動指針として7
つの行動原則を示したものであり、署名した金融機関
に対し、自らの業務内容を踏まえ、可能な限り本原則
に基づく取組を実践するよう求めています。平成25年
4月現在、国内187の金融機関が署名を行っています。

（イ）低炭素社会創出ファイナンス・イニシアティブ
環境省では、金融メカニズムを活用して低炭素社会を実現するための新たな取組として、「低炭素社会創出
ファイナンス・イニシアティブ」を進めていくこととしています。このイニシアティブは、金融メカニズムを
活用して民間資金を呼び込みつつ、［1］建築物の低炭素リニューアル、［2］低炭素まちづくり、［3］二国間オ
フセット・クレジット制度、［4］低炭素技術の対策強化・市場化・研究開発の4つを重点分野として、投資の
促進、市場の創出を図ることで低炭素社会を創出しようという取組です。また、この取組により、低炭素社
会の創出だけでなく、経済の再生と地域活性化も同時に達成することを目指しています。

写真：外務省

�リオ＋20

原則１．自らが果たすべき責任と役割を認識し、予防的アプローチの視
点も踏まえ、それぞれの事業を通じ持続可能な社会の形成に向
けた最善の取組を推進する。

原則２．環境産業に代表される「持続可能な社会の形成に寄与する産業」
の発展と競争力の向上に資する金融商品・サービスの開発・提
供を通じ、持続可能なグローバル社会の形成に貢献する。

原則３．地域の振興と持続可能性の向上の視点に立ち、中小企業などの
環境配慮や市民の環境意識の向上、災害への備えやコミュニ
ティ活動をサポートする。

原則４．持続可能な社会の形成には、多様なステークホルダーが連携す
ることが重要と認識し、係る取組に自ら参画するだけでなく主
体的な役割を担うよう努める。

原則５．環境関連法規の遵守にとどまらず、省資源・省エネルギー等の
環境負荷の軽減に積極的に取り組み、サプライヤーにも働き掛
けるように努める。

原則６．社会の持続可能性を高める活動が経営的な課題であると認識す
るとともに、取組の情報開示に努める。

原則７．上記の取組を日常業務において積極的に実践するために、環境
や社会の問題に対する自社の役職員の意識向上を図る。

資料：「持続可能な社会の形成に向けた金融行動原則（21世紀金融行動原則）」

�持続可能な社会の形成に向けた金融行動原則（21世紀金融
行動原則）
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低炭素技術の対策強化・
市場化・研究開発

二国間オフセット・
クレジット制度低炭素まちづくり建築物の低炭素リニューアル

対象分野

■ファンド形成を支援し、
　民間資金を呼び込み

■補助、出資、融資、
　利子補給など

環境省 低炭素社会創出ファイナンス・イニシアティブ

国の資金支援により、金融メカニズムを活用しつつ、投資促進・市場創出。
低炭素社会創出のための下記4分野へ資金支援。併せて、CO2削減効果を定量化し有効性を発信。

コンセプト

●耐震・環境不動産形成官民ファ
ンド（国交省連携事業）

●グリーンビルディング普及促進
に向けたCO2削減評価基盤整備
事業

●LED街路灯等導入促進事業
●地域低炭素投資促進ファンド
・地域主導の取引を支援

●アジアの低炭素社会実現のため
のJCM支援事業

●二国間オフセット・クレジット
制度の構築等事業

・日本の優れた環境技術を海外に
展開

●地球温暖化対策技術開発・実証
研究

・市場化に向けたブレイクスルー
を後押し（海外市場に展開する
「次なる技術」を創出）

資料：環境省

�低炭素社会創出ファイナンス・イニシアティブ

堺市における環境配慮型金融の取組 
～SAKAIエコ・ファイナンスサポーターズ倶楽部～

国の環境モデル都市に選定されている大阪府堺市では、平成22年2月に市内22の金融機関（店舗数
79）が、任意団体である「SAKAIエコ・ファイナンスサポーターズ倶楽部」を設立しました。同倶楽部
は、堺市が目指す低炭素都市「クールシティ・堺」に賛同し、市民や事業者に対して、太陽光発電システ
ムや省エネ住宅の設置、低公害車の購入、環境配慮型設備投資などを補助する環境配慮型金融商品の提
供を市と一体で行っています。
その他にも、参画店舗での省エネの取組や、「SAKAI環境ビジネスフェア」の開催による環境関連の
ビジネスマッチング等を通じた環境ビジネスの創出にも取り組んでいます。

堺 市
SAKAIエコ・ファイナンス
サポーターズ倶楽部

市民・事業者
のみなさま

店舗での市民啓発
店舗での省エネ取組
環境イベントの開催協力

資料：SAKAIエコ・ファイナンスサポーターズ倶楽部

商品、サービスを
HPに掲載

メンバーA銀行

メンバー B銀行

メンバーC信用金庫

メンバーD信用組合
・・・

倶
楽
部
事
務
局
（
銀
行
）

①環境施策の提示 ②各メンバーが自社で提供商品等を検討・決定

金融商品の事例
・エコ住宅建築金利優遇

・新エネ、省エネ設備導入資金金利優遇
・環境配慮企業優遇融資

・エコリフォーム金利優遇③金融商品等の提示

④施策と補助商品等の提示

⑥商品等の提供

⑦施策の
実行・推進

⑤商品等の
選択・申込

商品、サービス
の比較、選択

SAKAIエコ・ファイナンスサポーターズ倶楽部の仕組み

イ　環境に配慮した事業活動

経済のグリーン化を実現する上では、環境に配慮した事業活動が不可欠です。環境に配慮した事業活動を
拡大するため、以下のような取組が進められています。
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（ア）環境報告書
企業や公的法人等の事業者が、自らの事業活動による環境負荷や環境配慮の取組状況を報告する手段とし
て、環境報告書があります。環境報告書は、顧客、取引先、投資家、地域住民、従業員に対して、自分たち
の環境負荷低減の努力を知ってもらえる有効なツールであるだけでなく、自社の事業活動による環境負荷の
程度を把握し、環境とのつきあい方を見直すきっかけにもなることから、さまざまな場面で活用されていま
す。
我が国では、平成17年に環境情報の提供の促進等による特定事業者等の環境に配慮した事業活動の促進に
関する法律（平成16年法律第77号）を施行し、環境報告書の作成公表を独立行政法人や国立大学法人等の一定
の公的法人に対して義務付けることにより、事業者による環境配慮の取組を促しています。環境省では、事
業者が環境報告書を作成するに当たっての実務的な手引きとなる環境報告ガイドラインを策定しているほか、
事業者等による優れた環境コミュニケーションを表彰する環境コミュニケーション大賞を設け、優れた環境
報告書の表彰を行っています。
環境報告書は、売上高1,000億円以上の大企業では7割以上の企業で作成・公表されていますが、一方で売
上高1,000億円未満の企業では作成・公表割合が低くなっていることから、今後のさらなる普及が課題となっ
ています。

社会にとって…
★プレッジ・アンド・レビュー効果
（誓約と再検討）
・社会全体の認識の拡大
・企業努力と社会評価の相乗効果

企業にとって…
★社会からの適正な評価を受ける手段
★社会的な説明責任を履行する手段

★経営者、従業員の意識の高まり
★企業の環境マネジメントシステムの
見直しツール

事業者自身の環境保全活動

内部機能

環境コミュニケーション・企業評価

外部機能

資料：環境省

�環境報告書に期待される機能と効果

（イ）環境マネジメント
事業者が自主的に環境保全に関する取組を進めるに当たり、環境に関する方針や目標等を自ら設定し、そ
れらの達成に向けて取り組んでいくことを環境マネジメントと言います。環境マネジメントを行うための工
場や事業所内の体制・手続等の仕組みを環境マネジメントシステムと言い、国際規格のISO14001などが代
表的です。環境マネジメントを適正に行うことにより、環境に配慮した事業活動が可能となるだけでなく、
省エネによる経費削減や、環境配慮型の商品・サービスの新たな提供、環境にやさしい企業イメージの打ち
出しなどの効果も期待されます。
我が国では、中小事業者にも取り組みやすい環境マネジメントシステムとして、「エコアクション21」を策
定し、また、ガイドラインを作成するなどその普及促進を図っています。エコアクション21は、CO2排出量、
廃棄物排出量、総排水量などの環境負荷を低減する取組を促すものであり、環境活動レポートの作成・公表
により簡易版の環境報告を行うことになることや、認証審査人が一定の範囲で企業の環境対策へのアドバイ
スを行うという特徴を有しています。認証を取得した事業者は、PDCAサイクルを基本として、ガイドライ
ン中の要求事項に適合した環境経営システムを構築、運用、維持することが必要となります。エコアクショ
ン21の認証・登録総数は年々増加しており、平成23年度時点で7000団体以上に上っています。
事業者による自発的な環境マネジメントは大企業を中心に普及が進んでいますが、今後は、事業者の多数
を占める中小事業者による取組を広げていくことが重要となります。

平成24年度 第1部│第2章　真に豊かな社会の実現に向けて

32



158
731

1,446
2,286

3,294

4,495

6,286
7,240

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

平成16 17 18 19 20 21 22 23 （年度）

954
1,791

1,2011,008840715573

認証・登録総数
年間・認証登録数

①10人以下, 
30.6%

②11人～ 30人, 
38.0%

③31人～ 100人, 
23.2%

④101人～ 300人, 
6.4%

⑤301人以上, 
1.8%

①製造業
23.1%

②印刷・出版業
1.5%

③廃棄物処理・
リサイクル業
15.8%

④建設・設備工事業
25.2%

⑤卸・小売業
8.0%

⑥自動車整備業
6.7%

⑦金融業・保険業
9.0%

⑧その他、サービス業等
2.6%

⑨その他
8.1%

従業員規模別 業種別割合

資料：環境省

�エコ・アクション21の認証・登録の推移と現状

（ウ）エコ・ファースト制度
「エコ・ファースト制度」は、企業の環境保全に関する業界のトップラン
ナーとしての取組を促進していくため、日本国内において事業活動を行って
いる企業が環境大臣に対し、地球温暖化対策、生物多様性の保全など、自ら
の環境保全に関する取組を約束する制度です。平成20年の最初の認定から、
現在までに41社がエコ・ファースト企業として認定されています。
エコ・ファースト企業として認められるには、環境省対して申請したエ
コ・ファーストの約束が、「先進性、独自性、波及効果があるか」「3つ以上の
環境分野において環境保全上適切な目標を定めているか」などの観点から審査され、評価される必要がありま
す。認定を受けた企業は、環境省制定のエコ・ファースト・マークを使用することができます。
エコ・ファースト企業は、エコ・ファーストの約束を確実に実践し、環境行政との連携及びエコ・ファー
スト企業間の連携を強化することを目的として、「エコ・ファースト推進協議会」を設立しています。同協議

エコアクション21を活用している中小企業の優良事例

埼玉県八潮市に本社を構え、金属材料を使用した容器等の製造を
行っている来ハトメ工業株式会社では、事業を通じて環境保全に配
慮して行動することを経営の重要課題の一つとして捉えており、平
成22年にエコアクション21の認証を取得しました。同社では、エコ
アクション21を活用して、温室効果ガス排出量や廃棄物量の削減、
有害化学物質の取扱禁止、グリーン調達の推進、社員への環境教育
などさまざまな環境保全の取組を行ってきました。平成24年度から
は、新たに生物多様性の保全やボランティア活動等による地域貢献
にも着手しています。
これらの取組が評価され、同社の環境活動レポートは、平成25年2月に表彰式が行われた第16回環境
コミュニケーション大賞において、エコアクション21に基づく環境活動レポートを対象とする「環境活
動レポート部門」の大賞を受賞しました。

写真：来ハトメ工業株式会社

来ハトメ工業株式会社の社員

資料：環境省

�エコ・ファースト・マーク
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会では、協議会メンバー企業による情報交換や、環境イベントでの広報活動、環境省幹部との勉強会などの
活動を行っています。

ウ　環境に配慮した購入（グリーン購入）

近年、環境に配慮された商品やサービスを優先的に購入するグリー
ン購入に取り組む消費者が増えています。グリーン購入は、消費活動
を通じた環境保全活動であり、事業者が環境負荷低減に取り組むイン
センティブとなるだけでなく、環境対策に積極的な事業者に対する支
援ともなっています。

（ア）グリーン購入法
市場におけるグリーン購入を促進するため、我が国では国等による
環境物品等の調達の推進等に関する法律（平成12年法律第100号）を制
定しています。同法はグリーン購入法とも称し、国や独立行政法人等

エコ・ファースト企業の事例～ライオン株式会社～

平成24年度から25年度にかけてのエコ・ファースト推進協議会の議長会社を務めているライオン株
式会社は、環境保全に向けた先進的な取組を推進していくとした約束が評価され、2008年に製造業と
して初めて環境大臣より「エコ・ファースト企業」として認定されました。
同社は、エコ・ファーストの約束として、地球温暖化防止、循環型社会の形成、化学物質の安全性点
検・リスクコミュニケーションの3分野において、積極的な取組を推進していくこととしています。地
球温暖化防止の分野においては、植物原料に由来する商品開発や物流の効率化などにより、「CO2排出
量を1990年比で55％削減する」とした2012年の目標を2011年時点で達成しました。また、商品の環境
への配慮を評価する独自の指標である「ライオン エコ基準」を設定し、環境に配慮した商品づくりに努
めています。
同社は、平成24年3月にエコ・ファーストの約束を更新し、環境保全に向けたさらなる取組を推進し
ていくこととしています。

● 組成有機物中の植物原料の比率が50％以上であること
● 生物多様性に配慮した原料を使用していること

● 製造時の使用エネルギー、水使用量、排水量、化学物質使用量、
　 あるいは廃棄物量を従来品より20％以上削減できていること

● 従来品より20％以上コンパクト化又は濃縮化されていること

● 容器包材量が市場主流品より15％以上削減できていること
● つめかえ用パウチ、つめかえ用ボトルで、本体重量の50％以下であること

● 使用時のエネルギー消費を従来品より20％以上削減できていること
● 使用量の有機物負荷発生量を従来品より20％以上削減できていること
● 使用時の水使用量を従来品より20％以上削減できていること

● 再生材（プラスチック等）を使用していること
　 板紙の場合は、古紙又は間伐材、認証林パルプの使用比率が94％以上であること
● 植物系樹脂や生分解性樹脂を使用していること

資料：ライオン株式会社

植物原料の使用
持続可能な原料の使用❶原料調達

❷材料調達

❸製　　造

❹物　　流

❺使　　用

❻廃　　棄

ステージ 評価項目 評価基準

リサイクル材料の使用
持続可能な材料の使用
植物由来材料の使用
生分解性材料の使用

製造時の省エネルギー
水使用量・排水量の削減
化学物質使用量の削減
廃棄物量減少

コンパクト化、濃縮化

包材削減、つめかえ
包材等のリユース・リサイクル

使用時の省エネルギー（省電力）
1回当たり有機物負荷発生量
水使用量の削減（節水）

ライオン エコ基準

資料：環境省
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�グリーン購入法の特定調達物品等の調達
実績（調達率が95%以上の品目数の推
移（公共工事分野の品目を除く））
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の機関に対して環境に配慮された物品等の調達を義務付けているほか、地方公共団体に対しても同様の努力
義務を課しており、公的機関による調達の推進を通じて、市場に環境配慮物品等への需要を喚起し、グリー
ン購入の拡大を図ることを目的としています。グリーン購入の対象となる環境物品等は、紙類、文具類、オ
フィス家具、OA機器など大きく19の項目に分類され、それぞれについて詳細な調達品目と判断基準が定め
られています。平成22年度における国や独立行政法人等の特定調達物品等の調達実績は、公共工事分野の品
目を除く190品目中186品目（97.9％）において、判断基準を満たす物品等が95％以上の高い割合で調達され
ています。

（イ）環境ラベル
グリーン購入を進めていく上では、環境に配慮された製品やサービスに環境ラベルを付与し、環境負荷の
少ない物品等の選択的な購入を促すことが有効です。一方で、環境ラベルは「多すぎて分からない」との声も
あり、次々と生まれる環境ラベルに消費者が追いついていけないという実態も垣間見えています。我が国で
は、各種環境ラベルを紹介した環境ラベル等データベースを運用しているほか、環境ラベルの表示方法の考
え方の統一や信頼性の確保のため、環境表示ガイドラインを取りまとめています。

資料：環境省

●エコマーク
生産から廃棄までのライフサイクル全
体を通して環境保全に資する商品を認
証するラベル。

●カーボンフットプリントマーク
商品・サービスのライフサイクルの各
過程で排出された「温室効果ガスの量」
をCO2量に換算して表示するラベル。

●レインフォレスト・アライアンス認証
熱帯雨林の持続的管理を目指し、自然
保護や農園生活向上の基準を満たす農
園を認証するラベル。

●エコリーフ環境ラベル
ライフサイクルアセスメント（LCA）
手法を用いて製品の環境情報を定量的
に表示するラベル。

●エコレールマーク
流通過程において、環境にやさしい貨
物鉄道を利用して運ばれている商品や
積極的に取り組んでいる企業に付与さ
れるラベル。

●PETボトルリサイクル推奨マーク
PETボトルのリサイクル品を使用した
商品につけられるラベル。

�環境ラベルの一例

3　新たな豊かさ指標の開発

近年、豊かさを測る指標として従来使用されてきた国内総生産（以下「GDP」という。）から、GDPに代わる
真の豊かさを測る指標の検討に世界的な関心が集まってきています。
例えば、フランス政府においては、2009年（平成21年）にスティグリッツ委員会で、GDPの限界と持続可
能性指標の重要性を提言した報告書が公表されました。また、2007年（平成19年）には「Beyond GDP会議」
が開催され、GDPを補完する新たな指標の開発にむけて合意が得られ、2009年（平成21年）には、欧州委員
会が「GDP and beyond」を公表しました。また、直近では、2011年（平成23年）にOECDより「グリーン成
長指標」が公表されたほか、2012年（平成24年）にはリオ＋20において、国連大学地球環境変化の人間・社会
的側面に関する国際研究計画（UNU-IHDP）が国連環境計画（UNEP）等と共同で「包括的富指標（Inclusive 
Wealth Index）（以下「IWI」という。）」を公表しています。
この項では、このような世界的な環境経済指標の潮流から、近年における国内外の持続可能性指標等の検
討状況を概観します。

（1）世界の検討状況

ア　「スティグリッツ委員会報告書」における持続可能性指標、幸福度指標の考え方

スティグリッツ委員会がまとめた報告書では、豊かさや持続可能性を一つの指標で測定することの難しさ、
複雑な指標群によって豊かさや持続可能性の本質を見失うおそれがあることなど、既存の指標についてのさ
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まざまな課題を認識した上で、環境・経済・社会の側面から、豊かさ（Quality of Life：QoL）と持続可能性
を測定するための指標体系を提案しています。同報告書では、今の水準の幸福度が将来の世代においても維
持可能かどうかについて考察されています。
同報告書では、持続可能性を測定する場合は特に自然資本や人的資本、社会的資本、物的資本など資本に
注目した測定を進めることが重要であるとの提案がなされています。
また、豊かさ（QoL）を測定する場合は、主観的な要素（個人の置かれている状況や実際に感じている感情）
の測定と客観的な要素の測定（環境の状況、健康、教育、余暇などの個人的な活動等）の両方に焦点をあてる
ことが重要であるとの提案がなされています。

イ　「グリーン成長指標」について

OECDでは、グリーン成長に向けた取組の進捗状況を評価するため
に、25のグリーン成長指標を整備しています。これらの指標は、経
済成長と環境との関係について、［1］生産性・効率性がどの程度高い
か、［2］自然資源がどの程度残されているか、［3］社会経済活動が人
の健康や環境に悪影響を及ぼしていないか、［4］グリーン成長を支え
る政策が効果的に実施されているか、という4つの視点から分類され、
評価に用いられています。

ウ　「包括的富指標（IWI）」について

先に記述したように、2012年（平成24年）に開催されたリオ＋20において、UNU-IHDPがUNEP等と共同
で「包括的富に関する報告書（Inclusive Wealth Report 2012）」を発表しました。同報告書では、新たな経
済指標であるIWIが採用されています。この指標は、従来のGDPや人間開発指数（HDI）などのように短期的
な経済発展を基準とせず、持続可能性に焦点を当て、長期的な人工資本（機械、インフラ等）、人的資本（教育
やスキル）、自然資本（土地、森、石油、鉱物等）を含めた国の資本全体を評価し、数値化しています。報告書
では、「経済成長の偏重は、将来の世代に深刻な被害をもたらし、資源を枯渇させる。IWIは、豊かさと成長
の持続可能性を提示できる」と有用性を指摘しています。

1.経済の環境/
資源生産性

・炭素/エネルギー生産性
・資源生産性：材料、栄養物、水
・多要素生産性

2.自然資産基盤 ・再生可能な資源ストック：水/森林/水産資源
・再生不可能な資源ストック：鉱物資源
・生物多様性と生態系

3.生活の質の
環境側面

・環境衛生/リスク
・環境サービス/アメニティ

4.経済的機会と
政策対応

・技術とイノベーション
・環境製品/サービス
・国際資金フロー
・価格と移転
・技能と訓練
・規制と管理アプローチ

成長の社会経済
的文脈と特徴

・経済成長/構造
・生産性と貿易
・労働市場、教育、所得
・社会人口統計学的パターン

資料：OECD

�グリーン成長指標の概念

ブータン王国とGNH（国民総幸福量）

ヒマラヤ山脈南麓に位置するブータン王国は、「国民の幸福度」を国家の豊かさの指標とする独自の考
え方を打ち出し、世界的な注目を集めています。
ブータン王国は、九州とほぼ同じ面積に標高差の激しい地形を有し、約70万の人口と多様な動植物を抱
えています。国民の多くはチベット仏教を信仰し、その宗教観は生活習慣など日常のいたる所に浸透して
います。ブータン王国では、環境や伝統、民意に配慮することで、国民の幸福を実現しようとする考え方
が広がっており、国家が国民の幸福を追求するために努力することが憲法にも明記されています。2005年
（平成17年）に実施された国勢調査では、ブータン国民の約97％が「幸せである」と回答しています。
ブータン王国では、国家の豊かさを測る指標として、世界で多用されているGDP（国内総生産）に代
わり、GNH（国民総幸福量）という概念を用いています。GNHでは、経済成長を重視する姿勢を見直
し、「環境の保護」「伝統文化の保全と推進」などの4本柱の下、「環境の多様性」「心理的な幸福」「健康」
など9分野の指標により豊かさを測っています。
古代ギリシャの哲学者アリストテレスは、「幸福とは、人生における最高の善であり、それ自体が追
求されるものである。」と述べています。世界的に進められつつある幸福を含んだ指標の開発により、豊
かさに対する考え方が見直され、ひいては私たちをとりまく環境がより良いものへと変わっていく流れ
が生まれるかもしれません。
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（2）我が国の検討状況

ア　「環境経済の政策研究」における指標開発の推進

これまで見てきたとおり、OECDや国連等をはじめ、世界においては、持続可能な社会の実現を目指し、
さまざまな持続可能性指標、幸福度指標の検討がなされています。日本においても、このような国際的な潮
流や東日本大震災を契機とする意識の変化等を踏まえ、グリーン経済や生活の質に関する政策上の評価を行
うことが喫緊の課題となっており、国際的な比較も視野に入れた環境・経済・社会を総合的に評価する指標
について取りまとめることが求められます。
環境省では、環境政策の戦略的な実施につなげていく研究事業「環境経済の政策研究」を推進しており、当
該政策研究の課題分野の一つである「環境・経済・社会を総合的に評価するための指標及び統計情報のあり方
に関する政策研究」において、3つの研究課題を採択しています。当該研究課題においては、国際・国内地域
間比較も視野に入れた指標の体系化や、環境・経済・社会の統合指標の開発、開発した新指標による評価等
が求められ、日本における持続可能性指標等の検討に貢献することが期待されます。

第3節　地球温暖化を防止する低炭素社会を目指して

官民の投資を通じた低炭素成長の構築を含むグリーン経済に向けた取組は、企業の投資や雇用の増加に結
びつくなど経済社会と密接に関わりがあります。国連環境計画（UNEP）の「グリーン報告書」の中でも「再生可
能エネルギー等、低炭素社会の構築に向けた投資が急激に増加しており、今後も大きな経済成長と雇用を生
み出す」と予想されています。ここでは、進みゆく地球温暖化を防止するための国際交渉や、再生可能エネル
ギーの導入とそれに伴う最新の技術開発など低炭素社会の構築につながる国内外の最新の取組を紹介します。

資料：外務省 写真：GNH研究所　瀬畑陽介

GNH（国民総幸福量）

GNHの4本柱

1 持続可 能で公平な
社会経済開発

2 環境保護
3 文化の推進
4 良き統治

GNH指標の9分野

1 心理的な幸福
2 国民の健康
3 教育
4 文化の多様性
5 地域の活力
6 環境の多様性と活力
7 時間の使い方とバランス
8 生活水準・所得
9 良き統治

ブータン王国とGNH
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資料：国連環境計画（UNEP）「Towards a Green Economy」

石油産業
再生可能エネルギー産業

ガス産業
地熱産業

エネルギー管理士等
バイオ燃料
石炭産業

�エネルギー分野別雇用者数の予測
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資料：国連環境計画（UNEP）「Towards a Green 
Economy」

�再生可能エネルギー分野への投
資額の推移

1　低炭素社会の構築に向けた世界の動き

（1）「共通だが差異ある責任の原則」を巡る議論

地球温暖化は地球環境全体に影響を及ぼしており、氷河の融解や、海面水位の上昇などの現象が確認され
ています。1992年（平成4年）に採択された気候変動枠組条約では、「共通だが差異ある責任の原則」に基づき、
各国を先進国（附属書Ⅰ国）と発展途上国（非附属書Ⅰ国）に二分し、温室効果ガス濃度を、気候システムに対
して危険な人為的干渉を及ぼすこととならない水準に安定化させるとの究極目的が設定されました。その後、
1997年（平成9年）に京都で開催された第3回気候変動枠組条約締約国会議（COP3）において京都議定書が採
択され、先進国に対して2008年（平成20年）から2012年（平成24年）の5年間（第一約束期間）、温室効果ガス
排出量の削減に向けた法的拘束力のある数値目標が各国ごとに設定されました。
京都議定書は2005年（平成17年）になって発効しましたが、その間に地球温暖化対策を取り巻く状況は大
きく変化しました。まず、世界最大の排出国である米国が、2001年（平成13年）に京都議定書への不参加を
表明しました。さらに、京都議定書では排出量の削減義務がない「発展途上国」とされた中国やインドが急激
に経済成長し、温室効果ガスの排出量も急増しました。そのため、発展途上国からの排出量についても何ら
かの措置を求める声が、先進国を中心に高まってきました。

京都議定書未批准国 京都議定書　批准国

アンブレラ・グループ（UG）（非EUの先進国グループ）
日本、米国、カナダ、NZ、ロシア、オーストラリア、

ノルウェー、ウクライナ等

米
　
国

ア
フ
ガ
ニ
ス
タ
ン

先 

進 

国 

等
（
附
属
書
Ⅰ
国
）

途 

上 

国
（
非
附
属
書
Ⅰ
国
）

豪
　
州

EU（27ヵ国）
2012年前半の議長国は

デンマーク

G77及び中国

資料：環境省「地球温暖化対策について」

アフリカ

BASIC
（中国、インド、南ア、ブラジル）

ALBA
（ベネズエラ、ボリビア等8か国）

環境十全性グループ（EIG）
（スイス・韓国・メキシコ等）

産油国
ラテン
アメリカ

島 嶼 国
（AOSIS）

最 貧 国
（LDCs）

ロ
シ
ア

日
　
本

カ
ナ
ダ

気候変動枠組条約の下での地球温暖化に関する国際交渉の構図
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これらの声を受けて、2013年（平成25年）以降の温室効果ガス排出削減の枠組については、2010年（平成
22年）にメキシコのカンクンで開催されたCOP16において「カンクン合意」が採択され、先進国と途上国の双
方の削減行動や目標が気候変動枠組条約の下で正式なものとして位置付けられました。2011年（平成23年）
に南アフリカのダーバンで開催されたCOP17では、すべての締約国が参加する将来の法的な枠組を2015年
までに採択し、2020年（平成32年）から発効させることが合意されました。京都議定書における最大の問題
点は、先進国のみを削減義務の対象としていること、また米国や中国、インドが削減義務を負わず、第一約
束期間で排出削減義務を負う国の排出量は現在世界の約4分の1にとどまる枠組となってしまったことです。
2020年（平成32年）以降の新たな国際枠組については、枠組の具体的なデザインや条約の原則の適用などを
中心に議論が展開されています。今後は、1990年代に見られた日米欧三極を中心とした枠組づくりではなく、
人口増加や発展途上国の急速な経済発展によるエネルギー消費の増加を見据え、将来の国際社会の変化に対
応可能な長期間続く枠組を構築する必要があります。また、将来枠組にすべての国の参加を確保するために
も、締約国を現在の気候変動枠組条約の下での先進国・発展途上国の二分論的なアプローチに分類するので
はなく、各国の事情を踏まえつつ、適切な形で条約の原則（共通だが差異ある責任、衡平性等）の概念を捉え
て反映させていくことが必要です。

2012年前半に立ち上げ

2012年

Ｃ
Ｏ
Ｐ
18

Ｃ
Ｏ
Ｐ
21

す
べ
て
の
国
が
参
加
す
る
法
的
枠
組
発
効
・
実
施

2013年

IPCC
第5次報告書

2014年 2015年 2020年

条約作業部会
（AWG-LCA）

議定書作業部会
（AWG-KP）
第一約束期間
（～ 2012年） 第二約束期間（2013年～ 2017年 or 2020年）

カンクン合意の実施

長期目標のレビュー
（2013-15年）

ダーバン・プラットフォーム特別作業部会

2020年
以降の
取組み

２
０
２
０
年
ま
で
の
取
組
み

カ
ン
ク
ン
合
意

Ｋ
Ｐ

遅くとも2015年に採択

・各国による、
批准、締結

・国内法整備

COP18で
作業完了し、
役割終了

COP18で
作業完了

各国が掲げる削減目標・行動の推進と国際的MRV適応、資金、技術、
キャパシティビルディング

資料：環境省「地球温暖化対策について」

�将来枠組に向けた道筋

（2）国連気候変動枠組条約第18回締約国会議（COP18）の概要と成果

2012年（平成24年）11月26日から12月8日の日程で、カタール国のドーハで開催されたCOP18では、カ
ンクン合意の実施や新たな枠組構築に向けた作業計画に関する決定がなされるとともに、既存の2つの作業部
会の作業を終了することが決定されるなど、大きな成果がありました。特に、先進国が現行の京都議定書を
基に新しい削減枠を議論してきた部会（AWG-KP）と、気候変動枠組条約の下で先進国、発展途上国を含めた
新たな削減枠を議論する作業部会（AWG-LCA）が終結した意義は大きなものでした。また、京都議定書第二
約束期間の設定のための京都議定書改正案が採択されました。
我が国は、「すべての国が参加する公平で実行性のある新たな国際枠組が必要」との観点から京都議定書第
二約束期間には参加せず、2020年（平成32年）以降の法的枠組の構築に向けた国際的な議論を主導するとと
もに、国内の温暖化対策も着実に進めます。我が国の2011年度（平成23年度）の温室効果ガス総排出量は、
約13億800万トン＊（注：以下「＊」は二酸化炭素換算）でした。京都議定書の規定による基準年（1990年度。
ただし、HFCs（ハイドロフルオロカーボン）、PFCs（パーフルオロカーボン）及びSF6（六フッ化硫黄）に
ついては1995年（平成7年）。）の総排出量（12億6,100万トン＊）と比べ、3.7％上回っています。また、前年
度と比べると4.0％の増加となっています。
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ツバルを救うホシズナ

南太平洋に浮かぶ島国ツバルは、広さ26平方キロ
メートル、最大標高3mの低い土地に約1万人が生活
しています。ツバルの国土は9つの環礁とサンゴ礁
に囲まれた島で構成されており、これらの島は原生
動物の一種であるホシズナの殻が砂となって堆積し
てできています。しかし、環境の変化等、さまざま
な影響でホシズナの供給が減少していることから、
地球温暖化による海面上昇の可能性が、島を水没の
危機にさらしています。特に潮位が高くなると、海
水が地表から噴き出してしまうことがあるなど、事態は深刻な状況にあります。
そこで、この沈みつつある島をコンクリートで作られた防波堤によって守るのではなく、島本来の力
で長期的な視点から国土を再生させる取組が進められています。独立行政法人科学技術振興機構（JST）
と独立行政法人国際協力機構（JICA）が協同で実施している「地球規模課題対応国際科学技術協力
（SATREPS）」のプログラムの一環である研究において、ツバルの国土を形成しているホシズナの増殖
に取り組んでいます。

ホシズナの個体 ホシズナによってできた浜辺
写真：細野隆史氏

ホシズナによって国土を再生する取組

二国間オフセット・クレジット制度の取組

京都議定書の下での市場メカニズムの一つである
CDM（クリーン開発メカニズム）は、途上国におけ
る排出削減に加え、持続可能な開発、適応支援等に
も貢献してきていますが、プロジェクトの種類や実
施国の偏在、取引費用の高さなどさまざまな課題も
あります。
我が国は、こうしたCDMの課題を踏まえ、現在
のCDMを補完する新たなメカニズムとして、我が
国の優れた技術・製品・システム・サービス・イン
フラ等の普及や対策実施を通じて実現した排出削
減・吸収への日本の貢献を定量的に評価し、我が国
の削減目標の達成に活用する「二国間オフセット・クレジット制度」の構築・運用に向けた取組を進めて
います。平成24年12月6日には、我が国の環境大臣とモンゴルの自然環境・グリーン開発大臣が「環境
協力・気候変動・二国間オフセット・クレジット制度に関する共同声明」に署名し、その後、平成25年
1月8日にウランバートルにおいて、他国に先駆けて二国間文書への署名が行われ、本制度を正式に開
始することとなりました。また、バングラデシュとの間でも平成25年3月19日に二国間文書に署名しま
した。

日本

日本の削減目標
達成に活用

相手国

排出削減・
吸収量

削減・
吸収活動

排出削減・吸収量

技術・製品・システム・
サービス・インフラ等

温室効果ガス排出
削減・吸収効果を
定量評価し、適切
なMRVを実施

※MVR：［1］Measurable（計測可能）［2］Reportable（報告可能）［3］
Verifiable（検証可能）の略
資料：環境省

二国間オフセット・クレジット
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2　低炭素社会の構築に向けた国内の取組

急速に進行する地球温暖化は、我が国にも影響
を及ぼしています。気候変動に関する政府間パネ
ル（IPCC）の報告書によると南方に分布する生物の
生息域が北上し、高山植物の生息域は徐々に狭まっ
ています。また、熱中症患者の増加やマラリアな
どの感染症の拡大も懸念されています。さらにゲ
リラ豪雨が増加するなど、極端な気象・気候も増
加しています。
気候変動に伴うさまざまな影響を防ぐために、
我が国をはじめ各国で進めている対策は、大きく
「緩和策」と「適応策」に分けられます。「緩和策」は、
省エネルギーや再生可能エネルギー導入等による
温室効果ガスの排出削減や森林等の吸収源の増加
など、気候に対する人為的影響を抑制する対策で
す。一方、「適応策」は、気候変動がもたらす水資
源、食糧、生物多様性等へのさまざまな影響に対
して人や社会、経済のシステムを調節することで
影響を軽減しようという対策です。
適応について、IPCC第4次評価報告書第2作業部
会報告書は、「最も厳しい緩和努力をもってしても、
今後数十年の気候変動のさらなる影響を回避する
ことができないため、適応は特に至近の影響への
対応において不可欠」であり、また、「緩和されな
い気候変動は、長期的には、自然システム、人為
システム及び人間システムの適応能力を超える可能性が高い」と述べています。このため、IPCC第4次評価
報告書統合報告書は「適応策と緩和策のどちらも、その一方だけではすべての気候変動の影響を防ぐことはで
きないが、両者は互いに補完しあい、気候変動のリスクを大きく低減することが可能である」と述べていま
す。。なお、「適応策」については、第四次環境基本計画（平成24年4月27日閣議決定）においても重点的取組事
項として記載されています。

（1）地球温暖化を緩和する取組

地球温暖化に対応するためには、大気中の温室効果ガス濃度の安定化が重要です。我が国は、2013年（平
成25年）11月にポーランドで開催されるCOP19までに、25％削減目標をゼロベースで見直すこととしてい
ます。ここでは、地球温暖化の緩和に向けた我が国の制度的な枠組や具体的な施策とそれを進めるための最
新の技術について紹介します。

ア　制度的な枠組

（ア）地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく国、地方自治体の温暖化対策
2012年（平成24年）に京都議定書の第一約束期間が終了したことを受けて、我が国では2013年（平成25年）
以降の地球温暖化対策を総合的かつ計画的に進めていく必要があります。そのため、平成25年の第183回通
常国会で「地球温暖化対策の推進に関する法律」の改正案が成立し、国は2012年（平成24年）までの京都議定
書目標達成計画（目達計画）に代わる新たな「地球温暖化対策計画」を策定することとなります。
都道府県や市町村といった地方自治体も地域社会の温暖化対策においては非常に重要な役割を担っていま
す。そのため、各自治体は、国の計画を踏まえた「地方公共団体実行計画」（実行計画）を策定することとされ、
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・1時間降水量の年間延べ発生回数
・全国1,300地点のアメダスより集計した
・1,000地点当たりの回数としている

（年）

（回数/1,000地点）

1時間降水量50mm以上の年間発生回数
（～ 2012/12/31・1000地点当たり）

2003年～2012年平均
236回1993年～2002年平均

205回1983年～1992年平均
175回

資料：気象庁資料より環境省作成

�1時間降水量50mm以上の年間発生回数

資料：気象庁資料より環境省作成

温室効果
ガスの増加

緩和

温暖化による
影響

気候要素の
変化

適応

気温上昇、降雨パターンの
変化、海面水位上昇など

自然環境への影響
人間社会への影響

化石燃料使用による
二酸化炭素の排出など

温室効果ガスの排出を
抑制する

自然や人間社会のあり
方を調整する

資料：環境省

�適応策と緩和策
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着実に策定自治体数が増加しています。その一方で、今後新たに策定される地球温暖化対策計画を踏まえ、
より充実した実行計画が望まれることから、環境省では実行計画策定支援のために自治体向けに作成してい
た「地方公共団体実行計画策定マニュアル」を、地方自治体が地域特性を踏まえ、柔軟かつ広範に取り組める
ようなものへと改訂する予定です。
また、地方自治体における実行計画を通じた低炭素地域づくりを支援するための財政的・予算的支援も積
極的に行っています。特に東日本大震災や東京電力福島第一原子力発電所事故以降は、再生可能エネルギー
や未利用エネルギーを活用した自立・分散型エネルギーの導入により、大規模災害時のエネルギーの安定供
給確保につながり、国土の強靱化にも資する「災害に強く環境負荷の小さい地域づくり」や、省エネ・節電、
低炭素な地域構造を目指す動きを加速させています。環境省では「再生可能エネルギー等導入推進事業（グリー
ンニューディール基金）」を平成25年度に大幅拡充するなどして、こうした地域づくりの取組が地域主導で進
むよう支援しています。

（イ）地球温暖化対策のための税
我が国では、平成24年度税制改正において「地球温暖化対策のための税」を創設し、平成24年10月から施
行しました。この課税により、化石燃料の使用を抑制することによるエネルギー起源CO2の排出削減を進め
るとともに、その税収を活用して再生可能エネルギーの導入促進等の温室効果ガス削減対策によりエネルギー
起源CO2の排出削減が期待されます。具体的には、全化石燃料に対してCO2排出量に応じた税率（289円/
CO2トン）を石油石炭税に上乗せします。一方でその導入に当たっては急激な負担増とならないよう、3年半
かけて税率を段階的に引き上げるとともに、一定の分野については、免税、還付措置を設けています。地球
温暖化対策税の税収は、初年度（平成24年度）391億円を計上しており、最終的には平成28年度以降、2,623
億円になると見込まれています。
この税収は、省エネルギー、再生可能エネルギー等低炭素社会の創出に資するエネルギー起源二酸化炭素
の排出抑制の諸施策のために活用することとされています。

（ウ）固定価格買取制度
CO2を排出しない再生可能エネルギーの普及を図るための制度として、平成23年に成立した「電気事業者

による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法」（平成23年法律第108号）に基づき、平成24年7月
1日から、固定価格買取制度が開始されました。同制度は、再生可能エネルギー源を用いて発電された電気
を、一定の期間と価格で電気事業者が買い取ることを義務付けたものです。この制度では、太陽光発電・風
力発電・中小水力発電（3万kW未満）・地熱発電・バイオマス発電で発電された電気が買取の対象となります。
また、電気事業者が買取に要した費用は、各電気事業者が一般家庭や事業所等に対し、使用電力量に比例し
たサーチャージ（賦課金）を電気料金に上乗せして請求することが認められています。また、買取価格や買取
期間については、国会の同意を得た上で任命される委員から構成される調達価格等算定委員会の意見を尊重
し、再生可能エネルギーの種別、発電装置の設置形態、規模等に応じて決めています。

自転車道 風力発電

廃熱利用

にぎわいのある
中心市街地

次世代
路面電車

太陽光
発電

歩いて
暮らせる街公共交通の

利便性向上

バス高速輸送
システム水と緑の

ネットワーク
昔ながらの
コミュニティ

資料：環境省

低炭素地域づくり
　地域特性を活かした再エネ・
省エネ・コンパクトシティや公
共交通機関、未利用熱の活用等
を通じて、
○地域経済の活性化
○地域の防災性の向上
○生活の利便性・快適性の向上
○コミュニティの活性化
など、持続可能で活力のある地
域づくりを実現

低炭素地域づくり
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（エ）森林吸収源対策
温室効果ガス削減のための方策として、森林の光合成機能により二酸化炭素を吸収して固定する森林吸収
源対策があり、森林を多く有する我が国でも取組が進められています。
我が国の林業は、路網の整備や森林施業の集約化など川上から川下までを通じた効率的な生産基盤の整備
が十分でないこと、林業所得の減少や山村地域の過疎化・高齢化の進行等により、森林所有者の林業への関
心が低下していることから、森林の適正な管理に支障をきたし、二酸化炭素を吸収する機能が十分に発揮さ
れなくなっています。そのため、我が国では森林の整備・保全、木材供給、木材の有効利用等の総合的な取
組により森林吸収源対策を進めています。新たに森林を造成する土地が限られている我が国では、持続可能
な方法で森林の多様な機能を十分に発揮するために、特に間伐を中心とした森林整備に積極的に取り組んで
います。平成19年度から平成24年度までの6年間で330万haの森林を間伐することを目標としてきました。
また、この取組を推進するために、平成20年に成立した「森林の間伐等の実施の促進に関する特別措置法」に
よって、間伐を実施する地方自治体に対し交付金を交付する等の支援を強化することにより、着実な実施に
向けて取り組んでいます。さらに、平成23年には、森林・林業の再生に向けた基本的な方向を明らかにした
「森林・林業基本計画」の変更を行いました。変更した同計画では、［1］適切な森林施業の確保、［2］施業の集
約化の推進、［3］路網整備の加速化、［4］人材の育成等に取り組むこととしています。

再生可能エネルギー
による電気を売電

国が定める期間、
固定価格で電気を買取

電気を供給

電気料金と
あわせて賦課金
（サーチャージ）
を回収

回収した
賦課金を納付

賦課金のkWh当たりの
単価の決定

買取価格・買取期間
を設定

設備を認定

買取費用
の交付

再生可能エネルギー
による発電を事業
として実施する者 電力会社

費用負担調整機関
（賦課金の回収・分配を行う機関）

調達価格等算定委員会
（委員（5名）は国会同意人事）

国

電気の利用者

太陽光

風力 中小水力

地熱 バイオマス

自宅で発電する者

資料：資源エネルギー庁より環境省作成

�固定価格買取制度の概要

○新規植林：過去50年来森林がなかった土地に植林
対象地域はごくわずか

○再植林：1990年時点で森林でなかった土地に植林

1962年 1990年 2012年

対象地域はごくわずか

○森林経営：持続可能な方法で森林の多様な機能を十分に発揮するための一連の作業

1990年 2012年1962年

人為活動の確保が課題

1962年 1990年 2012年

※過去に植林を進めてきた国については、新たな土地に植林する余地は乏しいが、これからも温暖化対策に貢献しうる点を評価し「森林経営」も組み込むこととされた。

資料：林野庁「森林呼吸源対策について」

�森林吸収源対策の概要

第
2
章

第3節　地球温暖化を防止する低炭素社会を目指して

43



イ　持続可能な社会を目指したさまざまな取組

国内の温室効果ガス排出量の約9割がエネルギー起源の二酸化炭素となっていることから、低炭素社会に向
けた取組を進めていく上では、エネルギー需給構造を見直すことが重要です。需要側では省エネルギーの取
組が、また、供給側では再生可能エネルギーの導入等が進められています。
我が国では、特にオイルショック等を契機に抜本的な省エネルギーに官民一体で取り組んできました。具
体的には、自動車や家電製品等の省エネルギー基準の遵守を義務付けた「トップランナー方式」の導入等を通
じて、省エネ技術の開発と導入の加速化、機器のエネルギー消費効率改善を図ってきました。また、電力ピー
ク対策の円滑化については、蓄電池やエネルギーマネジメントシステム（BEMS・HEMS）の活用等により、
電力需要ピーク時の系統電力の使用を低減する取組を推進してきました。
また、低炭素なエネルギー供給構造を実現するため、風力や太陽光発電などの再生可能エネルギーの技術
開発とその普及に積極的に取り組んでいます。本段では、主にその取組について紹介します。

（ア）再生可能エネルギーの普及で創る低炭素社会
低炭素社会の実現に向けた制度的な枠組の整備にあわせて、国内では再生可能エネルギーの普及が急速に
進んでいます。再生可能エネルギーの固定価格買取制度を受けて、平成25年1月末までに同制度の認定を受
けた設備容量は736.8万kW、運転開始済み設備容量は139.4万kWとなっているなど、普及が進んでいます。
ここでは、現在、我が国で進んでいる最新の再生可能エネルギー導入事例について紹介します。

小国町のカーボン・オフセットの取組

森林吸収源対策を進めるための制度として「カーボン・オフ
セット」があります。この取組は、排出した温室効果ガスを、そ
の排出量に見合った温室効果ガス削減活動への投資によって相
殺することができるというものです。ここでは、間伐等の森林
管理によって生じたCO2吸収クレジットを活用してカーボン・
オフセットに取り組む自治体の事例を紹介します。
九州のほぼ中央に位置する熊本県小国町は、総面積13,700ha
のうち78％が森林で占められており、豊かな緑と雄大な山々に
囲まれた町です。また、年平均気温13度、年間降水量2,500mm
の湿潤な気候がスギの生育に適していることから、江戸時代か
らスギの植林が盛んに行われ、ここで生産されたスギ材は「小国
杉」として長年親しまれてきました。
同町では、スギを生育させる過程で行う間伐等の森林管理施
業によって得られる森林のCO2吸収量の増加分に対して環境省
の「オフセット・クレジット（J-VER）制度（平成25年度より国内
クレジット制度と統合した新たなクレジット制度「Jクレジット制
度に移行」）」により発行されたクレジットを、カーボン・オフ
セットを実施する民間事業者等に売却しています。また、木材
を乾燥する際に地熱を活用することなどにより、生産過程にお
けるゼロカーボン化を実現した小国杉を「小国カーボン・ニュー
トラル材」として販売しています。同町はこの収益を町有林の育
成・管理や町内の林業従事者への教育等の林業振興策に充てる
ことで、林業の持続可能性の維持・強化に取り組んでいます。

写真：小国町

小国杉

地熱を活用した木材乾燥室

小国杉を活用したカーボン・オフセット
の取組
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a　浮体式洋上風力発電
現在開発が進められている洋上風力発電は、水深が浅い海域に適した「着

床式」と深い海域に適した「浮体式」の2つに分類できます。我が国は、遠浅
の海が少なく、また風を遮るものがない外洋は、陸上や陸地に近い洋上よ
りも強く安定した風力が利用できるため、「浮体式」は「着床式」よりも大き
な可能性を有しています。環境省では、平成22年度より長崎県で我が国初
となる商用スケール（2MW）の浮体式洋上風力発電機1基を設置・運転する
実証事業を実施しています。平成24年度には、長崎県五島市椛島沖にてパ
イロットスケール（100kW）の小規模試験機の設置・運転を行いました。今
後、風車に鳥類が衝突する事故（バードストライク）が生じないように十分
に配慮するなど、生態系の影響についても慎重に調査、検討を進めながら、
最終的には、平成28年度に民間ベースでの事業化につなげることを目指し
ています。
また、我が国では、平成23年度より福島県沖約20kmの海域で、民間
企業10社と大学1校からなる企業連合への委託により、世界初となる浮
体式洋上風力発電基地（総出力1万6千kW）の実証事業が開始されていま
す。この計画では、まず、平成25年に2MWの風車1基及び変電所、海
底送電線を海域に設置し、さらに平成26年に風力発電としては世界最大
級の7MWの大型風車（全高約
200メートル）を設置することを
目指しています。この実証事業に
より、将来的に福島県において新
たな産業の集積がもたらされ、雇
用の創出と大きな経済効果が得ら
れることが期待されています。ま
た、本事業では生態系にも配慮し
た浮体式洋上風力発電基地のモデ
ルを確立させるため、周辺海域の
漁業関係者との対話、協議を通じ
て、将来の事業化を模索していま
す。
b　海洋エネルギーの利用
我が国は国土面積の12倍にも及ぶ世界第6位の海域を有する海洋大
国であり、海洋エネルギーのポテンシャルは計り知れないものがあり
ます。現在、この海洋エネルギーを利用する発電一つとして波力発電
の研究開発が進められています。我が国の海岸線に打ち寄せる波力エ
ネルギーの発電ポテンシャルは高く、その活用が期待されています。
また、これまでは発電装置を防波堤に設置するタイプが主流でしたが、
現在では沖合に設置する浮体式の波力発電設備の研究も進められてい
ます。我が国では、平成27年度に官民が一体となって伊豆大島周辺海
域で浮体式波力発電装置を設置する予定です。これにより、海岸線だ
けでなく沖合にも発電装置の設置が可能になることから、利用できる
エネルギーがさらに増加することが見込まれています。
半永久的に利用が可能なエネルギーとして、波力発電と同様に研究
が進められているのが、潮流・海流エネルギー発電です。海底に発電
装置を設置し、潮流エネルギーを用いることによる発電や、海中にター
ビンを係留させ、海流を使って回転させることによって発電させる海
流エネルギー発電等の技術研究開発を行っています。これらの水中浮
体方式の海流発電は、天候に左右されないことから、安定した発電を

資料：独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発
機構（NEDO）
「自然エネルギー成果報告シンポジウム2012」

�波力発電機のイメージ図

写真：環境省

五島沖の浮体式洋上風力発電施設

資料：福島洋上風力コンソーシアム

浮体式洋上風力発電基地の完成予想図
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得ることができるとされています。一方で、海流に乗って移動するウミガメや魚類などの海洋生物への影響
の有無については、不明な点もあるため、今後、明らかにしていく必要があります。
我が国の2011年度（平成23年度）の温室効果ガス総排出量は、約13億800万トン＊（注：以下「＊」は二酸化
炭素換算）でした。京都議定書の規定による基準年（1990年度。ただし、HFCs、PFCs及びSF6については
1995年。）の総排出量（12億6,100万トン＊）と比べ、3.7％上回っています。また、前年度と比べると4.0％の
増加となっています。

資料：川崎重工業株式会社

�潮流発電のイメージ図

資料：独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）
「自然エネルギー成果報告シンポジウム2012」

�海流発電のイメージ図

海洋温度差発電

海流という「ヨコ」の流れを活用した「海流エネルギー発電」の研究が進められている一方で、表層部と深
海部の海水の温度差という「タテ」の流れをエネルギー源とする海洋温度差発電の研究が大学やNPO法人、
民間企業によって進められています。海洋温度差発電は、太陽の熱エネルギーが蓄えられている表層部
分にある26～30℃の暖かい海水と極地から流れ込んだ深海にある1～7℃の冷たい海水との温度差を利用
する発電技術です。この海洋温度差エネルギーは、昼夜の発電量に変動が少なく、比較的安定したエネ
ルギー源になり得るといわれています。また、発電の際に深海から海洋深層水をくみ上げることから、こ
れを用いた漁場の造成や、リチウムの回収などさまざまな用途に活用することが見込まれています。

深層冷海水

表層温海水

深層水氷製造
リチウム回収

食品・医療品・化粧品等の産物
地域冷熱利用（ビル冷房）

冷熱利用農業
水産養殖利用

電力供給

水素製造 飲料水供給

電気
表層水 深層水

海水淡水化

深層水副次利用

海洋ミネラル水製造

資料：株式会社ゼネシス

水

海洋温度差発電

�海洋温度差発電の複合利用図
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c　地熱発電
我が国は世界有数の火山大国であり、歴史上幾度となく火山の噴火を経験しています。この莫大な地熱資
源を活かした発電が、東日本大震災以降注目を集めています。我が国の地熱資源量は世界でもインドネシア、
米国に次いで第3位（平成20年時点）という大きなポテンシャルを秘めています。純国産エネルギーである地
熱発電は二酸化炭素排出量が少なく、また、発電が天候等に左右されにくいことからベース電源としての活
用が期待されています。1970年代の石油危機後の原油価格高騰時には、火力発電に対するコスト競争力を有
していたことから調査・開発が進められ、1990年代には9基（約300MW）が新設されましたが、2000年（平
成12年）以降は新規設置がない状態で、設置が困難な理由としては建設コストが高額なだけでなく、地熱資
源の偏在性が挙げられます。地熱資源の約8割は国立・国定公園内にあり、自然環境及び景観を保護する観点
からその開発が制限されてきましたが、平成24年3月より国立・国定公園内での地熱開発の規則が一部緩和
されました。地熱開発を進めるにあたっては、引き続き自然環境や景観への影響を十分に考慮しながら進め
る必要があるため、動植物や生態系等の環境情報をまとめたデータベースの構築を進めています。
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資料：産業技術研究所（NEDO）「地熱発電の開発可能性」

�主要地熱資源国の開発動向

d　雪氷熱エネルギー
我が国は四季の移り変わりが豊かな国ですが、北海
道、東北地方などの豪雪地帯では、雪によって生活に
支障が生じ、除雪や融雪に対するエネルギー消費や人
件費等のコストが負担となっています。しかし、古来
より氷室として利用してきたように、近年冬期に降り
積もった雪や氷を夏まで保存し、農作物の冷蔵や部屋
の冷房に活用する取組が拡がっています。こうした「雪
氷熱エネルギー」は安定的につくり出すことができ、
二酸化炭素も排出されないことから、その活用が注目
されています。雪氷熱エネルギーの供給には、送風機
を用いて冷気を供給する方式や雪氷が融解した際に生
じる冷水を循環させる方式などがあります。北海道の
玄関口として知られている新千歳空港では、水質を汚
染する可能性がある凍結防止剤等が河川に流れるのを
防ぐために雪山をつくって夏場まで長期間保存してい
ます。この雪山が融解して生じる冷水をターミナルビ
ルへ供給し、夏場の冷房の熱源として供給することに
より、河川の汚染を防ぐと同時に二酸化炭素の削減を
可能とするシステムを実現しています。雪氷熱エネル
ギーを利用しようとした場合、設備投資と雪氷の輸送

写真：北海道経済産業局「COOL ENERGY 5」

�新千歳空港の貯雪風景

資料：北海道経済産業局「COOL ENERGY 5」

夏季の冷房に
雪冷熱を利用

ターミナルビル熱交換

雪山

�千歳空港の雪氷熱冷房システム
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コストが高くなるため導入が遅れていますが、今後の技術開発によって、コストの削減と他分野への応用が
期待されています。また、平成23年から「雪氷グリーン熱証書」取引システムが始まりました。同システムは、
雪氷エネルギーの持つ温室効果ガス排出抑制効果等の環境負荷価値を証書化し、取引するものです。同シス
テムにより、民間事業者間における「雪氷グリーン熱証書」の取引が活性化することにより雪氷熱エネルギー
の活用がさらに促進されることが期待されています。

中小企業の取組

我が国における再生可能エネルギーの普及を支えているのは、国や地方自治体、大企業だけではあり
ません。「ものづくり大国」である我が国では、中小企業がさまざまな技術革新に取り組んでいます。
取組［1］
東京都千代田区にあるシーベルインターナショナル株式会社では、今までにない小水力発電の方式で
国内外に再生可能エネルギーを普及しようとしています。従来の小水力発電では、ダム建設によって水
の落差をつくる大規模な水力発電と同様に、専用の水路を設置することによって落差を生み出して発電
するものでした。しかし同社では、落差の少ない農業用水など水平に近い状態で流れているだけの水を
使って発電できる装置を開発しました。これにより、既存の農業用水等に直接設置が可能なことから、
発電装置の設置が容易になるため、今後の小水力発電の飛躍的な普及が期待されます。また、同社では
発展途上国において、無電化地域の早期解消策などに最適な発電システムとして、世界的にも高い評価
を得ています。

水路エネルギー

集水板

衝動/反動

最大エネルギー
作用点

中心部に

集中
開放・拡散

圧
力
状
態

資料：シーベルインターナショナル株式会社

低落差型小水力発電の仕組みと無電化地域への普及活動

取組［2］
茨城県つくば市にある株式会社筑波バイオテック研究所では、セネデスムス、New Strain X（NSX）

という微細藻類の油脂から生産したバイオ燃料を販売する事業に取り組んでいます。この事業では、バ
イオ燃料を平成26年からディーゼル発電に、平成27年から航空機燃料として使用することを目指し、
平成24年から量産用プラントの建設にとりかかっています。同社では平成32年までに国内の航空機燃
料消費量の約10％に相当する量を供給する計画です。この取組は全国の耕作放棄地や休耕地の一部を
培養施設の用地として活用することから、農業の活性化につながると同時に、燃料製造にあたって新た
な雇用を創出するなど、地域産業の基盤となることが期待されています。
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e　まとめ
再生可能エネルギーの普及は、低炭素社会の創出に加え、エネルギー安全保障の強化、産業創出、雇用拡
大の観点からも重要です。また、自立分散型エネルギーシステムとしてのメリットも期待できるほか、住宅
用太陽光発電に代表されるように、国民一人ひとりがエネルギー供給に参加するものであり、地域独自の創
意工夫も活かすことが出来ます。一方で、出力の不安定性や発電コストの高さなどの課題もあります。その
ため、蓄電池の設置や送電網の整備等による系統安定化及び発電コストの低減のための技術開発等の対策を
進めつつ、長期的なエネルギー源となるような施策に取り組む必要があります。
今後も、再生可能エネルギーの普及を進めることにより、低炭素社会の実現に向けて取り組んでいきます。

（イ）低炭素化に向けた最新の技術
a　海藻から得られるバイオエタノール
アメリカのBAL研究所は、昆布やワカメなどの海藻
類に含まれる成分をエタノールに変換する独自技術を
開発しました。この技術は遺伝子操作した微生物を用
いて海藻類に含まれるアルギン酸等の糖質を抽出して、
これらをエタノールに直接発酵変換するものです。ま
た、食用の海藻とは異なり、傷がついても問題ないこ
とから、密集した環境で養殖することができます。こ
のバイオエタノールは生産性が高いことから次世代の
エネルギーとして期待されています。

b　次世代自動車の普及に向けて
低炭素社会の実現に向けては、運輸部門のCO2排出量の約9割（総排出量の約18％）を占める自動車からの

CO2排出量を削減することが課題の一つとして挙げられます。そのため、我が国では次世代自動車の普及と
従来車の燃費改善を目指し、燃費効率など環境性能の高いエコカーに対する減税や補助金などさまざまな制
度によって、自動車の環境性能向上とその普及を進めてきました。今後、さらに次世代自動車の普及を促進
させるためには、研究開発やインフラの整備等にもあわせて取り組む必要があります。
現在の次世代自動車のうち最も普及している車種は、電気とガソリンの両方を燃料とするハイブリッド自

CO2
ニッケル、リン、
カリウム培養液

種藻 フォトバイオリアクター

フォトバイオリアクター

耕作放棄地や休耕地での培養

加圧浮上 流体破砕
藻油タンク

分離された藻油

精製された
藻油

メチルアルコール

阿見東部工業団地内工場

BDF化装置
（80℃、常圧）

BDF
（バイオディー
ゼル燃料）

水素ガス添加

炭化水素化装置
（350℃、0.8MPa）

LED

藻類培養0.6mLED

2.4m

3.6m 25m

資料：株式会社筑波バイオテック研究所

微細藻類の油脂から精製するバイオ燃料の精製フロー

資料：BAL研究所資料

発酵処理

化学合成
処理

バイオエタノール

化学製品
（活面活性剤等）

再生可能な
中間体

�海藻由来のバイオ燃料の精製フロー
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動車ですが、外部電源から充電できるハイブリッド自動車であるプラグインハイブリッド自動車や、走行時
に化石燃料を全く使用しない電気自動車の普及も進めています。今後、再生可能エネルギーの普及によって、
発電時の温室効果ガスの発生抑制が進めば、走行時のみならず、発電時にも温室効果ガスをほとんど発生し
ない自動車となることが期待されています。また、電気自動車等はスマートハウス等と一体となって、家庭
で発電した電気を蓄電することによって、電力需給を調整する役目を果たし、さらに災害時には非常用電源
としての機能を果たすことについても期待されています。また、タクシーやバスなどの公共交通機関への活
用も進められています。
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資料：一般社団法人日本自動車工業会

（台）

次世代自動車の割合
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�ハイブリッド自動車・電気自動車販売台数推移
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資料：一般社団法人日本自動車工業会

�次世代自動車の利用に関する棲み分け
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2050年（平成62年）の自動車分野における将来像としては、次世代自動車の大幅な普及とあわせてカーシェ
アリングの拡大などにより、温室効果ガスだけでなく、大気汚染物質の削減や、ヒートアイランド現象の緩
和等も期待できます。
電気自動車等の本格的な普及に向けた課題の一つに、充電インフラの全国的な整備が挙げられます。我が
国では、平成21年に地方自治体と企業が連携して、次世代自動車の導入や充電インフラの整備に向けて取り
組むモデル地域「EV・PHVタウン」を全国から選定し、その普及に取り組んでいます。充電インフラの整備
にあたっては、集合住宅を中心とした家庭用充電設備と公共の場を中心とした充電スタンドの両面で拡大を
図る必要があります。特に公共性を有する充電スタンドの設置については計画的・効率的に配備していくこ
とが重要であり、電気自動車の走行特性等を踏まえた効果的な配置を検討するなど、国・地方自治体・民間
企業が協力しながら面的な配備を推進しています。また、ワイヤレス送電技術を電気自動車に応用する研究
開発も始まっています。この技術は交差点で車が停止した際に交差点に埋設された送電コイルを通して充電
するシステムです。「電波有効利用の促進に関する検討会」によると、平成27年頃の商用化開始に向けて、研
究開発の実証を行い、技術基準の検討等を行っています。

資料：一般社団法人日本自動車工業会

5km

10km
20km

10km

30km
50km

普通充電　設置密度 急速充電　設置密度
�我が国の充電スタンド設置状況

また、水素を燃料とした燃料電池自動車も商用化に
向けた開発・実証が進められており、今後、次世代自
動車の一翼を担うことが期待されています。燃料電池
自動車は、燃料である水素と空気中の酸素を化学反応
させて電気をつくり、その電気でモーターを回して走
ります。燃料電池自動車は、ガソリン車と同等の航続
距離（500km以上）をすでに達成しており、また、水素
の充塡時間も約3分と短く、ガソリン車と同等に使い
勝手が良いので今後の普及が期待されています。また、
動力を発生させる過程において排出される物質は水だ
けであり、大気汚染物質や温室効果ガスを排出しない
クリーンな自動車です。現在、平成27年の市場投入に
向けて、日米欧韓の自動車メーカーの間で開発競争が
繰り広げられています。

資料：経済産業省資料より環境省作成

水素ディスペンサー

圧縮機

石油・LNG等

バイオマス等

LPG、石油等

バイオガス等 蓄圧機水素改質機

水素供給設備

燃料電池自動車（FCV）

�水素精製フロー図
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燃料電池自動車の今後の課題は、燃料である水素を
充塡する施設（水素ステーション）の整備や低コスト化
です。我が国では、平成25年度から向こう3か年かけ
て平成27年の市場投入までに四大都市圏を中心に約
100カ所の水素ステーションが整備される計画であり、
政府としても独立行政法人向けの交付金等を通じてこ
れを支援する予定です。これに加え、水素ステーショ
ンの低コスト化に向け、規制の見直しや技術開発等に
ついて必要な支援を行っていく予定です。

電気自動車を使ったリゾート地の取組

我が国では、電気自動車が徐々に浸透しつつありますが、世界にはガソリン車が全く走らない町があ
ります。スイスに位置するツェルマットという町は、ヨーロッパアルプスの秀峰マッターホルンの麓に
あり、世界有数の山岳リゾート地として有名ですが、1947年（昭和22年）からガソリン車を全面規制し
たことでも有名です。そのためこの町で走るのは、町内で製造された電気自動車と馬車だけです。市内
にはいたる所に充電器が設置され、タクシーはもとより貨物の運搬等もすべて小さな電気自動車で行っ
ています。
この取組を参考にして、富山県立山町にある宇奈月温泉では電気自動車を使った街おこしに取り組ん
でいます。黒部渓谷のダム開発とともに歩んだ宇奈月温泉は、山岳リゾート地である立山連峰の麓にあ
ります。しかし、全国の多くの温泉地と同様に、年々観光客は減少の一途を辿り、平成元年から20年
間で半数近くにまで落ち込みました。これを受け、立山町と宇奈月温泉は平成21年7月に「でんき宇奈
月プロジェクト」を立ち上げ
ました。小水力発電による
クリーンな電気を自給しな
がら、電気自動車を使って
観光客を誘致するこのプロ
ジェクトにより、宇奈月温
泉をツェルマットのような
世界有数の環境に配慮した
山岳リゾート地にすること
を目指しています。

写真：環境省

公用車にも使われている燃料電池自動車

写真：でんき宇奈月プロジェクト実行委員会

宇奈月温泉郷で走る電気自動車

資料：株式会社H.I.S.

ツェルマットと電気自動車

平成24年度 第1部│第2章　真に豊かな社会の実現に向けて

52



（2）地球温暖化に適応する取組

地球温暖化によりすでに生じている可能性がある影響が農業、生態系などの分野に見られています。また極端
な高温による熱中症の多発や、短時間での強雨による洪水、土砂災害の被害などの関連性も指摘されています。
また、ダーバン合意やカンクン合意における「産業革命以前と比べ世界の平均気温の上昇を2℃以内に抑制
するために温室効果ガス排出量を大幅に削減する必要があることを認識する」という国際的な合意の下でも、
我が国において気温の上昇、降水量の変化、極端な気候の変化、海洋の酸性化などの影響が生ずるおそれが
あります。
こうしたことから、すでに現れている温暖化影響に加え、今後中長期的に避けることのできない温暖化影
響に対し、治山治水、水資源、沿岸、農林水産、健康、都市、自然生態系など広範な分野において、影響の
モニタリング、評価及び影響への適切な対処（＝適応）を計画的に進めることが必要となっています。

（ア）適応に関する現在の我が国の取組
すでに個別の分野において現れつつある温暖化影響への対処（適応）の取組が開始されています。
農林水産分野では、影響のモニタリングと将来予測・評価、高温環境に適応した品種・系統の開発、高温
下での生産安定技術の開発、集中豪雨等に起因する山地等災害への対応等が進められてきています。
沿岸防災分野では、海面水位の上昇等に伴う高潮による災害リスク対応の検討が進められ、モニタリング・
予測、防護水準の把握、災害リスクの評価といった先行的な施策が実施されているとともに、防潮堤や海岸
防災林の整備が実施されています。
さらに、水災害対策分野では、すでに平成20年6月に「水災害分野における地球温暖化に伴う気候変化への
適応策の在り方（社会資本整備審議会答申）」がとりまとめられ、治水安全度の評価など具体的な施策が検討、
実施されています。
このほか、適応策検討の基礎資料となる地球温暖化のモニタリング及び予測に関して、「気候変動監視レ
ポート（気象庁）」（平成8年から毎年刊行）と「地球温暖化予測情報（気象庁）」（平成24年度に第8巻を刊行）が、
それぞれ公開されているほか、モニタリング、温暖化影響の予測評価に関する研究開発も進められ、平成24

愛本

EVバスの走る街

電気自動車のレンタル

小水力発電でエネルギー自給
電気自動車ゾーン

温泉街へはパーク＆ライドで

温度差発電・温泉熱発電で
エネルギー自給

資料：でんき宇奈月プロジェクト実行委員会

でんき宇奈月プロジェクトの概要
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年度に「日本の気候変動とその影響（文部科学省、気象庁、環境省）」により、温暖化と温暖化影響の予測評価
の科学的知見のとりまとめも行われました。
さらに、適応に関する取組の蓄積を踏まえ、関係府省庁で連携し、すでに現れている可能性が高い影響に
対する短期的適応策の実施、数十年先の影響予測に基づく個別分野での適応策や統合的適応策・基盤強化施
策といった中長期的適応策の検討、情報整備の促進、意識向上の推進を、適応策の共通的な方向性として整
理（気候変動適応の方向性に関する検討会報告書「気候変動適応の方向性」、平成22年11月）したほか、温暖化
影響に関連する既存の統計・データの収集・分析とその公開（「気候変動影響統計ポータルサイト」の設置、平
成24年3月）が行われています。

（イ）適応に関する今後の我が国の取組
平成24年6月の中央環境審議会地球環境部会報告書「2013年以降の対策・施策に関する報告書（地球温暖化
対策の選択肢の原案について）」では、我が国において適応の取組を進めるに当たっての考え方、取組の方向
性について以下のとおりまとめています。
○基本的考え方
我が国において適応の取組を進めるに当たって、次の3つの考え方を基本とします。
・�リスクマネジメントとしての取組
我が国において生ずる可能性のある温暖化影響によって、災害、食料、健康などの面で社会にさまざま
なリスクが生ずることが予想されることから、温暖化影響への適応は、リスクマネジメントという視点
でとらえることが必要です。
・総合的、計画的な取組
政府全体での統一的な温暖化とその影響の予測・評価の実施、それに基づく長期的な見通しを持った、
費用対効果を分析・検証した総合的、計画的な取組を進めます。
・地方公共団体と連携した取組
温暖化の影響は、気候、地形、文化に加え、（地場）産業などによっても異なるため、適応策の実施は、
地域の取組を巻き込むことが必要不可欠であり、国レベルの取組だけでなく地方公共団体レベルの総合
的、計画的な取組を促進します。

○今後の適応に関する取組
今後、国レベルの適応の取組として、以下の取組に着手すべきとされています。
［1］我が国における温暖化の影響に関する最新の科学的知見のとりまとめ
［2］政府全体の適応計画策定のための予測・評価方法の策定と予測・評価の実施
［3］政府全体の適応計画の策定
［4］定期的な見直し
さらに、上記［1］～［3］の今後着手する取組と並行して、関係府省においてすでに現れている温暖化によ
る気候変動に起因する可能性が高い影響に対する適応策を引き続き推進することとしています。

第4節　自然のしくみを基礎とする真に豊かな社会を目指して

平成24年9月28日、生物多様性国家戦略2012-2020が閣議決定されました。この国家戦略は、愛知目標の
採択、東日本大震災という二つの大きな出来事を背景に策定され、自然のしくみを基礎として自然と共生す
る真に豊かな社会の実現に向けた方向性を示す役割を担っています。
この節では、生物多様性国家戦略2012-2020のポイントを概説し、生物多様性の重要性を社会に浸透させ
る主流化に向けた取組、そして国際的な潮流について概観します。
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1　豊かな自然共生社会の実現に向けたロードマップ

（1）愛知目標と東日本大震災

平成22年10月に愛知県名古屋市で開催された生物多様性条約第10回締約国会議（COP10）では、生物多様
性に関する新たな世界目標である戦略計画2011-2020が採択されるなど、歴史的な成果を得ることができま
した。戦略計画2011-2020の長期目標には、日本からの提案に基づき、2050年（平成62年）までに「自然と共
生する世界（a world of “Living in harmony with nature”）」を実現することが掲げられました。これは、
人間と自然とを一線を画して考えるのではなく、人間も自然の一部としてともに生きていくという、我が国
で古くからつちかわれてきた考え方が取り入れられたもので、今後は国際社会全体でこの目標に向かって取
組を進めていくことになります。
また、戦略計画2011-2020では、2020年（平成32年）までに生物多様性の損失を止めるために効果的かつ
緊急な行動を実施することを短期目標として掲げており、その達成に向けた20の個別目標が設定されていま
す。それらの個別目標を「愛知目標」と呼んでおり、各国はこの愛知目標の達成に向けて、必要に応じて国別
目標を設定し、各国の生物多様性国家戦略の中に組み込んでいくことが求められています。
また、平成23年3月に発生した東日本大震災は、地震と津波という大きな自然の力によって東北地方太平
洋岸の地域を中心に人々とその生活に甚大な被害を与え、それを支える自然環境に対しても大きな影響を与
えました。自然は私たちに豊かな恵みをもたらす一方で、時として大きな脅威となります。そうした両面性
を持つ自然とともに私たちは生きているということを、東日本大震災を通じて深く意識することとなりまし
た。また、東日本大震災では、エネルギーや物資の生産・流通が一極集中した、日本全体の社会経済システ
ムの脆弱性が顕在化しました。
平成24年9月28日に閣議決定された生物多様性国家戦略2012-2020は、愛知目標の達成に向けた我が国の
ロードマップを示すとともに、東日本大震災の経験や人口減少が進む我が国の社会状況などを踏まえ、これ
までの人と自然との関係を見つめ直し、今後の自然共生社会のあり方を示していくことを目指しています。

■個別目標（Target）

資料：環境省

■長期目標（Vision）〈2050年〉
○「自然と共生する（Living in harmony with nature）」世界
○「2050年までに、生物多様性が評価され、保全され、回復され、そして賢明に利用され、それによって生態系サービスが保持
され、健全な地球が維持され、すべての人々に不可欠な恩恵が与えられる」世界

■短期目標（Mission）〈2020年〉
　生物多様性の損失を止めるために効果的かつ緊急な行動を実施する
◇これは2020年までに、抵抗力のある生態系とその提供する基本的なサービスが継続されることを確保。
　その結果、地球の生命の多様性が確保され、人類の福利と貧困解消に貢献。

【戦略目標A】生物多様性を主流化することにより、生物多様性
の損失の根本原因に対処する。

目標1：人々が生物多様性の価値と行動を認識する。
目標2：生物多様性の価値が国と地方の計画などに統合され、

適切な場合には国家勘定、報告制度に組込まれる。
目標3：生物多様性に有害な補助金を含む奨励措置が廃止、又

は改革され、正の奨励措置が策定・適用される。
目標4：すべての関係者が持続可能な生産・消費のための計画

を実施する。
【戦略目標B】生物多様性への直接的な圧力を減少させ、持続可

能な利用を促進する。
目標5：森林を含む自然生息地の損失が少なくとも半減、可能

な場合にはゼロに近づき、劣化・分断が顕著に減少する。
目標6：水産資源が持続的に漁獲される。
目標7：農業・養殖業・林業が持続可能に管理される。
目標8：汚染が有害でない水準まで抑えられる。
目標9：侵略的外来種が制御され、根絶される。
目標10：サンゴ礁等気候変動や海洋酸性化に影響を受ける脆弱

な生態系への悪影響を最小化する。

【戦略目標C】生態系、種及び遺伝子の多様性を守ることにより、
生物多様性の状況を改善する。

目標11：陸域の17%、海域の10%が保護地域等により保全される。
目標12：絶滅危惧種の絶滅が防止される。
目標13：作物・家畜の遺伝子の多様性が維持され、損失が最小化

される。
【戦略目標D】生物多様性及び生態系サービスから得られるすべて

の人のための恩恵を強化する。
目標14：自然の恵みが提供され、回復・保全される。
目標15：劣化した生態系の少なくとも15%以上の回復を通じ気

候変動の緩和と適応に貢献する。
目標16：ABSに関する名古屋議定書が施行、運用される。
【戦略目標E】参加型計画立案、知識管理と能力開発を通じて実施

を強化する。
目標17：締約国が効果的で参加型の国家戦略を策定し、実施する。
目標18：伝統的知識が尊重され、条約の実施において統合される。
目標19：生物多様性に関連する知識・科学技術が向上する。
目標20：戦略計画の効果的実施のための資金が現在のレベルから

顕著に増加する。

�生物多様性戦略計画2011-2020（愛知目標）
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1．生物多様性を社会に浸透させる …………………………多様な主体の連携促進、経済価値評価の推進　等
2．地域における人と自然の関係を見直し、再構築する …里地里山の保全活用、鳥獣との共存、野生生物の保全　等
3．森・里・川・海のつながりを確保する …………………生態系ネットワークの形成、各生態系の保全　等
4．地球規模の視野を持って行動する ………………………愛知目標達成に向けた国際貢献　等
5．科学的基盤を強化し、政策に結びつける ………………基盤的データの整備、政策への活用　等

第1の危機
　開発など人間活動による危機
第2の危機
　自然に対する働きかけ縮小による危機
第3の危機
　人間により持ち込まれたものによる危機
第4の危機
　地球環境の変化による危機

長期目標（2050年）
生物多様性の状態を現状以上に豊かなも
のとし、自然の恵みを将来にわたって享
受できる自然共生社会を実現する

短期目標（2020年）
生物多様性の損失を止めるため、国別目
標の達成を目指して効果的かつ緊急な行
動を実施する

100年先を見通した国土の目指す方向性
やイメージを提示

1．生物多様性に関する理解と行動
2．担い手と連携の確保
3．生態系サービスでつながる「自然共生圏」
4．人口減少等を踏まえた国土の保全管理
5．科学的知見の充実

2010年10月
　COP10で生物多様性に関する
　世界目標である愛知目標が採択

⇒愛知目標達成に向けた我が国の
ロードマップを示す

2011年3月
　東日本大震災が発生し、自然が持つ
　恵みと脅威の両面性を再認識

⇒新たな自然共生社会の実現に向けた
理念を示す

生物多様性の恵み～生態系サービス
　①　生命の存立基盤
　②　有用な価値
　③　豊かな文化の根源
　④　将来にわたる安全性

自然のしくみを基
礎とする真に豊か
な社会をつくる

・5つの戦略目標　　⇒　　13の国別目標　　⇒　　48の主要行動目標
・国別目標の達成状況を測るための指標

・今後5年間の行動計画として約700の具体的施策を記載　　⇒　　50の数値目標
①国土空間的施策　　　②横断的・基盤的施策　　　③東日本大震災からの復興・再生

放置された竹林

外来種マングース

第3部　生物多様性の保全及び持続可能な利用に関する行動計画

第2部　愛知目標の達成に向けたロードマップ

5つの基本戦略
おおむね2020年までの重点施策

自然共生社会における
国土のグランドデザイン

5つの課題

目標生物多様性の4つの危機

理
念

【重要性と理念】いのちと暮らしを支える生物多様性

第1部　生物多様性の保全及び持続可能な利用に向けた戦略

東日本大震災の発生愛知目標の採択

背景
平成24年9月28日閣議決定

資料：環境省

�生物多様性国家戦略2012-2020の概要
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（2）「自然のしくみを基礎とする真に豊かな社会をつくる」

生物多様性は、人間を含む多様な生命の長い歴史の中でつくられたかけがえのないものであり、そうした生
物多様性はそれ自体に価値があり、保全すべきものです。しかし、「生物多様性」という言葉自体が分かりにく
く、日々の暮らしの中で何をすればその保全と持続可能な利用に役立つのか分からないといったこともあり、
COP10後も生物多様性に関する理解は必ずしも進んでいない状況にあります。このため、生物多様性国家戦
略2012-2020では、生物多様性に支えられる自然の恵みである「生態系サービス」に着目し、具体的な例も紹
介しながら生態系サービスと人間生活との関わりを通じて生物多様性の重要性について説明しています。
そして、生物多様性によって支えられる自然共生社会を実現するための理念として、「自然のしくみを基礎
とする真に豊かな社会をつくる」ことを新たに掲げています。自然を次の世代に受け継ぐ資産として捉え、そ
の価値を的確に認識し、自然を損なわない持続的な経済を考え、共生と循環に基づく自然の理

ことわり
に沿った活動

を選択することが重要です。

（3）愛知目標の達成に向けて

これまでの生物多様性国家戦略は「戦略」と「行動計画」の2部構成でしたが、生物多様性国家戦略2012-
2020では、第2部として「愛知目標の達成に向けたロードマップ」を追加し、3部構成としました。この新た
に追加した第2部において愛知目標に対応した我が国の国別目標等を設定しています。

戦略目標E
生物多様性国家戦略に基づ
く施策の着実な推進、その
基礎となる科学的基盤の強
化、生物多様性分野におけ
る能力構築を推進する

戦略目標D
生物多様性及び生態系サー
ビスから得られる恩恵を強
化する

戦略目標C
生態系、種、遺伝子の多様
性を保全することにより、生
物多様性の状況を改善する

戦略目標B
人為的圧力等の最小化と持
続可能な利用を推進する

戦略目標A
生物多様性の損失の根本原
因に対処する

A-1
遅くとも2020年までに、各主体が生物多様性の重要性を認識し、それぞれの行動に反映する「生物多様性の社会
における主流化」が達成され、生物多様性の損失の根本原因が軽減されている。

B-1
2020年までに、自然生息地の損失速度及びその劣化・分断を顕著に減少させる。
B-2
2020年までに、生物多様性の保全を確保した農林水産業が持続的に実施される。
B-3
2020年までに、窒素やリン等による汚染の状況を改善しつつ、水生生物等の保全と生産性向上、持続可能な利用の上
で望ましい水質と生息環境を維持する。特に、湖沼、内湾等の閉鎖性の高い水域については総合的、重点的な推進を図る。
B-4
2020年までに、外来生物法の施行状況の検討結果を踏まえた対策を各主体の適切な役割分担の下、計画的に推進
する。また、より効果的な水際対策等について検討し、対策を推進する。
B-5
2015年までに、サンゴ礁、藻場、干潟、島嶼、亜高山・高山地域等の気候変動に脆弱な生態系を悪化させる人為
的圧力等の最小化に向けた取り組みを推進する。
C-1
2020年までに、少なくとも陸域及び内陸水域の17％、また沿岸域及び海域の10％を適切に保全・管理する。
C-2
絶滅のおそれの高い種のうち、2020年までにレッドリストのランクが下がる種が増加している。また、2020年ま
でに作物、家畜等の遺伝子の多様性が維持される。
D-1
2020年までに、生態系の保全と回復を通じ、生物多様性及び生態系サービスから得られる恩恵を国内外で強化する。
特に里地里山における自然資源の持続可能な利用の重要性が認識され、各種取り組みが行われる。
D-2
2020年までに、劣化した生態系の15％以上の回復等により、生態系の回復能力及び二酸化炭素の貯蔵機能が強化
され、気候変動の緩和と適応に貢献する。
D-3
可能な限り早期に名古屋議定書を締結し、遅くとも2015年までに、名古屋議定書に対応する国内措置を実施する
ことを目指す。
E-1
生物多様性国家戦略に基づき生物多様性の保全及び持続可能な利用に関する施策の総合的・計画的な推進を図る。
また、愛知目標の国別目標17（効果的で参加型の国家戦略の策定等）の達成に向け支援・協力を行う。
E-2
2020年までに、生物多様性に関する地域社会の伝統的知識等が尊重される。また、生物多様性に関する科学的基
盤を強化し、科学と政策の結びつきを強化する。さらに、遅くとも2020年までに、愛知目標の達成に向け必要な
資源（資金、人的資源、技術等）を効果的・効率的に動員する。

対応する
愛知目標国別目標戦略目標

18
19
20

17

16

15

14

12
13

11

10

9

8

6
7

5

1
2
3
4

資料：環境省

�愛知目標の達成に向けた我が国の国別目標

戦略計画2011-2020では、A：生物多様性の社会への主流化、B：生物多様性への直接的な圧力の減少と
持続可能な利用の促進、C：生態系、種及び遺伝子の多様性の保全と生物多様性の状況の改善、D：生物多様
性及び生態系サービスから得られる恩恵の強化、E：参加型計画立案、知識管理、能力開発を通じた実施の
強化の5つの戦略目標の下、2015年（平成27年）又は2020年（平成32年）を目標年とする具体的な数値目標も
盛り込んだ計20の個別目標（愛知目標）が掲げられています。我が国の国別目標も、この5つの戦略目標に沿っ
た形で、我が国の状況やニーズ、優先度等を踏まえて設定しています。また、国別目標の達成に向けた主要
行動目標と達成状況を把握するための指標を設定しています。
例えば、国別目標B-1では「2020年までに、自然生息地の損失速度及びその劣化・分断を顕著に減少させ
る」としており、そのための主要行動目標のひとつに、近年全国で分布が拡大しているシカなどの野生鳥獣の
被害を防ぐため、鳥獣保護法の見直しも含めて必要な対策を実施することを掲げています。政府は、平成25
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年1月に、世界自然遺産の国内候補地である奄美・琉球について、推薦の前提となる我が国の世界遺産暫定一
覧表に記載することを決定しましたが、世界自然遺産の登録に向けては国が責任を持って管理するため、国
立公園等の指定あるいは拡張をする必要があり、こうした取組は国別目標C-1「2020年までに、少なくとも
陸域等の17％、海域等の10％を適切に保全・管理する」の達成にも貢献します。また、平成24年度に第4次
レッドリストを公表しましたが、国別目標C-2で「2020年までにレッドリストのランクが下がる種が増加し
ている」こととしており、引き続き絶滅危惧種の保全を進めるために必要な知見の収集に努めます。

自然保護の最前線で活動するレンジャー

世界自然遺産に登録されている知床。多くの観光客が訪れる知
床五湖には、近年、ヒグマの出没が増えています。ヒグマと観光
客とのあつれきが大きな課題です。環境省ではヒグマの出没に関
係なく利用できる高架木道を整備したほか、一定の制限のもとで
自然体験ができる地上歩道の利用を進めてきました。現地に勤務
する環境省の自然保護官（レンジャー）が、北海道、斜里町などの
地元自治体、地域の観光や生態系にかかわる方々と協議を重ね、
歩道の利用制限のルールづくりを行い、ヒグマと人間との共生を
進めています。
一昨年、世界自然遺産に登録された小笠原諸島では、外来生物
対策が大きな課題です。もともと他の地域とつながったことのな
い島の生態系は、外部から持ち込まれる生物による影響を受けや
すく、世界遺産登録に当たって特に対策が必要とされました。レ
ンジャーは、小笠原の希少な生態系を保全するため、林野庁、東
京都、小笠原村などの関係行政機関、専門家及び地域住民ととも
に、外来生物対策を含むさまざまな取組を進めています。
レンジャーは国立公園の適正な利用を進める仕事も積極的に
行っています。登山者が増え続ける富士山では、複数の市町村に
またがり登山道もさまざまな主体が管理しているため、標識類の
デザインが統一されておらず、また、複数の標識が乱立していた
ことから、利便性や景観を損なうとともに、道迷いの原因の一つ
となっていました。このため、静岡県、山梨県、関係市町村、山
小屋等民間事業者などと協力しながら、環境省の呼びかけで利用
者に分かりやすいデザインに統一・整理し、利用者の利便性や景観を向上させました。
希少な野生生物の保護もレンジャーの大切な仕事です。例えば、トキの野生復帰を進めている佐渡島
では、新潟県と協力してトキの飼育繁殖や放鳥に向けた訓練等に取り組みながら、専門家や市民ボラン
ティアの方々と一緒に放鳥後のトキの行動調査をしています。調査によりトキが好む環境を確認し、餌
場や水田づくりに活かして、トキが生息していける地域づくりを佐渡市と連携しながら進めています。
また、西表島ではイリオモテヤマネコの交通事故の防止が大きな課題です。環境省では「ヤマネコ緊
急ダイヤル」を設置して、連絡を受けたレンジャーが事故現場に行って個体の回収・検査などの対応を
行い、そのデータを今後の交通事故防止に活用しているとともに、沖縄県、竹富町、地元の道路関係団
体等と協力して、注意喚起看板を設置し、交通事故防止に努めています。
我が国を代表する優れた自然景観地である国立公園の保護管理、我が国にしか生息しない固有の生き
ものをはじめとする希少野生生物の保護等に国として責任を持って取り組んでいくため、環境省では全
国各地の現場に約260人のレンジャーを配置しています。レンジャーは、自然環境の調査、地域住民や
研究者、NGO、関係団体等からの情報収集によって常に現地の状況を把握しつつ、自治体等の多くの
関係者と力を合わせ、各種開発行為との調整やエコツーリズムの推進など、その地域の状態に応じた保

写真：環境省

知床国立公園のヒグマ対策高架木道の利
用状況

写真：環境省

富士箱根伊豆国立公園の統一標識を説明
するレンジャー
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（4）生態系サービスでつながる「自然共生圏」

生物多様性国家戦略2012-2020では、「自然共生圏」という新しい考
え方を示しました。東日本大震災により、エネルギーや物資の生産・
流通が一極集中した社会経済システムの脆弱性があらわになりました。
こうしたことから、食料やエネルギーをはじめとする地域の資源をで
きるだけ地産地消し、地域の中で循環して持続的に活用していく自立
分散型の地域社会を目指していくことを基本としながら、それぞれの
地域同士のつながりを深めていくことにより、より安心・安全な社会
をつくっていくことが求められています。
自然の恵みである生態系サービスは、豊かな自然を有する地方が主
な供給源となっていますが、その恩恵は都市も含めた広い地域で享受
しています。しかし、こうしたつながりは一般的には目に見えにくい
ことから、都市は大きな負担をすることなく、地方が供給する生態系
サービスの提供を受けてきたといえます。こうした関係を見直し、生
態系サービスの提供を受ける地域は、生態系の保全管理等に対して資
金や人材、情報等を提供し、それぞれの地域がお互いに支え合う関係
をつくっていくことが必要です。「自然共生圏」は、このように生態系
サービスの需給でつながる地域や人々を一体としてとらえ、その中で
連携や交流を深めていき相互に支えあっていくという考え方です。私
たち日本人の暮らしは海外の生態系サービスにも支えられており、自
然共生圏の認識は日本と海外のつながりを考える際にも重要です。
例えば、新潟県佐渡島のトキとの共生を目指した地域づくりは、自
然共生圏の考え方に沿った取組といえます。トキは昭和56年に佐渡島
に残った最後の5羽が捕獲され、日本の野生下では絶滅しました。その後、中国から提供された個体をもとに
飼育下の繁殖で数を増やし、平成20年に野生復帰に向けた放鳥を開始しました。平成24年には自然界で36
年ぶりとなるヒナ誕生、そして38年ぶりの巣立ちが確認されるなど、野生復帰に向けた取組が進展していま
す。トキの放鳥にあわせて、佐渡島ではトキのエサ場づくりなどの生息環境整備や島外との交流の促進など、
トキとの共生を目指した地域づくりを進めてきました。こうした中、佐渡市は平成20年の放鳥を機に、JA佐
渡と協力し、生きものを育む農法によりつくられた米を「朱

と
鷺
き
と暮らす郷づくり認証米」として認証する制度

を開始しました。「朱鷺と暮らす郷づくり認証米」は首都圏のスーパーや米穀店を中心に3,000～3,500円
/5kg程度（参考：慣行栽培米1,580円/5kg）で販売されています。販売価格が高くなれば、その分生きものを
育む農法で生息環境整備に貢献する農家に還元されることになるため、消費者は「朱鷺と暮らす郷づくり認証
米」の購入を通じてトキの野生復帰を支援していることになります。また、販売時には1kg当たり1円が佐渡
市トキ環境整備基金に寄付され、トキの生息環境整備に役立てられています。さらに、佐渡市は認証米に取
り組む農家に対して1ha当たり最大で109,000円の助成をしており、地域全体でこの認証制度を支えている
といえます。このように、トキの野生復帰は、実際に生息環境整備に取り組む人たちだけではなく、それを
応援する消費者やトキをシンボルに地域の活性化を目指す佐渡島全体で支えられており、こうした農家と消
費者、地域住民のつながりはまさに自然共生圏の考え方に沿ったものといえます。

都市等

農村地域等

生産

消費

自立分散型の地域社会（地産地消）

生態系サービスの提供
・食料、水、木材等の提供
・水質浄化、自然災害の防止
・レクリエーションの場の提供 等

生産

消費
資金・人材などの提供
・生態系の保全活動への参加
・社会経済的な仕組みを通じた支援 等

「自然共生圏」

自立分散型の地域社会（地産地消）

資料：環境省

�自然共生圏のイメージ

1580

3000 ～ 3500

慣行栽培米 朱鷺と暮らす郷
資料：生態系サービスへの支払い（PES）

http://www.biodic.go.jp/biodiversity/shir
aberu/policy/pes/index.html

�慣行栽培米及び認証米の販売価格（円
/5kg）

全の取組を行っています。
現場の最前線で活動するレンジャーは、現地に溶け込み地域とともに歩んでいく姿勢を持って、豊か
な自然という国民の宝を将来に引き継いでいくために頑張っています。
＊レンジャーは、国家公務員総合職又は一般職（自然系技官）として環境省に採用され、全国の国立公
園等現場駐在の他に、環境省本省、他省庁や自治体への出向等に従事しています。
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現在、人間活動による生態系の改変や生物多様性の損失に伴い、生態系サービスは地球規模で低下してい
ます。平成22年5月に公表された地球規模生物多様性概況第3版（GBO3）では、生物多様性の損失が続けば生
態系サービスに甚大な変化が生じ、人間の生活に重大な影響を与える可能性があると指摘しています。生態
系サービスの低下の原因は多岐にわたりますが、大きな原因の一つとして、私たちがその価値を認識してい
ないことが挙げられます。このため、生態系サービスの価値を適切に認識し、その機能を維持するために十
分なコスト（資金や労力など）をかける仕組みを構築していくことが求められます。
私たちは生態系サービスを利用する多くの場合、それらは無料で利用できると考えており、使用料などの対
価が支払われることがありません。これに対して、生態系サービスの受益者に対して、適正な対価を求める仕
組みとして「生態系サービスへの支払い（PES：Payment for Ecosystem Services）」という考え方があります。
例えば、コスタリカでは土地所有者が政府機関と契約し、持続可能な森林管理を行うことでその面積や管
理の内容に応じた金額が支払われるというPESの仕組みを導入しています。これにより適切な森林管理の促
進や森林面積の増加などの効果も確認されています。日本では、PESに類似する仕組みとして森林環境税や
中山間地等直接支払制度などが導入されています。

（5）5つめの基本戦略「科学的基盤を強化し、政策に結びつける」

平成19年に策定した第三次生物多様性国家戦略以来、今後数年の間に重点的に取り組むべき施策の大きな
方向性として4つの基本戦略を示してきましたが、生物多様性国家戦略2012-2020では、新たに5つめの基本
戦略として「科学的基盤を強化し、政策に結びつける」を加えました。
生物多様性の保全と持続可能な利用を適切に進め、自然のしくみを基礎とする真に豊かな社会をつくるた
めには、科学的なデータに基づく正しい理解と認識を持つことが必要です。そして、科学的なデータが不十
分だからといって対策を延期せず早めに対策を講じていくこと、継続的なモニタリングとその結果に応じて

「生態系サービス」とPES

私たちは、普段の生活の中で気づかないうちに、自然から非常に多くの恵みを受けています。身近なと
ころで考えてみると、例えば、お米はそれ自体が食糧という自然の恵みですが、お米をつくる田んぼも、
大雨時の洪水を防ぐ水がめとしての役割や、水の蒸発により気温を調整する機能、あるいはメダカやタ
ガメなどさまざまな生きものに生息の場を提供し、さらには田んぼのある景色が私たちの目を楽しませて
くれます。このような私たちの生活を支えてくれる自然の恵みのことを「生態系サービス」といいます。
「生態系と生物多様性の経済学（TEEB：The Economics of Ecosystems and Biodiversity）」では、
国連がまとめたミレニアム生態系評価（MA：Millennium Ecosystem Assessment）を参考に、生態系
サービスを「供給サービス」、「調整サービス」、「生息・生育地サービス」、「文化的サービス」の4つに分
類しています。

・大気質調整
・気候調整
・局所災害の緩和
・水量調節
・水質浄化
・土壌浸食の抑制
・地力の維持
・花粉媒介
・生物学的防除

・食料
・淡水資源
・原材料
・遺伝子資源
・薬用資源
・観賞資源

・生息・生育環境の提供
・遺伝的多様性の保全

・自然景観の保全
・レクリエーションや観光の
場と機会

・文化、芸術、デザインへの
インスピレーション

・神秘的体験
・科学や教育に関する知識

文化的サービス生息・生育地サービス調整サービス供給サービス

資料：環境省

生態系サービスの分類
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対策を柔軟に見直していくことが重要です。
全国レベルでの生物多様性に関するデータについて過去から現在までの時系列の長期的な変化をとらえる
ためには、継続して調査を実施していくことが重要です。我が国では昭和48年から実施している自然環境保
全基礎調査を中心に継続的な調査が行われており、さまざまな形で政策等に活用されています。例えば、平
成11年から2万5千分の1の縮尺の植生図の全国整備を進めていますが、平成25年3月までに約64％の整備が
終了しており、国土の自然環境の基本情報図として環境保全施策やアセスメント等に活用されています。こ
のように全国の自然環境を面的に把握し、その継続的な更新を行うことは非常に重要です。また、面的な把
握だけでなく、定点での生態系の変化を長期的に把握することも重要であるため、平成16年からモニタリン
グサイト1000を開始し、平成25年4月現在、全国1022地点で調査を行っています。これらの成果も活用し、
速報性の向上に努めつつ情報整備を進めます。さらに、国、地方自治体、研究機関、博物館、NPO・NGO、
専門家、市民などさまざまな主体が、それぞれの調査・研究により、全国レベルから地域レベルにいたる生
物多様性に関するさまざまなデータを保有していますが、それぞれの主体の中だけで活用されていたり、あ
るいは活用されずに埋もれてしまっていることがあります。こうした情報をお互いにより使いやすい形で提
供し、国の施策や各主体の取組に活用していくことが求められているため、インターネット等を通じ、さま
ざまな主体からデータの収集を行い、その共有の促進に努めます。このように、生物多様性に関するデータ
については、継続的な更新、速報性の向上、相互利用・共有の促進に重点を置き整備を進めて行きます。
国際的には、生物多様性と生態系サービスに関する動向を科学的に評価し、科学と政策のつながりを強化
していくための国際的枠組みが求められており、2012年（平成24年）4月に「生物多様性と生態系サービスに
関する政府間科学政策プラットフォーム（IPBES：Intergovernmental science-policy Platform on 
Biodiversity and Ecosystem Services）」が設立されました。

いきものログ

環境省生物多様性センターでは、平成21年度より
生物の目撃情報をインターネットで集める市民参加
型調査「いきものみっけ」を実施してきました。この
調査では、ツマグロヒョウモン（蝶）の分布域の北上
をとらえるなど、気候変動に伴う自然環境の変化の
把握に寄与してきました。
「生物多様性国家戦略2012－2020」では、新たに
科学的基盤の強化に関する基本戦略が加わり、生物
多様性の保全と持続可能な利用を進めていくために、
科学的知見を充実させることが求められています。
この中では、生物多様性に関する情報を継続して把
握することの重要性や、行政機関・研究機関・市民
などのさまざまな主体が把握している生物多様性情報の相互利用、共有化の促進の必要性が述べられて
います。そこで生物多様性センターでは、「いきものみっけ」を参考にして、幅広い利用者を対象に、分
布情報を主体とする生物多様性情報をインターネットで効率的に集め、提供するためのシステム（愛称：
いきものログ）を新たに開発しました。
「いきものログ」は、自然環境保全基礎調査をはじめとする国が実施した調査で得られた生物多様性情
報や、地方自治体・研究機関・市民などさまざまな主体から、それぞれの調査・研究で得られた生物多
様性情報を収集し、集められた生物多様性情報を幅広く配信することにより、生物多様性情報の相互利
用、共有化を促進していきます。その結果はダウンロードすることができるため、専門家による解析や
地方自治体の施策など各主体の取組に活用できるほか、地球規模生物多様性情報機構（GBIF）に登録す
る際のフォーマットのDarwin Core形式で出力できるため、国際的な生物多様性情報の共有にも貢献
できます。今後、生物多様性情報の中核的基盤として活用されることを目指しています。

資料：環境省

「いきものログ」トップページのイメージ
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2　生物多様性の主流化に向けて

生物多様性の保全と持続可能な利用の重要性が、国、地方自治体、事業者、NPO・NGO、国民などのさ
まざまな主体に広く認識され、それぞれの行動に反映されることを「生物多様性の主流化」と呼んでいます。
GBO3では、消費行動や生活様式といった間接的だが根本的な生物多様性の損失要因への対策が重要である
ことが指摘されています。また、愛知目標でも「生物多様性の主流化」は一番最初の目標に掲げられています。
ここでは、生物多様性の主流化を進めるための最近の取組として、国連生物多様性の10年日本委員会の活
動、民間事業者による生物多様性に関する取組の動向、そして生物多様性の価値を見える化するための生物
多様性の価値の経済的な評価に関する取組をご紹介します。

（1）国連生物多様性の10年日本委員会（UNDB-J）の活動

2011年（平成23年）から2020年（平成32年）までの10年間は、国連の定める
「国連生物多様性の10年」であり、愛知目標の達成に貢献するため、国際社会の
あらゆる主体が連携して生物多様性の問題に取り組むこととされています。こ
れを受け、2011年（平成23年）9月に「国連生物多様性の10年日本委員会」
（UNDB-J）が設立され、生物多様性の主流化に向けてさまざまな取組を実施し
ています。
例えば、UNDB-Jは、愛知目標の達成に向けた各主体の参加と連携を促進す
るため、多様な主体の連携による事業のうちUNDB-Jが推奨するものを認定し、
それらの事業を積極的に広報しています。具体的には、愛知目標の達成に向け
て各主体が取り組んでいるさまざまな事業が登録されている「にじゅうまるプ
ロジェクト」（国際自然保護連合日本委員会（IUCN-J））の登録事業等の中から、「多様な主体の連携」、「取組
の重要性」、「取組の広報の効果」などの観点からUNDB-Jが推奨する連携事業を総合的に判断して認定してい
ます。平成24年度は20件が認定されています。その中の一つとして「海と田んぼからのグリーン復興プロジェ
クト」では、東日本大震災の被災地において市民、東北大学、NPO等の多様な主体が連携して、生物多様性
の回復に配慮したグリーン復興を基本理念に、田んぼの復興や市民参加型生態系モニタリングなどさまざま
な活動を展開しており、被災地における生物多様性の保全・再生への貢献に加え、生物多様性に配慮したブ
ランド米販売による被災農家の支援などの取組の重要性が評価されました。
認定された事業は、UNDB-Jのロゴマークが使用できるほか、UNDB-Jのウェブサイトや、UNDB-Jが実
施する生物多様性全国ミーティング、地域セミナー等で紹介されるなど、積極的な広報が行われています。

資料：UNDB-J

認定第1弾（H24.9）
田んぼの生物多様性向上10年プロジェクト NPO法人ラムサール・ネットワーク日本 全国
生物多様性の道プロジェクト 公益財団法人日本自然保護協会 全国
Earthwatchにじゅうまるプロジェクト　市民参加型生物多様性調査による環境リテラシーの普及 NPO法人アースウォッチ・ジャパン 全国
みんなで守ろう！日本の希少生物種と豊かな自然！　SAVE JAPAN プロジェクト 株式会社損害保険ジャパン　日本興亜損害保険株式会社 全国
ウミガメ類の生態調査・生息環境保全プロジェクト NPO法人日本ウミガメ協議会 全国
海と田んぼからのグリーン復興プロジェクト 海と田んぼからのグリーン復興プロジェクト 東北
味わって知る　私たちの海 伊勢・三河湾流域ネットワーク 中部
御所実業高校農業クラブ　School Gene Farm Project 奈良県立御所実業高等学校農業クラブ 近畿
トンボの里プロジェクト  真庭・トンボの森づくり推進協議会 中国
徳島での生物多様性地域戦略の策定に関するプロジェクト 生物多様性とくしま会議 四国

認定第2弾（H25.3）
ICTと映像教材の活用による子供向け次世代環境教育の推進 株式会社TREE 全国
動物園・水族館種保存事業 公益社団法人日本動物園水族館協会 全国
いのちの博物館実現プロジェクト 公益社団法人日本動物園水族館協会 全国
Come Back Goose －甦れシジュウカラガン！ 日本の空に－ 日本雁を保護する会 東北・海外
生命のにぎわい調査団等の普及啓発活動 千葉県生物多様性センター 関東
副業型林業による「さんむ木の駅プロジェクト」 NPO法人元気森守隊 関東
トキと暮らす島　生物多様性佐渡戦略 佐渡市 北陸
伊予農希少植物保全プロジェクト 伊予農業高等学校　伊予農希少植物群保全プロジェクトチーム 四国
綾の照葉樹林プロジェクト てるはの森の会 九州
海外希少野生動物保全支援活動 認定NPO法人トラ・ゾウ保護基金 海外

事業名 団体名 地域

�UNDB-J認定連携事業一覧

資料：UNDB-J

�UNDB-Jロゴマーク
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（2）生物多様性分野における事業者の取組の動向

事業者の活動は、水、土壌、食糧、繊維、木材、燃料の供給など多くの自然の恵み（生態系サービス）に支
えられている一方で生態系や生物多様性に影響を与えています。また、事業者は、製品の販売やサービスの
提供などを通じて自然の恵みを広く消費者に供給するという役割も担っています。経済社会の主たる担い手
である事業者が、生物多様性の重要性を認識し、その保全と持続可能な利用の取組を積極的に進めることは、
社会全体の動きを自然共生社会の実現に向けて加速させるだけでなく、自らの事業を将来にわたって継続し
てくためにも必要です。
経済界を中心とした自発的なプログラムとして平成22年に設立された生物多様性民間参画パートナーシップ

では、事業者による生物多様性の保全と持続可能な利用に関する取組を促進するため、ウェブを通じた情報提
供・共有、ニュースレターの発信などの他、毎年事業者会員の取組の状況及び内容を把握しています。その結
果、経営理念・方針や環境方針などに生物多様性保全の概念が盛り込まれている割合は平成22年の50％から
平成24年には85％に上昇するなど、事業者の意識・取組の向上が確認されています。なお、同パートナーシッ
プの会員数は、発足時の424企業・団体から平成25年4月には501企業・団体と、着実に増加しています。
経済界におけるその他の自主的な取組として、名古屋商工会議所では、事業活動と生物多様性の関連の把
握の仕方と取組の考え方について、中小企業にも活用できるように分かりやすく解説したガイドブック「事業
活動と生物多様性」を平成24年に作成し、普及啓発を進めています。
また、事業者の取組を促進するためには、消費者の行動を生物多様性に配慮したものに転換していくこと
も重要です。そのための仕組みとして、生物多様性の保全にも配慮した持続可能な生物資源の管理と、それ
に基づく商品等の流通を促進するための民間主導の認証制度があります。こうした社会経済的な取組を奨励
し、多くの人々が生物多様性の保全と持続可能な利用に関わることのできる仕組みを拡大していくことが重
要です。

資料：環境省

RSPO認証マークマリン・エコラベル・ジャパン認証マークSGEC認証マーク

フェアワイルド認証マークMSC認証マークFSC認証マーク
出典：FSC（R）JAPAN 出典：MSC日本事務所

出典：一般社団法人
　　　緑の循環認証会議

出典：マリン・エコラベル・ジャパン事務局 出典：RSPO

出典：フェアワイルド・ファウンデーション

主な認証マークの例
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（3）生物多様性の経済価値評価

生物多様性や生態系サービスの価値を経済的に評価して「見える化」していくことは、これらの重要性を分か
りやすく伝えることができ、生物多様性の主流化を進めていくためには有効な方法です。「生態系と生物多様性
の経済学（TEEB）」は、欧州委員会とドイツが提唱した生物多様性の価値を経済的に評価するプロジェクトで、
COP10までに一連の報告書がまとめられました。TEEBでは、あらゆる主体の意思決定に生物多様性の重要性
を組み込んでいくこと、そしてその際には経済的な価値評価が有効であることなどが指摘されています。
こうした動きを踏まえ、我が国でも生物多様性の経済的な価値評価を進めていくため、「奄美群島を国立公
園に指定することで保全される生物多様性の価値」と「全国的なシカによる自然植生への食害対策の実施によ
り保全される生物多様性の価値」について評価を行いました。
対策の実施に対する支払意思額のアンケート調査の結果、奄美群島を国立公園に指定し保全することにつ
いては、年間約898億円から約1,676億円という評価額が算出されました。

味の素グループの生物多様性への取組

味の素グループは、世界各地において、
食・アミノ酸・健康を中心として地域に
根ざした事業を展開しています。製品の
原材料に農水産資源を活用し、得意とす
る発酵生産技術等のバイオテクノロジー
には遺伝資源を利用するなど、グループ
の事業活動は生態系サービスに依存して
おり、健全な生態系・生物多様性が保た
れなければ、グループの事業活動の維持・
発展はありえません。
味の素株式会社は2009年に創業100周
年を迎え、これまでの事業活動を振り返り、
次の100年のこころざしとして、「いのちの
ために働く」を掲げました。いのちの営み・
自然の恵みに支えられ、「いのちのために
働く」味の素グループは、事業を通じて、
いのちを健やかに育む地球・地域環境や生態系・生物多様性のために取り組まなければならない、という
ことを基本的な認識とし、生態系・生物多様性の保全を最も基本的で重要な取組と位置付けています。
味の素グループでは2012年1月に「味の素グループ生物多様性行動指針」を制定するとともに、生物資
源を持続的に活用できるビジネスモデルを推進していくために、2011-2013年度の環境中期計画にお
いて、「持続可能な原材料調達の仕組みづくり」「森林生態系破壊にかかわるリスクの回避」「持続的土地
利用の展開」といった3つの重点テーマを定め、ポイントを絞った取組を展開しています。
まず操業の安定継続と事業の発展のためには、事業活動と生態系サービスが具体的にどのようなかか
わりを持っているのか、その動向がどうなっているのか把握し、戦略的に事業計画に盛り込んでいくの
が重要と考え、優先対象とする取組を特定するために、2010年度より「企業のための生態系サービス評
価（ESR）」を参考にして、味の素グループ全体の主要事業と生態系サービスとの関係性の洗い出しを実
施しました。その結果、水産資源と森林資源に関わる調達の領域が事業活動と生態系の両方にとって重
要度が高く、特に注力して進めていく分野として選定されました。
これを受け、独立行政法人水産総合研究センター国際水産資源研究所と連携したカツオの資源調査の
実施や、WWFジャパンとの協働による紙調達ガイドラインの策定など、社外ステークホルダーと連
携・協働することにより、より地球規模での広がりをもった生物多様性保全の取組を展開しています。

資料：味の素株式会社

味の素グループが目指すエコビジネスモデル
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全国的なシカの自然植生への食害対策については、年間約865億円から約1,653億円という評価額が算出さ
れました。今後もこうした生物多様性の経済価値評価を行い、さまざまな政策への活用を検討していきます。

3　愛知目標達成に向けた世界の動き

（1）生物多様性条約第11回締約国会議

2012年（平成24年）10月8日～19日にインド・ハイデラバードにお
いて生物多様性条約第11回締約国会議（COP11）が開催され、締約国
172か国・地域から9,000人以上が参加しました。COP10で議長を務
めた日本は開会式で挨拶したほか、閣僚級会合（16日～19日）開会式
で演説を行いました。
最終日の深夜に及ぶ厳しい交渉の結果、暫定的なものながら、開発
途上国等に対する生物多様性に関する活動を支援するための国際的な
資金フローを2015年（平成27年）までに倍増させるという資源動員に関
する目標値の合意に達することができました。また、我が国は生物多
様性日本基金等を通じた貢献の継続を表明し、愛知目標達成に向けて
COP10において醸成された気運を今後も維持することができました。

（2）生物多様性日本基金等による支援状況

ア　生物多様性日本基金

「生物多様性日本基金」は、愛知目標の達成に向けて、途上国の能力養成を支援することを目的とし、我が
国が提唱していた「いのちの共生イニシアティブ」の一環として設立されたものです。基金は、生物多様性条
約事務局内に創設され、わが国から2010年度（平成22年度）及び2011年度（平成23年度）にあわせて50億
円の拠出を行いました。
愛知目標を達成するためには、各締約国において愛知目標を踏まえた国別目標の設定を行い、生物多様性
国家戦略に組み込んでいくことにより、国レベルで生物多様性関連施策を強化していくことが最も重要な課
題となっています。このため生物多様性日本基金を活用し、主に途上国を対象として、生物多様性国家戦略
の策定・改定作業を支援する能力養成事業が進められています。2011年（平成23年）3月から2012年（平成
24年）7月までに、世界各地で地域別の能力養成ワークショップが計21回開催され、のべ約170カ国の締約
国から700名以上の政府担当者が参加しました。
その他の事業としては、愛知目標達成や条約履行に向けて、「生態学的・生物学的に重要な海域（EBSA）」
の地域レベルでの特定をはじめとした科学技術関連の支援や、生物多様性及び生態系サービスの価値を国家
戦略に統合するための地域ワークショップの開催等の支援を進めています。また、「国連生物多様性の10年」、

写真：環境省

�COP11会場の様子
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①2011年3月 ボツワナ
②2011年6-7月 スイス
③2011年4月 ドイツ
④2011年5月 レバノン
⑤2011年5月 中国
⑥2011年5月 セネガル
⑦2011年6月 コンゴ民主共和国
⑧2011年6月 ルワンダ
⑨2011年7月 エクアドル
⑩2011年10月 フィジー
⑪2011年10月 トルコ
⑫2011年10月 グレナダ
⑬2011年11-12月 コスタリカ
⑭2011年12月 ベラルーシ
⑮2011年12月 インド
⑯2012年1月 フランス
⑰2012年5月 エチオピア
⑱2012年8月 ニュージーランド
⑲2012年8月 オマーン
⑳2012年9月 トリニダード・トバコ
㉑2012年9月 モルドバ

資料：CBD事務局資料より環境省作成

�生物多様性日本基金を活用したワークショップの開催状況
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ビジネスと生物多様性、貧困削減と開発についての取組や世界市民会議の開催に係る途上国支援も進めてい
るほか、国連開発計画（UNDP）との協働プロジェクトであるSATOYAMAイニシアティブ推進プログラム
（COMDEKS）に資金拠出しています。
生物多様性日本基金を活用した事業の成果については、条約事務局のウェブサイトやニュースレター等を
通じて広報されており、COP10議長国としての日本の国際貢献が広く世界に発信されています。

イ　名古屋議定書実施基金

「名古屋議定書実施基金」は、名古屋議定書の早期発効や効果的実施を目的とし、2011年（平成23年）3月
にGEFに設置されました。我が国は、COP10に際して本基金の構想について支援を表明し、平成23年4月に
10億円を拠出しました。現在、パナマ、コロンビア、フィジー、および広域30カ国の4件のプロジェクトが
承認され、ABS国内制度の構築、遺伝子資源の保全や持続可能な利用における技術移転、民間セクターの参
画推進、名古屋議定書批准促進等の活動が支援されています。

（3）生物多様性に関する評価の動き

COP10で決定した愛知目標の達成状況を評価するため、2014年（平成26年）に韓国で開催される生物多様性
条約第12回締約国会合（COP12）において愛知目標の進捗状況に関する国際的な中間評価が実施される予定で
す。これに先立ち、各締約国は第5回国別報告書を2014年（平成26年）3月末までに条約事務局に提出し、各
国における生物多様性条約の実施状況や愛知目標の達成状況を報告することとなっています。また、第5回国別
報告書と科学的知見に基づき、条約事務局では、地球規模生物多様性概況第4版（GBO4）を公表する予定です。
2012年（平成24年）4月に設立されたIPBESは、科学的評価、能力開発、知見生成、政策立案支援の4つの機
能を柱とし、気候変動分野で同様の活動を進めるIPCCの例から、生物多様性版のIPCCと呼ばれることもありま
す。2013年（平成25年）1月に開催された第1回総会の結果、評価活動等を行うにあたって拠り所となる生物多様
性、生態系サービス及び人間の営みとの相互関係等に関する概念枠組みを年内に策定することが決定されました。
これを受け、我が国においても国内基盤を整備するなど、その本格稼働に向けて積極的に貢献する予定です。

第5節　人間社会と地球の循環システムが調和した社会を目指して

地球では、水が川の上流から下流へ流れ、海で蒸発して再び雨となって川へ戻るように、さまざまな物質が絶え
ず循環しています。我々の社会は、自然界を循環する土壌中の養分や自然界では再生不可能な鉱物などの資源を
取り出し、さまざまなものを大量に生産・消費して、その後、不要となったものを自然界へ排出することで成り立っ
ています。地球本来のシステムで成り立っている健全な循環の下では、大気や水などに排出された不要物を一定程
度、吸収し、分解することができましたが、人間社会における生産・消費によって、その循環システムに狂いが生
じ、さまざまな問題が起きています。廃棄物処理の問題、二酸化炭素をはじめとする炭素循環と地球温暖化の問題
など、循環システムと環境問題には深いつながりがあります。我々人類も、地球のシステムの中で、健全な循環を
維持するよう配慮することが重要です。こうした環境問題に密接に結びついている循環システムを把握することで、
社会の持続可能性を高めるために変えなければならないシステムの全体像が見えてきます。
本節では地球における循環システムを紹介した上で、特に健全な資源循環システムに基づく循環型社会の
構築に向けた取組について紹介します。

1　さまざまな循環システム

（1）資源循環

今日の社会経済活動やライフスタイルは、多くの資源を消費するとともに、自然界では分解することが困
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難な物質を廃棄物として環境中に排出することによって成り立つ一方通行型のものとなっています。
そのため、特に大都市圏においては、その圏内で処理しきれないほどの大量の廃棄物が排出され、最終処
分場の確保などに大きな社会的コストを必要とし、また、その処理に伴い温室効果ガスの発生などの環境負
荷が生じています。
資源の乏しい我が国では、その多くを輸入に依存しているため、国外での資源採取に伴う環境への負荷を
認識しにくいことが、大量生産型社会を形成してきた一因と言えます。資源の過剰消費や、廃棄物の排出に
よって生じる環境負荷は、現在の我々の経済活動や生活環境に悪影響を及ぼすだけでなく、将来世代にも負
の遺産を残すことになります。
これらの問題は、大量生産、大量消費、大量廃棄に根ざしたものであり、その根本的な解決には、これま
での社会のあり方や国民のライフスタイルを見直し、［1］資源を効率的に利用してごみを出さないこと、［2］
出てしまったごみは資源として利用すること、［3］どうしても利用できないごみは適正に処分すること、と
いった考え方が社会経済の基本原則として定着した持続可能な社会の実現を目指していく必要があります。
持続可能な社会では、一度自然界から取り出した枯渇性資源は、製品寿命の長期化やリユース、リサイク
ルにより、有用な「社会ストック」としてできるだけ長く有効活用されることになります。また、バイオマス
などの再生可能資源は、その再生スピードの範囲内で活用されます。これにより、大気、水、土壌、生物等
の間の持続可能な循環が構築され、自然界における循環と経済社会における循環の間で調和が保たれること
になります。

（2）水循環

人間の体の60％以上は水で構成されており、日本人が1日に直接利用している水の量は平均322リットルと
算出されるなど、水は生きていく上で欠かせない存在です。地球には約14億km3の水が存在しています。しか
し、そのほとんどは海水で、人間が使用できる淡水はそのうちの約2.5％です。淡水のほとんどは南極や北極
の氷や地下水として存在しており、川や湖沼など、生活に利用可能な淡水はわずか0.01％しかありません。
水は地球上で、雨や地下水、川、海などさまざまな形態で循環しています。この水循環は、人間の生命活
動や自然の営みに必要な水量の確保のみならず、熱や物質の運搬、植物や水面からの蒸発散、水の持つ大き
な比熱効果による気候緩和、土壌や流水による水質の浄化、さらには多様な生態系の維持といった重要な機
能を持っています。また、地下水のバランスのとれた流動により、取水量の安定化や地盤の支持という重要
な機能も働いています。
現在、人口増加に伴って水の使用量が世界的に増大しています。人がそのまま利用できる淡水が地球上に
偏在していることもあり、水の需要増は水不足を引き起こします。現在、世界全体で水不足一歩手前の「水ス
トレス」の状況にある人は7億人いると推定されていますが、2025年（平成37年）には30億人を超える可能性
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があると予測されています。中東と北アフリカでは、2025年（平成37
年）までに水不足の国で生活する人々の割合が90％を超える可能性が
あります。
また、地球温暖化によって、世界規模で水の需給に深刻な影響が及
ぶ可能性があります。IPCCの第4次報告書では、干ばつが生じる地域
が増加する可能性が高く、一方で局所的な豪雨の頻度が増す可能性も
非常に高いため、洪水リスクが増加すると予測されています。干ばつ
などの影響により、今世紀半ばまでに、アフリカ南部、中東など現在
一人当たりの利用可能水量が少ない中緯度の一部の乾燥地域と熱帯乾
燥地域で、河川流量と利用可能水量がさらに10～30％減少すると予測
されています。
近年、水循環に異常が起こっています。サハラ砂漠南部のチャド湖
は干ばつや灌漑農業による取水のため、水量が激減しました。湖水面
積は1960年代前半には約25,000km2ありましたが、現在では15分の1
程度の大きさになっています。一方、2011年（平成23年）にタイのチャ
オプラヤ川流域では相次ぐ台風の影響で大洪水が発生し、首都バンコ
クをはじめとした多くの地域で、甚大な被害が生じました。日本でも
平成24年7月に九州北部で発生した集中豪雨など局地的な豪雨が増加
する傾向にあります。
こうした水循環の異常は、地球温暖化に伴う気候変動や灌漑農業に
よる地下水の取水など、人間の生産活動に由来するところが大きいと
考えられることから、私たち人間が経済社会システムやライフスタイ
ルを見直すことが重要です。

写真：dany13

�タイの大洪水
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�チャド湖の縮小

バーチャルウォーター

バーチャルウォーターとは、穀物、
肉、工業製品等を輸入している国にお
いて、仮にそれらの物品等を自国で生
産・製造した場合に必要とされる水資
源の量を推定した概念です。
例えば、1kgのトウモロコシを生産
するには、灌漑用水として1,800リッ
トルの水が必要です。また、牛はこう
した穀物を大量に消費しながら育つた
め、牛肉1kgを生産するには、その約
20,000倍もの水が必要です。日本に投
入されるバーチャルウォーターの大部
分は、米国及び豪州からトウモロコシ
や牛肉、小麦、大豆として輸入されて
います。つまり、日本は海外から食料
を輸入することによって、その生産に
必要な分だけ他国の水を消費しています。今後、地球温暖化などによる世界的な水不足の影響は日本に
も及ぶ可能性があります。

2005年バーチャルウォーター輸入量

資料：輸入量　　　　工業製品　通商白書（2005年）
　　　　　　　　　　農畜産物　JETRO貿易統計（2005年）、財務省貿易統計（2005年）
　　　水消費原単位　工業製品　三宅らによる2000年工業統計の値を使用
　　　　　　　　　　農産物　佐藤による2000年の日本の単位収量からの値を使用
　　　　　　　　　　丸太　　木材需給等より算定した値を使用
より環境省作成
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（3）炭素循環

炭素は二酸化炭素やメタンなどの形態で大気圏に、動植物の身体を構成する物質などとして陸上・土壌表
層に、そして化石燃料やダイヤモンドなどの鉱物や土壌として地中に存在しています。また、海水中にも大
量の炭素が溶け込んでいます。このように、大気、海洋は炭素の巨大な貯蔵庫となっており、炭素が燃焼な
どにより形態を変えながら、これらの環境や生物、土壌の間を移動する循環を「炭素循環」と言います。
地球温暖化は、大気中の炭素の大部分を占める二酸化炭素等が人間の活動により大量に排出されたことで、
大気中の二酸化炭素濃度が高まっていることが主な原因である可能性が非常に高いとされています。さらに、
地球温暖化によって気温や水温が上昇すると、海洋の二酸化炭素吸収量が低下することが明らかになってい
ます。そのため、大気中の二酸化炭素が海洋に吸収される量が減ることで、大気中に二酸化炭素がより貯ま
りやすくなり、温暖化が一層加速する現象が起きる可能性も考えられています。IPCC第4次報告書では、不
確実性があるものの、この影響により2100年には世界の平均気温がさらに1℃以上上昇する可能性があると
予測されています。
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大気

呼吸風化

風化

河川

総一次
生産

植生、土壌及び
有機堆積物

貯蔵量　億トン
交換量　億トン/年

土地利用の
変化

陸の呼吸

海洋の表層 海洋の生物

1200
2

2

4 8

1196

700

500
390

110

902

2

1010

30

表層の堆積物
1500

222

9000 ＋180

5970 ＋1650

23000 ＋1010 －1400

化石燃料
37000 －2440

海洋の中層・深層部
371000 ＋1000

16

200

64
1626

資料：気象庁

�炭素循環の模式図（1990年代）

地球温暖化を引き起こす黒色炭素（ブラックカーボン）

地球温暖化に最も影響があるとされている物質は、二酸化炭
素をはじめとした温室効果ガスですが、その他の要因として黒
色炭素（ブラックカーボン）があります。温暖化への影響力の高
い物質を順に見ていくと、二酸化炭素が1位、メタンガスが2位、
ブラックカーボンが3位、ハロカーボン（ハロゲンを含む炭素化
合物）が4位、一酸化炭素と揮発性有機物が5位とされています。
この第3位のブラックカーボンは、石炭や石油、木材など炭素を
主成分とする燃料を燃焼することにより発生するススのような
粒子のことで、太陽エネルギーを吸収して熱を蓄える性質があ
ります。
ブラックカーボンが高山の氷河や、北極・南極の雪表面に沈
着することで、氷の融解が加速している可能性があります。
そのため、温室効果ガスの削減とは別に、国際的な対策が議
論されています。 写真：米航空宇宙局（NASA）「Earth Observatory」

�チベット高原付近の「ブラックカーボン」
の分布を映したシミュレーション画像
（2009年9月26日）
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2　物質が循環する社会の構築に向けた取組～第3次循環型社会形成推進基本計画の策定～

（1）循環型社会形成に向けた取組の現状と課題

1の（1）でみたように、大量生産、大量消費、大量廃棄型の問
題の根本的な解決を図るためには、これまでの社会のあり方や
国民のライフスタイルを見直していく必要があります。
このような認識に立ち、平成12年には、廃棄物・リサイクル
対策の基本法である循環型社会形成推進基本法が立法化されま
した。我が国では、この循環型社会形成推進基本法に基づき策
定した循環型社会形成推進基本計画に基づき、関連する施策を
政府一体となって推進しています。
資源生産性（＝GDP/天然資源等投入量）は、一定量当たりの
天然資源等投入量から生み出される実質国内総生産（実質
GDP）を算出することによって、産業や人々の生活がいかに物
を有効に使っているかを総合的に表す指標です。
循環利用率（＝循環利用量/（循環利用量＋天然資源等投入
量））は、経済社会に投入されるものの全体量のうち循環利用量
（再使用・再生利用量）の占める割合を表す指標です。
最終処分量は、廃棄物の埋立て量であり、廃棄物の最終処分
場の確保という課題に直結した指標です。
これら3指標は、循環型社会形成推進基本計画における主要
な目標指標となっています。近年、これらの指標はいずれも大
きく改善しており、循環利用率と最終処分量は第2次循環型社
会形成推進基本計画で定めた目標（循環利用率14～15％、最終
処分量23百万トン）を達成しました。特に、国土の狭い我が国
にとってその削減が長年の大きな課題であった最終処分量は、
平成12年の56百万tから平成22年の19百万tへと大幅に削減さ
れました。発生すると大きな社会問題となる不法投棄も大きく減少しました。
しかしながら、すべての取組が順風満帆に進んでいるわけではありません。資源生産性の分母となる天然
資源等投入量の内訳を見ると、平成12年から22年にかけて、公共事業の減少等によって土石資源の投入量が
11億tから5億tへと半減以下となっているのに対し、金属資源は横ばいになっています。資源生産性や循環利
用率の向上は、この土石資源の減少が大きな要因となっています。他方で、節約やリサイクルをより進めて
いくべき枯渇性資源である金属資源の3Rに関する取組はいまだ不十分な状況にあります。
途上国の経済発展により、鉄スクラップ、古紙などの循環資源の輸出も急増しています。グローバルな観
点でのリサイクルももちろん重要ですが、資源が少ない我が国にとっては、国内で循環資源を有効活用でき
ず、貴重な資源が海外に流出してしまっているという側面も重視する必要があります。
上記のように、最終処分量は大幅に減少し、循環利用量も増加していますが、廃棄物の発生量は微減となっ
ています。これは、リサイクル・中間処理・減容化の取組は大きく前進したものの、廃棄物自体の発生・排
出の抑制はそれ程大きくは進んでいないことをあらわしています。
容器包装の分野では、ペットボトルのリサイクル量は増加していますが、ペットボトル自体の使用量も増
加しています。他方で、一般的にワンワェイ容器よりも環境負荷が小さい繰り返し使えるリターナブルびん
の使用量は大きく減少しています。
これらに加えて、東日本大震災で発生した大量の災害廃棄物の処理が大きな社会問題となり、大規模災害
発生時においても円滑に廃棄物を処理できる体制を平素から築いておくことの重要性が改めて浮き彫りとな
りました。特に、焼却灰や不燃残渣の最終処分先が大きな課題となりました。最終処分量の減少に伴い自治
体の最終処分場の残余年数は年々増加していますが、316もの市町村が最終処分場を有していないなど、む
しろ最終処分場の確保が強く求められる状況です。また、東京電力福島第一原子力発電所の事故により、安

※1 　平成17年度値。
資料：環境省（ただし、ペットボトルの販売量はPETボトルリサ

イクル推進協議会、リターナブルびんの使用量はガラスビ
ンリサイクル促進協議会）

リターナブルびんの使用量

ペットボトルの販売量

市町村が行ったペット
ボトルの分別収集量

循環資源の輸出量
(資源の海外流出)

循環利用量
（リサイクルした量）

廃棄物の発生量
（捨てた量）

金属資源投入量
（使った量）

土石資源投入量
（使った量）

不法投棄の発生件数

最終処分量

循環利用率

資源生産性

約50％
減少

約10％
上昇

約150％
上昇

約250％
上昇

約20％
上昇

ほぼ横ばい

ほぼ横ばい

約50％
減少

約80％
減少

約70％
減少

約50％
上昇

約50％
上昇

増減率

125万トン

59万トン

30万トン

2,516万トン

2.5億トン

5.7億トン

1.7億トン

5億トン

216件

19百万トン

15.3%

37.4万円/
トン

平成22年度
（2010年）

275万トン

53万トン
（※1）

12万トン

729万トン

2.1億トン

5.9億トン

1.7億トン

11億トン

1,027件

56百万トン

10.0%

24.8万円/
トン

平成12年度
（2000年）

我が国の循環型社会形成の進展状況（最近10年
間）

平成24年度 第1部│第2章　真に豊かな社会の実現に向けて

70



全・安心をしっかりと確保した上で循環資源の利用を行うことが今まで以上に求められるようになっていま
す。
世界に目を向けると、20世紀はまさに発展の世紀でした。技術進歩と人口増加、経済成長を原動力に、世
界全体でGDPが23倍に増大した一方で、資源の年間採取量は建設用鉱物が34倍、鉱石・鉱物が27倍、化石
燃料が12倍、バイオマスが3.6倍となり、総物質採取量は約8倍となりました（出典：UNEP）。
このように拡大した物質消費は各国間で公平には分配されず、環境にもさまざまな影響を及ぼしてきまし
た。今後、途上国を中心として一層の人口増加が見込まれる中で、より多くの人々の生活の豊かさを実現す
るためには、資源消費と比例関係にある経済成長を切り離し、人口一人当たりの環境負荷を低減させていく
必要があります。
UNEPが設立した持続可能な資源管理に関する国際パネルは、先進国が現状の1人あたり資源消費量を維持
し、途上国が先進国と同水準に消費量を高めた場合、2050年（平成62年）までに世界の年間資源採取量は現
状の3倍になるとしています。また、先進国が1人当たり資源消費量を半分に減らしたとしても、途上国が先
進工業国と同水準に消費量を高めた場合、2050年（平成62年）までに世界の年間資源採取量は現状から40％
増加するとしています。さらに、人口増加と経済開発に伴って、資源利用が急増し、それに対応する十分な
量を確保できない天然資源が増えていること、近い将来に決定的に不足するおそれのある資源があること、
それらの採掘される天然資源の品位低下がすでに現れていることを重視し、資源利用量や廃棄物を減らすこ
との重要性を指摘しています。
政府は、これらのさまざまな情勢変化に的確に対処し、社会を構成する各主体との連携の下で、国内外に
おける循環型社会の形成を政府全体で一体的に実行していくため、平成25年5月に第三次循環型社会形成推
進基本計画を新たに定めました。
以下では、第三次循環型社会形成推進基本計画の中で大きな政策課題とされている5つの分野（［1］2Rの推
進、［2］循環資源の高度利用と資源確保、［3］低炭素社会、自然共生社会づくりとの統合的取組と地域循環圏
の高度化、［4］循環資源・バイオマス資源のエネルギー源への利用、［5］国際的取組の推進）に焦点を当て、
それらの現況と取組の方向性について概観していきます。

（2）リサイクルだけではなく、2Rの取組がより進む社会経済システムの構築

循環型社会形成推進基本法では、廃棄物等について、［1］リ
デュース（発生抑制）、［2］リユース（再使用）、［3］リサイクル
（再生利用）、［4］熱回収、［5］適正処分の順にしたがって、対策
を進めることを原則としています。
廃棄物等は、いったん発生してしまえば、資源として循環的
な利用を行う場合であっても少なからず環境への負荷を生じさ
せます。このため、優先順位の第一として、廃棄物等を発生さ
せない（削減する）リデュースを定めています。
リユースは、いったん使用された製品、部品、容器等を再び
使用することです。形状を維持したまま使用することから、一
般的に資源の滅失が少なく、また、その過程から発生する廃棄
物等の量も少なくなることから、リサイクルよりも対策の優先
順位が高く位置付けられています。
しかし、リデュース・リユース（2R）は、リサイクルよりも優先順位が高いにもかかわらず、レジ袋の辞退
率の向上や詰替製品の出荷率の向上などを除き、その取組が十分に進んでいるとは言えません。
廃棄物等の発生量のうちリサイクルされたものの割合（リサイクル率）は、平成2年から平成22年の20年間
で約30％から約40％へと大きく上昇しましたが、廃棄物等の発生量は同じ期間で5億8,684万トンから5億
6,709万トンへと3％しか削減できていません。
我が国では、年間約1,700万トン（平成22年度推計）の食品廃棄物が排出されていますが、このうち、食べ
られるのに廃棄される食品、いわゆる「食品ロス」は年間約500～800万トンにものぼると推計されています
（平成23年度食品循環資源の再生利用等実態調査報告（平成22年度実績）等を基に農水省において試算）。これ
は、我が国における米の年間収穫量約800万トンにも匹敵する量です。食品ロスは事業所のほか家庭でも多

資料：京エコロジーセンターHP

大量生産・大量リサイクル社会
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く発生しており、国民一人当たりの家庭における食品ロス量は一年間で約15キログラムになると試算されて
います。
環境省・農林水産省では、平成24年4月から食品廃棄物の発生抑制の重要性が高い業種について、食品リ
サイクル法に基づく「発生抑制の目標値」を設定し、返品などの商習慣をフードチェーン全体で話し合うよう
働きかけるなど食品ロスの削減の推進を図っています。そもそも食品ロスを発生させる要因の一つとして、
消費者の過度な鮮度志向があるのではないかといわれており、消費者の意識改革もあわせて実施していく必
要があることから、関係府省庁が連携して食品ロス削減に向けた取組を推進していくこととしています。
リユースの取組では、繰り返し使えるリターナブルびんの使用の減少傾向が続いています。昭和時代、毎
朝飲む牛乳は牛乳びんで各家庭に配達され、飲み終わったびんは配達員によって回収され再び使用されてい
ました。家で飲むお酒は一升瓶やビール瓶で、酒屋さんに空瓶を持って行くと5円をもらえメーカーが引き
取った空瓶は再使用されていました。
今では、手軽に使える利便性から、牛乳は紙パックが、ビールはアルミ缶が、清酒はリターナブルびんで
はなく一度使ったら廃棄するワンワェイびんが、それぞれ主流になってきています。
環境省では、びんリユースシステムを構築するための地域の取組を実証事業として支援しています。平成
24年度の実証事業は4地域で実施しましたが、そのうち奈良県では、県内で栽培されている日本茶銘柄「大和
茶」の飲料容器としてリターナブルびんを用いる取組を行いました。この取組では、リユースの環境的意義を
発信するため、びんのデザインのコンペティションを実施したり、市役所、県庁、旅館・ホテルと連携して
販売・回収する仕組みを構築したりするという工夫が行われています。
このように、2Rの取組について新たな動きが広がっていることも踏まえ、第3次循環型社会形成推進基本
計画では、［1］国民・事業者が行うべき具体的な2Rの取組を制度的に位置付ける検討、［2］リユース品の性能
保証など消費者が安心してリユース品を利用できるような環境整備、［3］長期優良住宅認定制度の運用、認定
長期優良住宅に対する税制上の特例措置の活用促進などの施策が盛り込まれています。

レジ袋がない食品小売店

日常生活で多量に消費され、わずかな使用時間でごみとして廃棄されてしまうことの多いものとして、
レジ袋があります。例えば、家から徒歩10分の位置にあるスーパーで食品を購入する際にレジ袋をも
らった場合、レジ袋としての利用時間は10分間に過ぎません。さらに、オフィスビルにコンビニやお
弁当屋さんが入っている場合には、建物の中の移動に要する数分間の利用で捨てられてしまうレジ袋も
たくさんあります。
レジ袋は枯渇性資源である石油製品を原料としており、ごみとして出された場合にはそれを処理する
際にもエネルギーやコストがかかります。レジ袋を使わずに買い物をすれば、無駄なごみの削減、資源
の節約、二酸化炭素の削減につながり、環境に貢献できるのです。
現在、レジ袋を削減するため、マイバッグ持参運動や、レジ袋の有料化などの取組が各地で行われて
いますが、さらに進んだ取組として、レジ袋をお店に置かず（有料での販売も行わない）マイバッグ持参
率100％を維持し続けている生協があります。
甲府市にある市民生協やまなしちづか店では、店舗でのお知らせチラシ配布と声がけ、組合員から寄
付されたレンタルバッグの無料レンタル、生協新規加入者へのオリジナルマイバッグプレゼントなどさ
まざまな普及啓発活動を行い、2008年から、レジ袋を原則お店に置かず、利用者にマイバッグの持参
を呼びかける取組を継続して実施しています。
同店では、取組を始めた当初は、「お金を出すからどうかレジ袋を売って欲しい」という来店客も居た
そうですが、取組の趣旨を説明することで納得したそうで、レジ袋を置かないことによる大きなトラブ
ルや来店客の減少は確認されていません。
山梨県は自動車に乗って買い物をする人の割合が高いという事情もありますが、お店側と利用者が環
境のことを考え、本気で取り組んだことにより実現した、素晴らしい成功事例と言えます。
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（3）循環資源の高度利用と資源確保

現在、我が国の国内では、金属資源はほとんど採掘されておらず、ほぼ全量海外の鉱山に頼っています。
金属資源は海外でも採掘することのできる場所は限られており、採掘できる生産量にも限りがあります。米
国地質調査所は、現在確認されている全世界の鉱山の2010年（平成22年）時点での年間生産量で埋蔵量を割っ
た可採年数は、鉄鉱66年、銅鉱40年、鉛鉱21年、亜鉛鉱21年になると試算しています。
また、これまでの間に採掘した資源の量（地上資源）と現時点で確認されている今後採掘可能な鉱山の埋蔵
量（地下資源）を比較すると、すでに金や銀については、地下資源よりも地上資源の方が多くなっています。
鉱物資源の品位低下も進んでいます。品位とは、採掘される鉱石に含まれる金属資源の量であり、一般に
採掘される鉱物資源の品位は、地表部分で採掘されるものよりも、深層部で採掘されるものの方が低い傾向
にあります。既存鉱山の採掘が進んだ結果、近年は、深層部で採掘するケースが増加しており、我が国に輸
入される銅鉱石の品位は、平成13年の32.5％から、平成20年の29.0％に低下しています。鉱物資源の品位
の低下は、生産コストの上昇を招くほか、精製に必要となるエネルギーや不純物の増加に伴う環境への影響
も懸念されています。
金属資源の需要構造も近年、大きく変容しています。これまでそれほど多くの資源を消費してこなかった
中国など途上国の経済発展により、世界的に需要量が増加しているのです。
こうした需給要因を背景に、近年、金属資源の価格は上昇しています。
UNEPが設立した持続可能な資源管理に関する国際パネルは、これまでの世界の経済成長は安価な資源に
支えられてきたものの、近年の資源価格は逆に上昇しており、今後はより効率的に資源を利用するため、持
続可能性を持ったシステム・技術の革新を速やかに成し遂げる必要があるとのレポートを出しています。
途上国の経済発展や人口増加が予想される中で、50年後、100年後といった長期的な視点で考えた場合、
将来にわたって、現在のように大量の天然資源を使い続けることができる保障はないのです。
金属資源を採掘するための鉱山開発は、適切な環境
配慮がなされない場合には、樹木の伐採による生態系
の破壊や、掘削により発生した土石や重金属の不適切
な処理による水質汚濁など、生活環境や生物多様性、
自然環境にさまざまな影響を及ぼすおそれがあります。
我々は、資源採掘国において、このように多くの環境
負荷を与えているおそれがあることをしっかりと認識
していく必要があります。
資源の採取・採掘に当たっては、最終的に使用され
る金属だけではなく、大量の鉱石・土砂等が掘り起こ
されています。そういった付随して発生する鉱石・土
砂等の「隠れたフロー」を含めた、当該物質の採取・採
掘に関与した物質の総量を表すのが、関与物質総量
（TMR）です。プラチナや金などの希少金属は、例え
製品中にはわずかしか使われていないとしても、採掘
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資料：独立行政法人物質・材料研究機構

主な金属の地上資源と地下資源の推計量（％値は地上資源比
率）

※　銅価格は、ロンドン市場における年平均の実勢価格
資料：World Metal Statistics（銅消費量）、LMEセツルメント（銅価格）
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プラチナとダイヤモンドでできた結
婚指輪の後ろにはたくさんの採掘資
源が…。
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現場ではその何十万倍もの採掘資源を掘り起こしています。独立行政法人物質・材料研究機構の試算による
と、1gの金属資源を採取するのに必要な関与物質総量は、鉄が約8gなのに対し、銅は約360g、銀は約4.8kg、
プラチナは約520kg、金は約1.1tにもなります。
これまでは、こういったTMR係数の高い金属資源の用途は装飾用など限定的なものでしたが、近年、燃料
電池や高性能モーターなどに使われるTMR係数の高いレアメタル（パラジウム、ネオジウム、ジスプロジウ
ム等）の量が増えてきています。
鉄や銅といったベースメタルのリサイクルももちろん重要ですが、海外における環境負荷にも目を向け、
TMR係数の高い金属資源のリサイクルも積極的に進めていく必要があります。
このように、世界的に資源確保の重要性が高まる中、我が国の国内に存在する使用済製品からの有用金属
回収に注目が集まっています。
独立行政法人物質・材料研究機構では、地上資源として、我が国にどれだけの金属資源が存在するのか、
推計する研究が行われています。その推計結果によれば、我が国に蓄積されている金属資源（地上資源）の量
は、鉄12億トン、銅3,800万トン、金6,800トン、レアメタルであるタンタル4,400トン、リチウム15万トン
となっています。これを、世界全体の現埋蔵量に占める割合で考えると、鉄1.62％、銅8.06％、銀22.42％、
金16.36％、タンタル10.41％、リチウム3.83％となります。この数値には、現在まだ使用中の製品などただ
ちに資源を回収することができないものも多く含まれていますが、総量として、我が国に眠っている地上資
源は、海外の大鉱山に匹敵する大きなポテンシャルを有していると言えます。
我々は、これらの大量の埋蔵資源について、どの程度有効活用できているのでしょうか。
平成21年に再生利用されずに処分場に埋め立てられた金属系廃棄物の量は、一般廃棄物で約53万トン（発
生量の約34％）、産業廃棄物で約23万トン（発生量の約3％）となっています。
このほか、使われないまま家庭で保管（退蔵）されている製品も相当数あり、使用済みとなった製品のうち
退蔵されている製品の率（退蔵率）をみると、携帯電話（約5割）、ビデオ・DVDプレイヤー（約3割）、携帯音
楽プレイヤー（約4割）といった小型電子機器が高いとの調査結果も出ています（環境省調べ）。
資源別に見ると、鉄、アルミニウムのように量が多く単一素材に区分しやすい金属資源は比較的リサイク
ルが進んでいますが、選別や精錬により分離することが必要となる、それ以外の金属資源の多くは埋立処分
されてしまっています。
これらを踏まえ、政府は、いまだ不十分な状況にある使用済製品からの有用金属の回収を加速化させるた
め、小型家電を対象とした新たなリサイクル制度（使用済小型電子機器等の再資源化の促進に関する法律）を
平成25年4月からスタートさせました。
この制度に基づく使用済小型電子機器等の回収方法は、ボックス回収、ステーション回収、ピックアップ
回収等の中から地域の実情に応じて市町村が任意に選択します。市町村が回収した使用済小型電子機器等は、
環境大臣及び経済産業大臣の認定を受けた事業者（認定事業者）等に引き渡され、有用金属の回収・リサイク
ルが行われます。安定的なリサイクルを行う観点から、認定事業者は、市町村から引取りを行うことを求め
られた際には、正当な理由がない限り、これに応じる義務があります。認定事業者が使用済小型電子機器等
の収集・運搬を行おうとするときは、廃棄物処理法に基づく許可が不要となる特例も設けています。
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資料：独立行政法人物質・材料研究機構
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環境省では、1年間で使用済みとなり廃棄等が行われる小型家電は65.1万トンであり、そのうち有用金属
は、27.9万トン（金額換算すると844億円）になると推計しています。例えば、一般的に、携帯電話の本体
（140g）には金が48mg（200円相当）程度含まれていますが、これは、鉱山で土砂52.8kgを採掘して得られ
る資源の量に匹敵します。現段階では、基板からの資源回収についてはさまざまな技術上の課題があります
が、仮に平成23年に我が国で排出された使用済携帯電話約4,000万台のすべてから金の回収ができたと仮定
すると、重量にして約2t、金額換算にして約80億円分の金を資源として再利用できることになります。
上記の状況を踏まえ、第3次循環型社会形成推進基本計画には、使用済製品に含まれる有用金属のさらなる
利用促進を図り、資源確保と天然資源の消費の抑制に資するため、［1］小型家電リサイクル制度の参加、回収
率の向上に向けた地方公共団体への支援、［2］原材料の表示、部品のユニット化等の製品設計段階の取組促
進、［3］新技術の研究・開発支援などの施策が盛り込まれています。

（4）低炭素社会、自然共生社会づくりとの統合的取組と地域循環圏の高度化

循環型社会づくり、低炭素社会づくり、自然共生社会づくりの取組は、いずれも社会経済システムやライ
フスタイルの見直しを必要とするものであり、地域レベル、全国レベルでこれら3つの社会づくりの取組を統
合的に推進していくことが求められます。
例えば、3Rの取組が進めば、廃棄物の焼却量や埋立量が減少し、廃棄物部門由来の温室効果ガスの排出量
も減りますし、バイオマス系循環資源等の原燃料への再資源化や廃棄物発電等への活用が進めば、化石燃料
由来の温室効果ガスの排出が抑制されます。
また、化石系資源や鉱物資源の投入量の抑制は、資源採取に伴う生物の生息・生育環境の損失の防止につ
ながりますし、自然界での再生可能なバイオマス系循環資源を活用することで、農地・森林の保全や里地里
山の生態系の保全が図られます。
循環型社会の実現のためには、地域の特性・活力を活かし、それぞれの地域において循環型社会を形成し
ていくことも欠かせません。
このため、循環型社会形成推進基本計画では、地域の特性や循環資源の性質に応じて、最適な規模の循環
を形成する「地域循環圏」の形成を進めることを大きな課題としています。
地域循環圏の形成を進めていくためには、それぞれの地域の文化等の特性や地域に住む人と人とのつなが
りに着目し、その構築事例を積み重ねていく必要があります。
例えば、［1］農山漁村地域で、生ごみの肥飼料化、バイオガス化や木材の有効利用を推進する、［2］都市・
近郊地域で、都市・近郊で排出される食品廃棄物等を農村地域で肥料として利用する都市農村連携やエコタ

再資源化製品や
再生エネルギー
の流れ

都市・近郊地域
循環圏 里地里山里海

地域循環圏

循環資源
の流れ

里地里山里海地域循環圏

循環型産業（広域）地域循環圏

動脈産業地域循環圏

里地里山（農山村）
林業、農業、畜産業、

観光業

小都市

中都市

大都市
漁村

漁業・水産業

動脈産業集積地

里海

循環型産業
集積拠点

循環型産業
集積拠点

循環型産業
集積拠点

循環型産業
集積拠点

○都市系の循環資源（廃棄物）
を都市内で循環利用

○動脈産業の基盤を活用し
多様な循環資源を利活用

○バイオマス系の循環
資源の地域内循環

○循環産業や動脈産業の集
積拠点などと連携しなが
ら適正規模で資源循環

○エコタウンなどの静脈産
業の集積基盤を活用し多
様な循環資源を利活用

資料：環境省

�地域循環圏の類型パターンと重層的な構成イメージ

写真：株式会社アミタ持続可能経済研究所

�南三陸町の取組
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ウン、工業地域等との連携を進める、［3］動脈産業地域で、セメント、鉄鋼等の基幹動脈産業の基盤やインフ
ラをこれまで以上に活用し、循環資源を大量に抱え持つ大都市エリアと連携する、［4］循環型産業地域で、リ
サイクル事業者の保有する技術等をより一層高度化させ、動脈産業地域との連動を図ること等により、それ
ぞれの地域にあった循環システムを形成することが考えられます。
東日本大震災でも見直された地域のきずなと物質循環を連携させて、新しい地域のあり方を組み立ててい
くことも大きな課題です。環境省では、東北地方で日常的に発生する循環資源を最大限活用しつつ、循環型
社会ビジネスによる復興を目指す取組を支援しています。
東日本大震災で大きな被害を受けた宮城県南三陸町は、平成23年11月に「南三陸震災復興計画」を策定し、
再生可能エネルギーの導入、廃棄物の減量とリサイクル、産業廃棄物などの適正処理などを推進しています。
環境省では、その一環として同町で行われている、生ごみ・し尿及び浄化槽汚泥を対象としたバイオガス
化やその他可燃ごみを対象とした資源化の実証実験への支援を実施しています。
この事業は、今までは燃やすごみだったものを、［1］生ごみ、［2］容器包装プラスチック、［3］その他可燃
物の3つに分別、回収し、生ごみはバイオガス化し容器包装プラスチックとその他可燃物は再生製品や燃料等
として再資源化を目指すものです。また、バイオガス施設で発生した液肥は農業振興のために使用したり、
電気や熱は産業振興や緊急時の防災拠点へのエネルギーとして利用したりすることにより、新たな産業や雇
用を生み出すこともあわせて検討しています。

（5）循環資源・バイオマス資源のエネルギー源への利用

東日本大震災以降、各地の電力不足や原発に大きく依存してきたエネルギー・環境戦略の見直しを踏まえ、
分散型電源であり、かつ、安定供給が見込める循環資源やバイオマス資源の熱回収や燃料化等によるエネル
ギー供給が果たす役割は、一層大きくなっています。
廃棄物発電は、ごみを焼却する時に発生する高温の
排出ガスの持つ熱エネルギーをボイラーで回収し、蒸
気を発生させてタービンを回して発電するものです。
原子力発電所は、遠隔地で発電して東京などの都市
部に電力を送ります。これに対し、廃棄物発電やバイ
オマス発電の場合、基本的に廃棄物やバイオマスがあ
るその地域内で発電することになりますので、地産地
消のエネルギー源となります。廃棄物発電の促進は、
建設の際に周辺住民の理解を得るのに多大な努力を要
するなど、これまで負のイメージで捉えられることの
多かった廃棄物処理施設について、地域との共生や地
域内でのエネルギー自給という新たな息吹をもたらす
可能性も秘めています。
また、木材、生ごみ、バイオエタノールなどのバイ
オマス資源は、自然界で再生可能な資源であり、石油
や石炭などの化石資源と比べて持続可能性が高いとい
う大きな利点があります。
しかしながら、我が国では、コストや技術上の課題
などからバイオマス資源のエネルギー供給源に占める
割合は極めて低く、廃棄物の燃焼によって発生する熱
量の4分の3程度が無駄に失われてしまっています。
右図は我が国における電源構成を示したものですが、
バイオマス資源が占める割合は、全体のわずか0.3％
に過ぎません。さらに、バイオマス発電のうち、廃棄
物が90％以上を占めており、木材などその他のバイオ
マス資源が占める割合は数％となっているとの民間の
調査結果も出ています（自然エネルギー政策プラット
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2010年度
総発電量

11,569億kWh

資料：再生可能エネルギー発電量：「エネルギーミックスの選択肢の策定に向けた再
生可能エネルギー関係の基礎資料」平成24年2月22日、資源エネルギー庁

�我が国の発電量に占めるバイオマス・廃棄物発電の量（2010
年度）
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フォーム）。
我が国において、バイオマス資源のエネルギー利用が進んでいない大きな理由は、価格競争力が弱く、供
給が不安定なことにあります。このため、関係者が連携して、コスト低減と安定供給等を実現するための技
術開発、需要の創出、効率的な収集運搬体制の整備を行っていくことが、事業化の鍵となります。
廃棄物発電は、スケールメリットが重要であり、規模が大きいほど高効率となります。我が国は、欧米と
比べて施設規模が小さく発電効率は低い状況にありますが、近年、廃棄物処理施設の更新時の施設の集約化
や最新設備の導入等により発電効率は少しずつ上昇しています。
燃料となるごみの組成も重要です。プラスチックなどの石油製品は熱量を上げますが、生ごみなどに含ま
れる水分はごみの熱量を下げてしまいます。家庭でできる、生ごみの分別リサイクルや、水切りの徹底も廃
棄物発電の効率化につながります。
ごみ焼却に伴う熱の有効利用策としては、発電以外に熱（蒸気）そのものを利用する方法があります。我が
国では、主に温水プールや温浴施設として活用されていますが、施設外の地域冷暖房などより効果的・効率
的な利用を推進していく必要があります。
循環資源・バイオマス資源のエネルギー源への利用は上記のように克服すべき課題が多いのが実情ですが、
平成24年7月からは、電気事業者による再生エネルギー電気の調達に関する特別措置法に基づく再生可能エ
ネルギー固定価格買取制度が始まっており、その対象となった廃棄物発電やバイオマス発電のより一層の導
入促進が期待されています。
これらを踏まえ、第3次循環型社会形成推進基本計画には、地域の自主性と創意工夫を活かしながら循環資
源・バイオマス資源のエネルギー源への利用を進めるため、［1］地方公共団体による高効率廃棄物発電施設の
早期整備、［2］焼却施設や産業工程から発生する中低温熱の地域冷暖房などへの有効利用の促進、［3］生ごみ
等からのメタン回収を高効率に行うバイオガス化などの施策が盛り込まれています。

（6）国際的取組の推進

現在、世界的な経済成長と人口増加に伴い、地球規
模で廃棄物の発生量が増大しており、特にアジア地域
は世界の廃棄物発生量全体の約4割を占めています。
廃棄物の発生量は今後も増加することが見込まれ、
2050年（平成62年）の世界全体の廃棄物発生量は、
2010年（平成22年）の2倍以上となる見通しとなってい
ます。
すでに、中国やインドなど、近年急速に工業化が進
んでいる国々においては、日本が高度経済成長期に経
験したような公害の問題や、廃棄物処理に関する問題
が発生しています。国内経済の工業化がそれほど進ん
でいない発展途上国でも、河川や湖などへの生ごみの
投棄が、環境汚染の要因となっています。
急速な経済成長が見込まれる発展途上国が深刻な公
害問題や廃棄物問題を回避して循環型社会を達成する
ためには、一人当たりGDPが上昇しても廃棄物量は
少ない持続可能な経済成長を促していくことが重要です。
このため、我が国はアジア各国を対象に、国家として3Rを推進するための戦略づくりの支援や政策対話な
どを実施しています。例えば、マレーシアでは、食品廃棄物管理の国家戦略計画の策定を支援しています。
現在、マレーシアにおいて廃棄物の約5割を占めている食品廃棄物は、ほぼすべてがそのまま埋立処分されて
おり、その有効活用が長年の課題となっています。我が国では、マレーシアからの要請を受け、食品廃棄物
のコンポスト（堆肥）利用に向けて、［1］排出事業者と堆肥利用者のループをつなぐ役割を果たしている食品リ
サイクル法や、廃棄物の分別・収集体制など我が国の優れた法制度・知見を活かした政策策定、［2］マレーシ
アの自治体等でのパイロットプロジェクト（実証事業）の実施等の支援を行っています。
多国間にまたがる取組としては、我が国の提唱により2009年（平成21年）に設立されたアジア3R推進フォー
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資料：田中勝（株式会社廃棄物工学研究所）、2011
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ラムにおいて、3Rに関するハイレベルの政策対話の促進、情報共有、関係者のネットワーク化等を行い、ア
ジアにおける循環型社会づくりに取り組んでいます。
上記のさまざまな状況を踏まえ、第3次循環型社会形成推進基本計画には、［1］二国間協力やアジア3R推進
フォーラムなどを通じた、3R推進に関する情報共有や合意形成の推進、［2］我が国循環産業の海外展開の推
進、［3］有害廃棄物等の国際的な移動による環境汚染を防止するための水際対策の強化、［4］途上国では適正
な処理が困難であるものの我が国では処理可能な国外廃棄物等の受け入れ、［5］環境汚染が生じないことを前
提とした、石炭灰、高炉水砕スラグなどの輸出円滑化等の施策が盛り込まれています。

第6節　環境共生型の地域づくり

我が国では、人口の少子・高齢化により、各地域の地域づくりにもさまざまな影響が生じています。都市
の一部では人口が増加する一方で、それ以外の地域では人口減少が著しく、人の手が十分に行き届かない森
林や農地が増えています。また、今後は少子・高齢化が一層進み、地域コミュニティのつながりを維持する
担い手が不足してコミュニティの活力が弱まっていくことも懸念されます。
また、我が国は、食料、エネルギー等の多くを海外からの輸入に頼っており、資源を保有する国・地域の
影響を大きく受けています。東日本大震災等の災害時には、エネルギーや水・食料等の物資の供給、流通に
支障が生じ、工場の操業など地域の経済活動や住民の日常生活にも大きな影響が生じました。
こうした状況を考えると、地域における自然環境をいかにして維持していくか、地域内で再生可能エネル
ギーを街づくりにどう位置付けるか、ということが将来の地域づくりに当たって重要になります。一方、こ
れまで見てきたとおり、地球規模での自然環境の変化に対し、国際的な取組や国レベルの取組が行われてい
る中で、従来地球環境もしくは国全体のレベルでのみ捉えられてきた問題についても、地域に根ざした地域
レベルでの取組として実施されてきています。これからの地域社会では、地球温暖化の問題、廃棄物の問題
などに個別に対応するのではなく、地域社会というシステムの中で、複数の課題をあわせて解決できるよう
な対策を講じることが求められています。そのためには、地域の自然資源や都市基盤、民間活力等に加えて、
地域に特有の文化・風土、人的資源を活用していくことが重要になります。

中　国
・2007年より日中廃棄物・リサイクル政策
対話を実施

・2009年6月、日中環境大臣間で、川崎-瀋
陽の「環境にやさしい都市」協力に関する
覚書締結

バングラデシュ
・2006年から、3R国家戦略策定支援を実施
・2010年12月に国家戦略が策定

タイ
・2005年から、3R国家戦略策定支援を実施

カンボジア
・2006年から、3R国家戦略策定支援を実施

ベトナム
・2005年から、3R国家戦略策定支援を実施
・2009年12月に国家戦略が策定

フィリピン
・2005年から、3R国家戦略策定支援を実施

韓　国
・2006年より日韓廃棄物・リサイクル政策
対話を実施

マレーシア
・2010年から、食品廃棄物管理に関する戦
略計画策定支援を実施

シンガポール
・2010年7月環境大臣政務官とシンガポー
ル環境庁CEO間でLOI(基本合意書)署名

インドネシア
・2005年から、3R国家戦略策定支援を実施
・3R国家戦略最終案が政府承認手続中
・2010年10月24日　両国環境大臣間で「固
形廃棄物、有害・毒性廃棄物管理分野にお
ける協力覚書（MOC）」を締結

資料：環境省

�3R・廃棄物対策における関係各国との密接な連携
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1　都市部から郊外まで、多様性に富む大都市の取組（神奈川県横浜市）

神奈川県横浜市は、ここ60年の間に人口が約3.5倍の約370万人にまで増え、エネルギー消費量も増加の一
途を辿っています。一方で、2025年（平成37年）には65歳以上の高齢者が100万人に達すると見込まれてお
り、急速な高齢化にも直面しています。また、同市には、多くの大企業が本社を構える、高層ビルが林立し
た地区と歴史的な構造物が並ぶ古くからの旧市街が共存するエリアがある一方で、郊外には閑静な住宅街や
田畑、里山や雑木林などが広がっています。
高度経済成長期には人口が急増し、深刻な廃棄物・公害問題を抱えましたが、一方で廃棄物の30％削減を
目標とする「G30」など市民の主体的な取組によって克服してきた問題もあります。
近年では、都市開発がさらに進む中で、家庭・業務部門の温室効果ガスが大幅に増加し、住宅・建築物の
対策強化が課題となっています。そのため、「横浜スマートシティプロジェクト（YSCP）」を立ち上げました。
このプロジェクトでは、市内に立地する民間企業が中心となって協働し、市内の広範なエリアで再生可能エ
ネルギーや未利用エネルギーの導入、家庭・ビル・地域でのエネルギーマネジメント、次世代交通システム
等の構築に取り組んでいます。特に住宅では、一戸建てや社宅等の集合住宅への太陽光パネルや太陽熱利用
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資料：日本統計年鑑より環境省作成

�日本の人口変化率（2005年～2010年）
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資料：社会生活統計指標より環境省作成

�都道府県における総生産の増減率（2005年～2008年）

0 400km

（％）
38
36
34
32
30
28
26
24
22
20
18

資料：将来推計人口より環境省作成

�都道府県における65歳以上人口の割合（2010年）
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�都道府県における65歳以上人口の割合（2035年）
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システムの設置や、エネルギーの使用状況をリアルタイムで表示するなど、家庭におけるエネルギー管理を
支援するHEMS（ホームエネルギーマネジメントシステム）等を導入したスマートハウスの建設が民間事業者
と一体となって進められています。
また、大都市でありながら身近な場所に豊かな自然が残され、それらを守り・育て・楽しむ活動が市民や学
校、企業の間で盛んに行われています。行政は生物多様性保全分野にも力を入れており、生物多様性自治体ネッ
トワークの代表として、「国連生物多様性の10年日本委員会」に参画しています。また、都市化に伴って生物多
様性保全にも貢献する森林・農地等が減少してきたことを受け、独自の「横浜みどり税」を創設し、これを財源
に「樹林地を守る」「農地を守る」「緑をつくる」の3つの柱で緑の保全・創造に取り組んでいます。
地域住民・民間事業者・行政・大学が連携しながら民間の活力を導入して、急速な高齢化や環境に配慮し
た持続可能な郊外のまちづくりに取り組んでいます。平成23年には我が国の環境未来都市に選定され、環境
対策と経済成長の両立の実現に向けて、アジアの多くの都市が直面する課題の解決モデルを示す都市を目指
しています。

2　公害経験から環境首都へ（熊本県水俣市）

かつて水俣病により深刻な公害被害を受けただけでなく、地域が引き裂かれた水俣市では、公害の体験を
広く世界の人々に伝え、水俣病のような世界に類例を見ない公害を二度と繰り返してはならないという強い
決意の下に、平成2年に日本で初めて「環境モデル都市づくり宣言」を行い、地域が一体となって水俣病を教訓
とした環境のまちづくりを進めています。
その取組の一つが、地域のつながりをもう一度つくり直すために「寄

よ
ろ会」と称して始まった市民の活動で

す。昔から地域にある自然の恵み等を調べ、絵地図に落とし込んだ「あるものさがし」、人や技術を調べた「地
域人材マップ」などの取組を行いました。ここから派生して始まったのが「菜の花のまちづくり」です。地域の

写真：日経BP社

写真：積水ハウス株式会社

スマートハウスの例（HEMSを利用して
いる例（上）と集合住宅（下））

資料：横浜市

�横浜スマートシティプロジェクト実証イメージ

1970年 1980年 2009年 

※年によって調査手法や精度が異なるため、おおむねの傾向を示したものです。
資料：横浜市 

�横浜の緑地の変遷
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お年寄りが小学生と菜の花を栽培し、菜種油を採ります。油は給食等に利用され、その廃油でつくったキャ
ンドルを水俣病慰霊の鎮魂の催しで灯します。資源循環型の取組である菜の花の活動を通して、世代を超え
て豊かな知識・技術、公害体験等を子供たちに伝えています。
また、水俣市を環境モデル都市としてつくり上げていこうという市民の高い意識を反映して、家庭ごみの
24種類分別に取り組んでおり、平成21年には「ゼロ・ウェイスト宣言」を行いました。山間部の集落では、自
分たちの生活環境は自分たちで守る、という考えの下「地区環境協定」を決め、環境保全や不法投棄の監視な
どを行っています。
これらの取組が評価され、平成23年には国内のNGOが主催するコンテストで「日本の環境首都」に選定されま

した。環境首都としての取組を深めていくため、地域市民、企業、行政等が参加する「円卓会議」を設置し、環
境と地域経済、心豊かな市民生活の3つの要素がそれぞれ高め合い、「かけ算」の発想で相乗効果を生み出す「環
境と経済が一体となって発展する持続可能な『真の豊かさ』が実感できるまちづくり」を引き続き目指しています。
平成25年10月には、水銀の適切な管理のための「水銀に関する水俣条約」を採択・署名する外交会議が水俣
市で開催されます。この条約には、水銀を使った製品の輸出入を2020年（平成32年）以降、原則禁止とする
等の内容が盛り込まれており、水俣病と同様の健康被害や環境破壊を世界で繰り返さないという決意の下、
採択される予定です。こうした場面でも、水俣病の教訓を活かした環境のまちづくりの取組を世界に向けて
発信していきます。

3　森林資源を活用した山村と都市の連携（岡山県西粟倉村）

岡山県西粟倉村は、人口1,500人強の村です。村の総面積のうち
95％を森林が占め、二酸化炭素の吸収量が排出量を上回っています。
森林面積の約85％は人工林で、長期的な間伐などの手入れが必要です。
森林を軸とした地域活性化、地球温暖化対策を通じて中山間地の小規
模自治体としての生き残りを模索してきました。
平成20年より、「齢百年の美しい森林に囲まれた『上質な田舎』を実
現する」というビジョンを掲げ、「百年の森林構想」を着想し、事業を開
始しました。この事業では、村が村内の森林を一括管理し、森林組合
が施業管理を行う長期施業管理委託を行っています。そうした上で、
株式会社を設立し、間伐の結果生じた残材を木材やバイオマス等とし
て活用することで、地域資源から価値を生み出し、森林資源の消費地
である都市との連携を図っています。また、都市部の市民から小口投
資を募るための「共有の森ファンド」を設立して施業資金を確保する資金の流れをつくるとともに、体験施設
での森林散策ツアーや木工体験等を通じて都市部の市民に森の恵みを伝える取組を行っています。また、カー
ボン・オフセットとして認定を獲得し、企業等と二酸化炭素の排出権を売買することで間伐面積のさらなる
拡大等森林管理にかかわる事業の拡大を目指しています。

写真：水俣市

�菜の花のまちづくり

写真：水俣市

�資源ごみの収集風景

資料：水俣市

�環境首都のマーク

写真：西粟倉村

�体験施設「森の学校」における間伐材を
利用した工作の様子
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株式会社
トビムシ

森林所有者 施業収益分配金

配当

出資

共有の森ファンド（特別勘定）

西粟倉村役場

大手製材会社等

素材販売収入

地元製材工場

株式会社西粟倉・
森の学校

地域メディア事業
産直住宅事業
部材供給事業
地場産品企画・販売

消費

販売支援報酬
施業収益分配金

美作東備森林組合

森林管理
基本合意書

投資家

※小口投資に限定し
多数の参加を得る

長期施業管理
契約（三者）

資料：西粟倉村資料より環境省作成

�百年の森事業の概要

真に豊かな地域社会づくりを目指して［1］―島根県海士町

島根県隠岐諸島の一つ、中ノ島に位置する人口約2,300人の海
あま
士
ちょう
町は、過疎、少子高齢化、財政悪

化という深刻な課題を解決するため、産業振興による雇用拡大と島外との積極的な交流に取り組んでい
ます。財政が危機的状況に陥った平成17年に行った行政改革を皮切りに、地域社会の再構築を始めま
した。経済的な繁栄を求める地域開発を進めることへの疑問から、地域づくりの中で重点を置いている
のは住民の幸せの追求と産業振興による島のブランド化の実現です。
住民の幸せを追求するため、平成20年に、町の基本方針となる「第四次総合振興計画」を策定した際
には、15歳から70歳までの有志の町民と役場の若手職員が、「ひと」「暮らし」「産業」「環境」の視点か
ら検討を行い、最終的には、本編とセットで、より分かりやすく表現を工夫した別冊を制作しました。
この冊子は、海士町の生活者の視点から地球温暖化、資源等の環境問題、少子高齢化等の人口問題、行
政主導のまちづくりの限界等の種々の問題を解決するための、24の「住民による具体案」を提示してい
ます。1人でできること、100人でできることなど、人数別に課題解決のアイデアを紹介しているのが
特徴です。
離島というと閉鎖的なイメージですが、海士町は島外の若い人材の積極的な受入れと、島の地域資源
を組み合わせた新商品の開発や新産業・新規雇用の創出に取り組んでいます。島の食文化を商品化した
「島じゃ常識！サザエカレー」、白イカや岩がきなどを獲れたての鮮度と美味しさそのままに都会の消費
者に届けるCASシステムなど産業振興を行っています。そして、島の産品の販売のほか、企業・大学
の研修や視察の誘致による島内外の交流を行っているのは、島外から移住した若者たちが興した企業で
す。
島外から移住したIターン者は平成16年から平成23年までに310人、地元に戻ってきたUターン者は
173人となり、島外の視点で島内の取組を活性化しています。また、地域づくりのモデルとして多くの
自治体が視察に訪れるなど、海士町の持続可能な島に向けた取組は大きな注目を集めています。

平成24年度 第1部│第2章　真に豊かな社会の実現に向けて
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資料：海士町

�第四次海士町総合振興計画　別冊
2009-2018「海士町をつくる24の提案」

　

写真：海士町

�海士町の白イカ（上）と岩ガキ（下）

第7節　未来を担う子供達を育てる環境教育の取組

2002年（平成14年）のヨハネスブルグサミットでの我が国の提案を
きっかけに、2005年（平成17年）からの10年は、国連「持続可能な開発
のための教育の10年」とされました。現在、持続可能な開発のための
教育、いわゆるESD（Education for Sustainable Development）に、
世界中が取り組んでいます。私たち一人ひとりが、世界の人々や将来
世代、また環境との関係性の中で生きていることを認識し、行動を変
革することが必要であり、そのための教育がESDです。ESDでは、環
境分野だけでなく、貧困、人権などさまざまな問題を扱っています。
2012年（平成24年）に開催されたリオ＋20においても、ESDを一層
推進していくことなどが合意されました。
環境教育の分野では、平成23年に改正法として成立した「環境教育等による環境保全の取組の促進に関す
る法律」及び同法に基づく基本方針において、学校教育における環境教育の充実や、さまざまな主体が適切な
役割分担の下で相互に協力して行う協働取組の重要性などが明記され、現在国内各地で、これらに基づく取
組が行われています。また、海外においても国連大学やが中心となって世界各地でのESDに関する地域拠点
（RCE：Regional Centre of Expertise on ESD）の整備等を推進しています。

1　学校における取組

多くの子供達に確実に行われる学校教育は、人材育成の観点で大きな役割を担っています。平成20年及び
平成21年に改正された新学習指導要領（平成23年4月から順次施行）において、持続可能な開発の考え方が盛
り込まれたほか、さまざまな教科において環境教育を実施することが明記されました。
愛知県豊田市の小学校では、学校の改修の際に環境に配慮した施設整備を行い、改修した校舎を使って日
照のコントロールや自然エネルギーの有効利用について学習した上で、学校を訪れる近隣の人などに対して
校舎の説明をすることを通して、環境に配慮した望ましい働き掛けができる子供を育むさまざまな取組を行っ
ています。

環境教育

ESD

社会面
での教育

経済面
での教育

国際理解

資料：環境省

�ESDの考え方
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2　身近な地域における取組

地域においては、行政やNPO、大学などが連携することで、効果的な環境保全等の取組を実施しています。
例えば、地域の多様な主体が連携し、子供達とともに地元の資源を活用しながら課題解決の方策を考えてい
くことを通して、環境保全の取組を促進している地域もあります。
新興住宅地の広がる愛知県春日井市では、市内の小学校において、教員と大学・NPO・企業・福祉施設な
どが協力し、身近な自然環境や、地域に暮らすさまざまな人々との絆を取り戻す「かすがいKIZUNA」プロ
ジェクトに取り組んでいます。同プロジェクトでは、各主体が協力して会議を開催し、自然との共生につい
てのフィールドワークと教科教育をつなげる小学4年生から6年生までのカリキュラムを作成しました。カリ
キュラムを実践する段階では、大学生がアシスタントとして子供達の学びをサポートし、その経験から大学
生自身も大きく成長する、重層的な学びの場が生まれています。
また、環境省や文部科学省の指導・助言を得ながら、企業、民間団体、地方公共団体等が連携・協力して
全国に活動を展開している「こどもエコクラブ」は、幼児から高校生までが、地域に根ざした環境教育・環境
保全活動を、自発的・継続的に行うことを促す優れた取組であり、全国で約11万人が参加しています。

資料：環境省

○平成18年6月　教育基本法の改正
教育の目標に、生命を尊び、自然を大切にし、環境の保全に寄与する
態度を養うことを規定。

○平成19年6月　学校教育法の改正
義務教育の目標に、学校内外における自然体験活動を促進し、生命及
び自然を尊重する精神並びに環境の保全に寄与する態度を養うことを
規定。
○平成20年1月　学習指導要領に関する中央教育審議会答申
各教科、道徳、特別活動及び総合的な学習の時間それぞれの特質等に
応じ、環境に関する学習が行われるようにする必要があることを明記。

○平成20年7月　教育振興基本計画の策定
家庭、学校、地域、企業等における生涯にわたる環境教育・学習の機
会の多様化を図ること、体験活動を取り入れた実践的な環境教育の充
実・展開を明記。

○平成20年～21年　学習指導要領の改正 （平成23年4月から順次施行）
（社会科における学習内容の例）
小学校：国土の保全などのための森林資源の働き及び自然災害の防止
中学校：自然環境が地域の人々の生活や産業と関係をもっていること
高　校：環境や資源・エネルギーをめぐる問題などの考察
○平成24年3月　学校における持続可能な発展のための教育（ESD）に

関する研究最終報告書（国立教育政策研究所）の公表
持続可能な社会づくりの学習指導を展開するために必要な枠組み、授
業実践事例や参考情報等を公表するとともに、学校、教育機関等へ普
及・指導。

�学校教育における環境教育の位置付け

写真：環境省

こどもエコクラブの活動

写真：かすがいKIZUNAプロジェクト

�フィールドワークを行う子供達
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3　豊かな自然を生かした取組

自然とのふれあいを大切にした取組も行われています。
人々の行動やライフスタイルをより環境に配慮したものにするため
には、都市化で失われつつある自然の恵みによって人が生かされてい
る存在であると実感する機会を増やすことが有効です。我が国では、
エコツーリズム推進法（平成19年法律第105号）を制定しています。エ
コツーリズムとは、地域ぐるみで自然環境や歴史文化など、地域固有
の魅力を観光客に伝えることにより、その価値や大切さが理解され、
保全につながっていくことを目指していく仕組みです。エコツーリズ
ムを実施することにより、観光客が自然環境とつながる機会が得られ
るとともに、地域住民にとっても地域資源の価値を再認識する機会と
なることから、環境教育にもつながる取組と言えます。
群馬県みなかみ町は、上信越高原国立公園に指定されている谷川岳
を持続的に活用するためにエコツーリズムの取組を進めており、日本三大岩壁に数えられる一ノ倉沢を巡り
ながら周辺の歴史的建造物を巡るツアーをはじめとしたトレッキングツアーが実施されています。同ツアー
では、旅行者が生態系に悪影響を及ぼすことなく、谷川岳を中心とした地域の自然や文化等を楽しむことが
できます。同ツアーは、我が国の国立公園内におけるエコツーリズムとしては初めてエコツーリズム推進法
に基づき認定されたツアーであり、地域の発展につながることが期待されています。同町では、「地域活性
化」と「観光振興」そして「環境保全」の三つの要素を意識しながら、子供だけでなく大人も含めたすべての人が
自然の恵みを再認識することを目指しています。

写真：龍鳳登高会

�谷川岳一の倉沢 第
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環境・循環型社会・生物多様性白書では、各分野の施策等に関する報告について、
次のような章立てで報告しています。

第1章　低炭素社会の構築
第2章　生物多様性の保全及び持続可能な利用
第3章　循環型社会の構築に向けて
第4章　大気環境、水環境、土壌環境等の保全
第5章　化学物質の環境リスクの評価・管理
第6章　各種施策の基盤、各主体の参加及び国際協力に係る施策

1　低炭素社会の構築

（1）問題の概要

近年の人間活動の拡大に伴って二酸化炭素、メタン
等の温室効果ガスが人為的に大量に大気中に排出され
ることで、地球が過度に温暖化するおそれが生じてい
ます。特に二酸化炭素は、化石燃料の燃焼などによっ
て膨大な量が人為的に排出されています。我が国が排
出する温室効果ガスのうち、二酸化炭素の排出が全体
の排出量の約95％を占めています。

（2）地球温暖化の現況と今後の見通し

気候変動に関する政府間パネル（IPCC）が2007年
（平成19年）に取りまとめた第4次評価報告書によると、
世界平均地上気温は1906～2005年の間に0.74（0.56
～0.92）℃上昇し、20世紀を通じて平均海面水位は
17（12～22）cm上昇しました。（注：（　）の中の数
字は、90％の確からしさで起きる可能性のある値の範
囲を示している。）また、最近50年間の気温上昇の速度
は、過去100年間のほぼ2倍に増大しており、海面上
昇の速度も近年ではより大きくなっています。同報告
では、気候システムに地球温暖化が起こっていると断
定するとともに、20世紀半ば以降に観測された世界平
均気温の上昇のほとんどは人為起源の温室効果ガス濃
度の観測された増加によってもたらされた可能性が非
常に高いとしています。

また、同報告では、世界全体の経済成長や人口、技
術開発、経済・エネルギー構造等の動向について複数

資料：環境省

HFCs
1.6%

2011年度の
総排出量
1,308

［MtCO2eq］

CO2
94.9%
CO2
94.9%

CH4
1.6%

N2O
1.7%

SF6
0.1%

PFCs
0.2%

日本が排出する温室効果ガスの内訳（2011年単年度）

・2005年までの100年間に世界の平均気温が
0.74〔0.56～0.92〕℃上昇。
・最近50年間の昇温の長期傾向は過去100年
間のほぼ2倍。
・最近12年（1995年～2006年）のうち1996
年を除く11年の世界の地上気温は1850年以
降で最も温暖な12年の中に入る。
・北極の平均気温は過去100年間で世界平均の
上昇率のほぼ2倍の速さで上昇。
・20世紀を通じた海面水位上昇量は0.17m
・1993年～2003年の上昇率は年当たり3.1mm
発生頻度が増加

発生頻度が増加
1970年代以降、特に熱帯地域や亜熱帯地域で干
ばつの地域が拡大。激しさと期間が増加。
南北両半球において、山岳氷河と積雪面積は平
均すると縮小

発生頻度が減少

指標 観測された変化

世界平均気温

平均海面水位

暑い日及び熱波
寒い日、寒い夜及
び霜が降りる日
大雨現象

干ばつ

氷河、積雪面積

資料： IPCC 「第4次評価報告書」より環境省作成

地球温暖化の影響の現状
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のシナリオに基づく将来予測を行っており、1980年から1999年までに比べ、21世紀末（2090年～2099年）
の平均気温上昇は、環境の保全と経済の発展が地球規模で両立する社会では、約1.8（1.1～2.9）℃とする一
方、高度経済成長が続く中で化石エネルギー源を重視した社会では約4.0（2.4～6.4）℃と予測しています。

同報告では、新しい知見として、地球温暖化により、大気中の二酸化炭素の陸地と海洋への取り込みが減
少するため、地球温暖化が一層進行すると予測されています（気候－炭素循環のフィードバック）。また、大
気中の二酸化炭素濃度の上昇に伴って海洋は酸性化しており、すでに産業革命前に比べて海面の平均pHは
0.1低下し、21世紀中にさらにpHが0.14～0.35低下して酸性化が進行すると予測されています。

また、気象庁の気候変動監視レポート2011によると、日本の年平均気温は、100年あたり1.15℃の割合で
上昇しています。

日本においても、気候の変動が農林水産業、生態系、水資源、人の健康などに影響を与えることが予想さ
れています。

（3）日本の温室効果ガスの排出状況

日本の2011年度（平成23年度）の温室効果ガス総排出量は、約13億800万トン＊（注：以下「＊」は二酸化炭
素換算）でした。京都議定書の規定による基準年（1990年度。ただし、HFCs、PFCs及びSF6については1995
年。）の総排出量（12億6,100万トン＊）と比べ、3.7％上回っています。また、前年度と比べると4.0％の増加
となっています。

これまで我が国は、京都議定書第一約束期間における温室効果ガスの6％削減目標に関し、京都議定書目
標達成計画（平成17年4月閣議決定、平成20年3月全部改定）に基づく取組を進めてきました。引き続き、個
別の取組の検証は必要であるものの、6％削減目標は達成可能と見込まれています。

温室効果ガスごとにみると、2011年度の二酸化炭素排出量は12億4,100万トン（基準年比8.4％増加）でし
た。その内訳を部門別にみると産業部門からの排出量は4億1,900万トン（同13.1％減少）でした。また、運輸
部門からの排出量は2億3,000万トン（同5.9％増加）でした。業務その他部門からの排出量は2億4,800万トン

（同50.9％増加）でした。家庭部門からの排出量は1億8,900万トン（同48.1％増加）でした。
二酸化炭素以外の温室効果ガス排出量については、メタン排出量は2,030万トン＊（同39.2％減少）、一酸化

二窒素排出量は2,160万トン＊（同33.7％減少）となりました。また、HFCs排出量は2,050万トン＊（同1.3％
増加）、PFCs排出量は300万トン＊（同78.5％減少）、SF6排出量は160万トン＊（同90.3％減少）となりました。
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注1：内側の円は各部門の直接の排出量の割合（下段カッコ内の数
字）を、また、外側の円は電気事業者の発電に伴う排出量及
び熱供給事業者の熱発生に伴う排出量を電力消費量及び熱消
費量に応じて最終需要部門に配分した後の割合（上段の数字）
を、それぞれ示している。

　2：統計誤差、四捨五入等のため、排出量割合の合計は必ずしも
100％にならないことがある。
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（4）フロン等の現状

CFC、HCFC、ハロン、臭化メチル等の化学物質に
よって、オゾン層の破壊は今も続いています。オゾン
層破壊の結果、地上に到達する有害な紫外線（UV-B）
が増加し、皮膚ガンや白内障等の健康被害の発生や、
植物の生育の阻害等を引き起こす懸念があります。ま
た、オゾン層破壊物質の多くは強力な温室効果ガスで
もあり、地球温暖化への影響も懸念されます。

オゾン層破壊物質は、1989年（平成元年）以降、オ
ゾン層を破壊する物質に関するモントリオール議定書（以下「モントリオール議定書」という。）に基づき規制が
行われています。その結果、代表的な物質の1つであるCFC-12の北半球中緯度における大気中濃度は、我が
国の観測では緩やかな減少の兆しが見られます。一方、国際的にCFCからの代替が進むHCFC及びオゾン層
を破壊しないものの温室効果の高いガスであるHFCの大気中濃度は増加の傾向にあります。

オゾン全量は、1980年代から1990年代前半にかけて地球規模で大きく減少した後、現在も減少した状態
が続いています。また、2011年（平成23年）の南極域上空のオゾンホールの最大面積は、過去10年間（2001
～2010年）の平均とほぼ同程度でした。オゾンホールの規模は、長期的な拡大傾向は見られなくなっている
ものの、年々変動が大きいため、現時点ではオゾンホールに縮小の兆しがあるとは判断できず、南極域のオ
ゾン層は依然として深刻な状況にあります。モントリオール議定書科学評価パネルの「オゾン層破壊の科学ア
セスメント：2010年」によると、南極域のオゾン層が1980年（昭和55年）以前の状態に戻るのは今世紀後半と
予測されています。

2　生物多様性の保全及び持続可能な利用

地球上には500万～3,000万種とも言われるほどの多くの生物が存在します。そしてそれらは生態系という
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一つの環のなかで深くかかわり合い、つながりあって生きており、二酸化炭素の吸収、気温湿度の調整、土
壌の形成などさまざまな働きを通して、人間にとって欠くことのできない生存基盤を提供しています。しか
し現在では、その多くが人間の活動によって生存を脅かされており、かつて無いスピードで多くの生きもの
が絶滅しつつあります。

（1）世界の野生生物の現状

世界で確認されている生物の種の総数は約175万種であり、まだ知られていない生物も含めた地球上の総
種数を500万～3,000万種とすれば、6～35％しか確認されておらず、世界の野生生物は依然として未知の部
分が大きいと言えるでしょう。

世界の野生生物の絶滅のおそれの現状を把握するため、IUCN（国際自然保護連合）ではレッドリストを作
成しています。レッドリストとは、個々の種の絶滅の危険度を評価して、絶滅のおそれのある種（絶滅危惧
種）を選定し、リストにまとめためものです。平成24年2月に公表されたIUCNのレッドリストでは、既知の
約175万種のうち、65,518種について評価されており、その割合は約4％と少ないですが、そのうちの約3割
が絶滅危惧種として選定されています。哺乳類、鳥類、両生類については、既知の種のほぼ全てが評価され
ており、哺乳類の2割、鳥類の1割、両生類の3割が絶滅危惧種に選定されています。また絶滅したと判断さ
れた種は、795種（動物705種、植物90種）となっています。国連で平成13～17年に実施されたミレニアム生
態系評価では化石から当時の絶滅のスピードを計算しており、100年間で100万種あたり10～100種が絶滅
していたとしています。過去100年間で記録のある哺乳類、鳥類、両生類で絶滅したと評価されたのは2万種
中100種であり、これを100万種あたりの絶滅種数とすると5,000種となるため、過去と比較して絶滅のス
ピードが増していることが分かります。

（2）日本の野生生物の現状

日本で確認されている生物の種の総数は約9万種であり、まだ知られていない生物も含めると30万種を越
えると推定されており、約3,800万haという狭い国土面積（陸域）に多様な生物が生息しています。また、陸
生哺乳類、維管束植物の約4割、爬虫類の約6割、両生類の約8割が日本のみに生息する生物（日本固有種）で
あり、その割合が高いことも特徴です。

2%

資料：IUCNレッドリスト　2012.2

21%

79%

哺乳類
5,501種
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31%
61%

爬虫類
9,547種

13%
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66%
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67%

魚類
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3%

94%

維管束植物
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■主な分類群の絶滅危惧種の割合 ■評価した種の各カテゴリーの割合
　評価総種数：65,518種

準絶滅危惧
7％（4,828種）

絶滅危惧ⅠA類
6％（4,088種）

絶滅・野生絶滅
1％（858種）

絶滅危惧Ⅱ類
16％

（10,212種）
軽度懸念
44％（28,940種）

情報不足
16％

（10,673種）

絶滅危惧ⅠB類
9％（5,919種）

絶滅危惧種
31％（20,219種）

絶滅のおそれのある種
上記以外の評価種
評価を行っていない種

世界自然保護連合（IUCN）による絶滅危惧種の評価状況
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（3）第4次レッドリスト

環境省では日本の野生生物の現状を把握するため、平成3年に「日本の絶滅のおそれのある野生生物」を発行
して以降、定期的にレッドリストの見直しを実施してきました。

平成24年8月及び25年2月に第4次レッドリストを公表しました。絶滅のおそれのある種として第4次レッ
ドリストに掲載された種数は、10分類群合計で3,597種であり、平成18～19年度に公表した第3次レッドリ
ストから442種増加しました。

今回の見直しから干潟の貝類を初めて評価の対象に加えたという事情はありますが、我が国の野生生物が
置かれている状況は依然として厳しいことが明らかになりました。

今回、新たに絶滅と判断された種が、哺乳類で3種、鳥類で1種、昆虫類で1種、貝類で1種、植物I（維管

（1）　動物の評価対象種数（亜種等を含む）は「日本産野生生物目録(環境庁編　1993,1995,1998)」等による。
（2）　植物等のうち、維管束植物の評価対象種数（亜種等を含む）は日本植物分類学会の集計による。
（3）　植物等のうち、維管束植物以外（蘚苔類、藻類、地衣類、菌類）の評価対象種数（亜種等を含む）は環境省調査による。
（4）　表中の括弧内の数字は、前回の第3次レッドリスト（平成18、19（2006、2007）年公表）における掲載種数を示す。
（5）　昆虫類は今回から、絶滅危惧Ⅰ類をさらにⅠA類（CR）とⅠB類（EN）に区分して評価を行った。
（6）　貝類、その他無脊椎動物及び維管束植物以外については、絶滅危惧Ⅰ類のうちⅠA類とⅠB類の区分は行っていない。

注）　肉眼的に評価が出来ない種等を除いた種数。

カテゴリーは以下のとおり。
絶滅（Extinct）：我が国では既に絶滅したと考えられる種
野生絶滅（Extinct in the Wild）：飼育・栽培下、あるいは自然分布域の明らかに外側で野生化した状態でのみ存続している種
絶滅危惧Ⅰ類（Critically Endangered + Endangered）：絶滅の危機に瀕している種
絶滅危惧Ⅱ類（Vulnerabl：絶滅の危険が増大している種
準絶滅危惧（Near Threatened）：存続基盤が脆弱な種
情報不足（Data Deficient）：評価するだけの情報が不足している種

資料：環境省
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束植物）で2種ありました。（絶滅種一覧表参照）一方で、これまで絶滅したと思われていた種が再発見される
等により、絶滅ではなくなった種が、魚類で1種（クニマス）、貝類で4種（ヒラセヤマキサゴ、ハゲヨシワラ
ヤマキサゴ、キバオカチグサ、ナカタエンザガイ）、植物I（維管束植物）で3種（シビイタチシダ、ハイミミガ
タシダ、タイヨウシダ）、植物II（維管束植物以外）で4種（ヒカリゼニゴケ、チュウゼンジフラスコモ、コバ
ノシロツノゴケ、ヒュウガハンチクキン）ありました。なおレッドリスト関連資料は環境省ホームページから
ダウンロード可能です。

（4）今後の絶滅危惧種の保全のための取組

人間にとって欠くことのできない生存基盤を提供している野生生物の保全は、大変重要な取組です。環境
省では、まずは新たなレッドリストについて広く普及を図ることで、多くの方に日本の絶滅危惧種の現状及
びその保全への理解を深めるとともに、各種事業計画の実施に当たって配慮等を一層促していきます。

また、レッドリストの掲載種の中で特に保護の優先度が高い種については、生息状況等に関する詳細な調
査の実施等により更なる情報収集を行い、その結果及び生息・生育地域の自然的・社会的状況に応じて絶滅
のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律（平成4年法律第75号。以下「種の保存法」という。）に基づ
く国内希少野生動植物種に指定する等、必要な保護措置を講じていきます。

平成25年3月には、中央環境審議会より「絶滅のおそれのある野生生物の保全につき、今後講ずべき措置に
ついて」の答申を得、第183会国会～罰則の強化等を図る種の保存法の改正案を提出しました。
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キリシマタヌキノショクダイ
タカノホシクサ
ヒュウガホシクサ
ホソスゲ
タチガヤツリ
ホクトガヤツリ
チャイロテンツキ
イシガキイトテンツキ
タイワンアオイラン
ツクシサカネラン
ツシマラン
ジンヤクラン
ムニンキヌラン

種名分類群

維管束植物
（32種）

※太字は今回新たに絶滅とされた種
資料：環境省

脊椎動物及び維管束植物の絶滅種一覧

第
2
部

91



3　循環型社会の構築に向けて

（1）我が国の物質フロー

循環型社会を構築するためには、私たちがどれだけの資源を採取、消費、廃棄しているかを知ることが第
一歩となります。

また、第2次循環型社会形成推進基本計画（平成20年3月閣議決定。以下「循環型社会基本計画」という。）で
は、発生抑制、再使用、再生利用、処分等の各対策がバランス良く進展した循環型社会の形成を図るために、
この物質フロー（ものの流れ）の異なる断面である「入口」、「循環」、「出口」に関する指標に目標を設定してい
ます。

以下、我が国の経済社会におけるものの流れ全体を把握する物質フロー会計（MFA：Material Flow 
Accounts）を基に、我が国における物質フローの全体像とそこから浮き彫りにされる問題点、循環型社会基
本計画で設定した物質フロー指標に関する目標の状況について概観します。

ア　我が国の物質フローの概観

我が国の物質フロー（平成22年度）を概観すると、16.1億トンの総物質投入量があり、7.1億トンが建物や
社会インフラなどの形で蓄積されています。また1.8億トンが製品等の形で輸出され、3.2億トンがエネルギー
消費及び工業プロセスで排出され、5.7億トンの廃棄物等が発生しているという状況です。このうち循環利用
されるのは2.5億トンで、これは、総物質投入量の15.3％に当たります。

我が国の物質フローについての詳細は以下のとおりです。
「総物質投入量」について
平成22年度の総物質投入量は16.1億トンで、平成12年度の21.4億トンから5.3億トン減少しています。

「天然資源等投入量」について
天然資源等投入量とは国産・輸入天然資源及び輸入製品の量を指し、直接物質投入量（DMI：Direct 

Material Input）とも呼ばれます。
平成22年度の天然資源等投入量は、国内、輸入をあわせて13.6億トン（5.8億トン（国内分）＋7.8億トン（輸

入分））と推計されます。これは平成12年度の19.3億トン（11.3億トン（国内分）＋8.0億トン（輸入分））から5.7

注：含水等：廃棄物等の含水等（汚泥、家畜ふん尿、し尿、廃酸、廃アルカリ）及び経済活動に伴う土砂等の随伴投入（鉱業、建設業、上水道業の汚泥及び
鉱業の鉱さい）

資料：環境省

輸出（120）

最終処分
（56）

輸入製品（48）

蓄積純増（1,110）

食料消費（97）
自然還元（85）自然還元（85）

減量化（241）

エネルギー消費及び
工業プロセス排出（500）

国内資源
（1,125）

輸入
（800）

輸入資源
（752）

天然資源等
投入量
（1,925）

総物質
投入量
（2,138）

含水等（注）

（299）

廃棄物等
の発生
（595）

循環利用量（213）

施肥
（16）

（単位：百万トン）

平成12年度（参考） 平成22年度

食料消費（97）

減量化（241）

（単位：百万トン）輸入製品（55）

輸入資源
（727）

輸入
（783）

天然資源等
投入量
（1,365）

総物質
投入量
（1,611）

国内資源
（582）

輸出（184）
蓄積純増（543）

エネルギー消費及び
工業プロセス排出（480） 施肥

（14）
食料消費（88）

自然還元（83）

減量化（219） 最終処分
（19）

廃棄物等
の発生
（567）

循環利用量（246）

含水等（注）
（267）

我が国における物質フロー（平成22年度）

平成24年度
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億トン減少しています。
天然資源等投入量の減少要因は主に土石系資源投入量の減少によるものが大きく、大規模公共事業の変動

を反映していると考えられます。また、短期的には平成20年秋に起こった世界金融危機の影響等により、日
本国内に投入される天然資源が大きく減少しています。

さらに、この天然資源等投入量には、隠れたフロー（資源採取等に伴い目的の資源以外に採取・採掘され
るかまたは廃棄物などとして排出される物質。）を含んでいません。今後は、隠れたフローや資源採取段階に
使用したエネルギー資源等も含む総物質関与量（TMR）を意識しつつ、資源生産性を高め、現在の資源採取の
水準をさらに減らしていく必要があります。

イ　我が国の物質フロー指標に関する目標の設定

第2次循環型社会基本計画では、物資フローの「入口」、「循環」、「出口」に関する3つの指標について新たに
目標設定しています。

それぞれの指標についての目標年次は平成27年度としています。各指標について、最新の達成状況をみる
と以下のとおりです。

（ア）資源生産性（＝GDP/天然資源等投入量）
資源生産性を平成27年度において、約42万円/トンとすることを目標としています（平成12年度［約24.8万

円/トン］からおおむね6割向上）。なお、平成22年度
は約37.4万円/トンでした。ただし、土石系資源を除
いた資源生産性については、安定的な上昇は見られな
いことから（平成12年度約55万円/トン、平成22年度
約60.2万円/トン）、限りある天然資源の消費を抑制し、
より効率的な資源利用を行う必要があります。

（イ）循環利用率（＝循環利用量/（循環利用量＋天然
資源等投入量））

循環利用率を平成27年度において、約14～15％と
することを目標としています（平成12年度［約10％］か
らおおむね4～5割向上）。なお、平成22年度は約
15.3％であり、3年連続で目標を達成しています。こ
れは、長期的に見れば循環利用量の増加と天然資源等
投入量の減少に起因するものです。

（ウ）最終処分量（＝廃棄物の埋立量）
最終処分量を平成27年度において、約23百万トン

とすることを目標としています（平成12年度［約56百
万トン］からおおむね60％減）。なお、平成22年度は
約19百万トンであり、3年連続で目標を達成していま
す。

資料：環境省
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（2）廃棄物の排出量

ア　廃棄物の区分

廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号。以下「廃棄物処理法」という。）では、廃棄物と
は自ら利用したり他人に有償で譲り渡したりすることができないために不要になったものであって、ごみ、
粗大ごみ、燃えがら、汚泥、ふん尿などの汚物又は不要物で、固形状又は液状のものをいいます。

廃棄物は、大きく一般廃棄物と産業廃棄物の2つに区分されています。産業廃棄物は、事業活動に伴って生
じた廃棄物のうち、法律で定められた20種類のものと輸入された廃棄物をいいます。

一般廃棄物は産業廃棄物以外の廃棄物を指し、し尿のほか主に家庭から発生する家庭系ごみであり、オフィ
スや飲食店から発生する事業系ごみも含んでいます。

イ　一般廃棄物（ごみ）の処理の状況

平成23年度におけるごみの総排出量＊1は4,539万トン（前年度比0.1％増）、1人1日当たりのごみ排出量は
975グラム（前年度比0.1％減）となっています（東日本大震災により南三陸町（宮城県）の実績が欠損）。

＊1「ごみ総排出量」＝「収集ごみ量＋直接搬入ごみ量＋集団回収量」
これらのごみのうち、生活系ごみと事業系ごみの排出割合を見ると、生活系ごみが3,234万トン（約71％）、

事業系ごみが1,304万トン（約29％）となっています。
ごみは、直接あるいは中間処理を行って資源化されるもの、焼却などによって減量化されるもの、処理せ

ずに直接埋め立てられるものに大別されます。
ごみの総処理量のうち、中間処理されるごみは全体の排出量の約88％に当たる4,010万トンとなっていま

す。中間処理施設としては、焼却施設のほか、資源化を行うための施設（資源化施設）、堆肥をつくる施設（高
速堆肥化施設）、飼料をつくる施設（飼料化施設）、メタンガスを回収する施設（メタン回収施設）などがありま
す。中間処理施設に搬入されたごみは、処理の結果、450万トンが再生利用され、直接資源化されたものや
集団回収されたものとあわせると、総資源化量は930万トンになります。ごみの総処理量に対する割合（リサ
イクル率）は、平成2年度の5.3％から平成23年度の20.4％に大きく増加しています。中間処理量のうち、直
接焼却されるごみの量は3,399万トン（全体処理量の79.2％：直接焼却率）であり、焼却をはじめとした中間
処理によって減量されるごみの量は3,137万トン（全体処理量の73.0％）にもなります。また、焼却施設には、
発電施設や熱供給施設などが併設されて、発電、熱利用等有効利用が行われている事例も増加しています。

一方、直接最終処分される廃棄物、焼却残さ（ばいじんや焼却灰）、焼却以外の中間処理施設の処理残さを

注 1：一般廃棄物のうち、爆発性、毒性、感染性その他の人の健康又は生活環境に係る被害を生ずるおそれのあるもの
　2：燃えがら、汚泥、廃油、廃酸、廃アルカリ、廃プラスチック類、紙くず、木くず、繊維くず、動植物性残さ、動物系固形不要物、ゴムくず、金属くず、

ガラスくず、コンクリートくず及び陶磁器くず、鉱さい、がれき類、動物のふん尿、動物の死体、ばいじん、輸入された廃棄物、上記の産業廃棄物を
処分するために処理したもの

　3：産業廃棄物のうち、爆発性、毒性、感染性その他の人の健康又は生活環境に係る被害を生ずるおそれがあるもの
資料：環境省

廃棄物

〈事業者の処理責任〉

〈市町村の処理責任〉

特別管理一般廃棄物（※1）

ごみ

し尿
事業系ごみ

家庭系ごみ
粗大ごみ

一般ごみ（可燃ごみ、不燃ごみなど）

産業廃棄物 事業活動に伴って生じた廃棄物のうち法令で定められた20種類（※2）

一般廃棄物

＝産業廃棄物以外

特別管理産業廃棄物（※3）

廃棄物の区分

平成24年度
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あわせたものが最終処分場に埋め立てられる量になり
ます。直接最終処分量は約59万トンで、総排出量の
1.3％となっており、また、これに焼却残さと処理残
さをあわせた最終処分量の総量は482万トンであり、
どちらも年々減少しています。

ウ　一般廃棄物（し尿）の処理の状況

平成23年度の水洗化人口は1億1,769万人で、その
うち公共下水道人口が8,981万人、浄化槽人口が2,759
万人（うち合併処理人口は1,428万人）です。また非水
洗化人口は946万人で、そのうち計画収集人口が935
万人、自家処理人口が11万人です。

総人口の約3割（非水洗化人口及び浄化槽人口）から
排出されたし尿及び浄化槽汚泥の量（計画処理量）は
2,273万kLで、年々減少しています。そのほとんどは
水分ですが、1kLを1トンに換算して単純にごみの総排出量と比較すると、その数値が大きいことが分かりま
す。それらのし尿及び汚泥はし尿処理施設で2,091万kL、ごみ堆肥化施設及びメタン化施設で3万kL、下水
道投入で165万kL、農地還元で7万kL、そのほかで7万kLが処理されています。

なお、下水道終末処理場から下水処理の過程で排出される下水汚泥は産業廃棄物として計上されます。

エ　産業廃棄物の処理の状況

平成22年度における全国の産業廃棄物の総排出量は約3億8,599万トンとなっています。
そのうち再生利用量が約2億0,671万トン（全体の53％）、中間処理による減量化量が約1億6,700万トン

（43％）、最終処分量が約1,426万トン（4％）となっています。再生利用量は、直接再生利用される量と中間処
理された後に発生する処理残さのうち再生利用される量を足しあわせた量になります。また、最終処分量は、

集団回収量 総資源化量

処理後再生利用量直接資源化量

273
214

（5.0%）
450

（10.5%）
945

873
（20.4%）

445
（10.6%）

217
（5.1%） 処理残渣量

873
（20.4%）ごみ総排出量

4,010
（93.6%） 減量化量 418

（9.8%）

3,124
（73.0%）

処理後最終処分量
423

（9.9%）
最終処分量直接最終処分量
482

（11.3%）
59

（1.4%）
自家処理量

66
（1.5%）

484
（11.3%）

3

4

265 930

4,539

注１：計画誤差等により、「計画処理量」と「ごみの総処理量」（＝中間処理量＋直接最終処分量＋直接資源化量）は一致しない。
　２：減量処理率（％）＝［（中間処理量)＋（直接資源化量)］÷（ごみの総処理量)×100
　３：「直接資源化」とは、資源化等を行う施設を経ずに直接再生業者等に搬入されるものであり、平成10年度実績調査より新たに設けられた項目、平成9

年度までは、項目「資源化等の中間処理」内で計上されていたと思われる。
資料：環境省

計画処理量 中間処理量

4,273

4,536 4,263 4,279

ごみ総処理量
4,284

3,996
（93.4%）

3,137
（73.2%）

[　]内は、平成22年度の数値を示す。
※数値は、四捨五入してあるため合計値が一致しない場合がある。

※（　）内は、ごみ総処理量に占める割合を示す（平成22年度数値についても同様）。
単位：万トン

全国のごみ処理のフロー（平成23年度）

電気・ガス・
熱供給・水道業
 95,571
　　(24.8%)

農業、林業
85,090

（22.0%）建設業
73,210
（19.0%）

鉄鋼業
28,633
（7.4%）

化学工業
13,890
（3.6%）

鉱業
11,577
（3.0%）

食料品製造業
8,524（2.2%）

電子・電気・通信機械器具
4,338（1.1%） その他の業種

22,758
（5.9%）

窯業・土石製品
8,986
（2.3%）

パルプ・紙・紙加工品
33,405（8.7%）

計
385,988
（100%）

資料：環境省「産業廃棄物排出・処理状況調査報告書」

産業廃棄物の業種別排出量（平成22年）
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直接最終処分される量と中間処理後の処理残さのうち処分される量をあわせた量になります。
産業廃棄物の排出量を業種別に見ると、排出量の最も多い業種が電気・ガス・熱供給・水道業、農業・林

業、建設業となっています。この上位3業種で総排出量の約6割を占めています。
産業廃棄物の排出量を種類別に見ると、汚泥の排出量が最も多く、全体の4割程度を占めています。これに

次いで、動物のふん尿、がれき類となっています。これらの上位3種類の排出量が総排出量の8割を占めてい
ます。

4　大気環境、水環境、土壌環境等の保全

（1）大気環境の保全対策

大気汚染の状況を全国的な視野で把握するとともに、大気保全施策の推進等に必要な基礎資料を得るため、
国設大気環境測定所（9か所）及び国設自動車交通環境測定所（10か所）を設置し、測定を行っています。これ
らの測定所は、地方公共団体が設置する大気環境常時監視測定局の基準局、大気環境の常時監視に係る試験
局、国として測定すべき物質等（有害大気汚染物質）の測定局、大気汚染物質のバックグラウンド測定局とし
ての機能を有しています。

加えて、国内における酸性雨や越境大気汚染の長期的な影響を把握することを目的として、「越境大気汚
染・酸性雨長期モニタリング計画（平成21年3月改訂）」に基づくモニタリングを離島など遠隔地域を中心に全
国27か所で実施しています。

また、環境放射線等モニタリング調査として、離島等（全国10か所）の人による影響の少ない地域において
大気中の放射線等のモニタリングを実施しており、その調査結果を、ホームページ「環境放射線等モニタリン
グデータ公開システム（http://housyasen.taiki.go.jp/（別ウィンドウ））」で情報提供しています。

都道府県等では、一般局及び自排局において、大気汚染防止法（昭和43年法律第97号。以下「大防法」とい
う。）に基づく大気の汚染状況を常時監視しています。

また、国は、そのデータ（速報値）を「大気汚染物質広域監視システム（愛称：そらまめ君）」によりリアルタ
イムに収集し、インターネット及び携帯電話用サイトで情報提供しています。

平成21年9月に環境基準が設定されたPM2.5について、常時監視網の整備に取り組んでいます。また、
PM2.5の排出源は、固定発生源、移動発生源及び大気中での生成など多岐にわたるため、効果的な対策の検討

排　出　量

385,988千t
（100%）

389,746千t
（100%）

再生利用量

204,733千t
（53%）

206,712千t
（53%）

最終処分量

14,255千t
（4%）

13,591千t
（3%）

減量化量

167,000千t
（43%）

169,443千t
（43%）

直接再生利用量

83,831千t
（22%）

中間処理量

295,859千t
（77%）

直接最終処分量

6,298千t
（2%）

処理残渣量

128,860千t
（33%）

処理後再生利用量

120,902千t
（31%）

処理後最終処分量

7,957千t
（2%）

［　］内は平成21年度の数値

＊各項目量は、四捨五入して表示しているため、収支が合わない場合がある。
資料：環境省「産業廃棄物排出・処理状況調査報告書」

産業廃棄物の処理の流れ（平成22年）
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のために質量濃度に加え成分分析も行うこととするな
ど、発生源の寄与割合や大気中の発生メカニズムの解
明等の科学的知見の集積に取り組んでいます。

なお、平成25年1月頃から中国においてPM2.5によ
る深刻な大気汚染が発生し、我が国でも一時的に
PM2.5濃度の上昇が観測されたこと等により、PM2.5に
よる大気汚染について国民の関心が高まってきたこと
を踏まえ、同年2月、国内の観測網の充実、専門家会
合による検討、国民への情報提供、対中国技術協力の
強化等から成る当面の対応方針を取りまとめました。
さらに、専門家会合において、PM2.5に関する「注意喚
起のための暫定的な指針」が示されました。この暫定
指針に基づき、都道府県等において注意喚起の運用や
情報提供が実施されています。

（2）水環境の保全対策

ア　環境基準の設定等

水質汚濁に係る環境基準のうち、健康項目について
は、現在、カドミウム、鉛等の重金属類、トリクロロ
エチレン等の有機塩素系化合物、シマジン等の農薬な
ど、公共用水域において27項目、地下水において28
項目が設定されています。さらに、要監視項目（公共
用水域：26項目、地下水：24項目）等、環境基準項目
以外の項目の水質測定や知見の集積を行いました。

生活環境項目については、BOD、COD、溶存酸素
量（DO）、全窒素、全りん、全亜鉛等の基準が定めら
れており、利水目的から水域ごとに環境基準の類型指
定を行っています。また、下層DO等の環境基準設定
に向けた調査・検討を実施しました。

生活環境項目のうち、水生生物の保全に係る水質環
境基準については、平成24年度には国が類型指定する
水域のうち、平成24年11月に東京湾の一部及び伊勢
湾の類型指定を告示するとともに、大阪湾について類
型指定に係る検討を行いました。また、水生生物の保
全に係る水質環境基準項目として、平成24年8月にノ
ニルフェノール、平成25年3月に直鎖アルキルベンゼ
ンスルホン酸及びその塩（LAS）を項目追加しました。

イ　公共用水域における水環境の保全対策（湖沼・閉
鎖性海域）

湖沼については、富栄養化対策として、水濁法に基
づき、窒素及びりんに係る排水規制を実施しており、窒素規制対象湖沼は320、りん規制対象湖沼は1,393で
す。また、環境省においては、湖沼の窒素及びりんに係る環境基準について、琵琶湖等合計117水域につい
て類型指定を行っています。

また、水濁法の規制のみでは水質保全が十分でない湖沼については、湖沼水質保全特別措置法（昭和59年
法律第61号）によって、環境基準の確保の緊要な湖沼を指定して、湖沼水質保全計画を策定し、下水道整備、

34

105

11

29

資料：環境省「平成23年度大気汚染状況報告書」
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資料：環境省「平成23年度大気汚染状況報告書」
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11
（32.4%）

1
（8.3%）

23
（67.6%）

11
（91.7%）

5
（14.7%）

0
（0.0%）

0
（0.0%）

0
（0.0%）

0
（0.0%）

0
（0.0%）

5
（14.7%）

0
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51

29
（27.6%）

15
（29.4%）

76
（72.4%）

36
（70.6%）

13
（12.4%）

5
（9.8%）

3
（2.9%）

2
（3.9%）

2
（1.9%）

0
（0.0%）

8
（7.6%）

1
（2.0%）
220

年　　度
一般局
自排局

一般局

自排局

一般局

自排局

一般局

自排局

一般局

自排局

一般局

自排局

一般局

自排局

有効測定局数

環境基準非達成局

環境基準非達成局

黄砂の影響による環境基準非達成局

長期基準と短期基準の両方が黄砂の影響で非達成

長期基準のみが黄砂の影響で非達成

短期基準のみが黄砂の影響で非達成

黄砂観測延べ日数

資料：環境省「平成23年度大気汚染状況報告書」

微小粒子状物質の環境基準非達成状況の黄砂による影響
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河川浄化等の水質の保全に資する事業、各種汚濁源に対する規制等の措置等を推進しています。また、湖沼
の汚濁機構解明、窒素・りん比率変動の影響、ヨシ等の水質への自然浄化機能についての調査を実施しまし
た。

広域的な閉鎖性海域のうち、人口、産業等が集中し排水の濃度規制のみでは環境基準を達成維持すること
が困難な海域である東京湾、伊勢湾及び瀬戸内海を対象に、COD、窒素含有量及びりん含有量を対象項目と
して、当該海域に流入する総量の削減を図る水質総量削減を実施しています。具体的には、一定規模以上の
工場・事業場から排出される汚濁負荷量について、都府県知事が定める総量規制基準の遵守指導による産業
排水対策を行うとともに、地域の実情に応じ、下水道、浄化槽、農業集落排水施設、コミュニティ・プラン
トなどの整備等による生活排水対策、合流式下水道の改善その他の対策を引き続き推進しました。

その結果、これらの閉鎖性海域の水質は改善傾向にありますが、COD、全窒素・全りんの環境基準達成率
は十分な状況になく（ただし、大阪湾を除く瀬戸内海における全窒素・全りんの環境基準はおおむね達成。）、
富栄養化に伴う問題が依然として発生しています。

そこで、第7次水質総量削減では、閉鎖性海域における水環境の一層の改善を推進するために、平成23年6
月に策定した「化学的酸素要求量、窒素含有量及びりん含有量に係る総量削減基本方針」に基づき、平成24年
2月に関係20都府県において総量削減計画が策定され、同年5月1日より、新増設事業場に対して新たな総量
規制基準の適用が開始されました。

（3）土壌環境の保全対策

ア　市街地等の土壌汚染対策

土壌汚染対策法に基づき、有害物質使用特定施設が廃止された土地等の調査が実施されました。同法施行
以降の調査件数は、平成24年3月末までに、1,931件であり、調査の結果、指定基準を超過して指定区域に指
定された件数は1,152件（うち494件はすでに汚染の除去等の措置が講じられ指定の全部の区域が解除）となっ
ています。

イ　農用地土壌汚染対策

基準値以上検出等地域7,575haのうち平成24年3月末現在までに6,577ha（72地域）が農用地土壌汚染対策
地域として指定され、そのうち6,492ha（72地域）において農用地土壌汚染対策計画が策定され、6,781ha

（進ちょく率89.5％）で対策事業等が完了しました。なお、農用地土壌汚染対策地域においては、対策事業等
が完了するまでの暫定対策として、カドミウム含有量が食品衛生法の規格基準を上回る米の生産を防止する
ための措置が講じられています。また、農用地土壌から農作物へのカドミウム吸収抑制技術等の開発、実証
及び普及を実施しました。

手賀沼〔千葉〕
てがぬま

野尻湖〔長野〕
のじりこ

児島湖〔岡山〕
こじまこ

宍道湖
　〔島根〕

しんじこ

諏訪湖〔長野〕
す  わ  こ

琵琶湖〔滋賀・京都〕
び  わ  こ

中海
〔鳥取・島根〕

なかうみ

印旛沼〔千葉〕
いんばぬま

八郎湖〔秋田〕
はちろうこ

釜房ダム貯水池
〔宮城〕

かまふさ ちょすいち

霞ヶ浦
〔茨城・
  栃木・千葉〕

かすみがうら

資料：環境省

湖沼水質保全特別措置法に基づく11指定湖沼位置図

計 画 時 期 （年度）

6162 63 元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 2021222324252627282930 3132 33
湖 沼 名

諏 訪 湖

釜房ダム
貯 水 池

中 海
宍 道 湖

野 尻 湖

八 郎 湖

霞 ヶ 浦
印 旛 沼
手 賀 沼
琵 琶 湖
児 島 湖

第1期 第2期 第3期 第4期 第5期 第6期

第1期 第2期 第3期 第4期 第5期 第6期

第1期 第2期 第3期 第4期 第5期 第6期

第1期 第2期 第3期 第4期 第5期

第1期 第2期 第3期 第4期

第１期

昭 和 平 　 成

資料：環境省

湖沼水質保全計画策定状況一覧（平成24年度現在）
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5　化学物質の環境リスクの評価・管理

（1）化学物質の環境中の残留実態の現状

現代の社会においては、さまざまな産業活動や日常生活に多種多様な化学物質が利用され、私たちの生活
に利便を提供しています。また、物の焼却などに伴い非意図的に発生する化学物質もあります。化学物質の
中には、その製造、流通、使用、廃棄の各段階で適切な管理が行われない場合に環境汚染を引き起こし、人
の健康や生態系に有害な影響を及ぼすものがあります。

化学物質の一般環境中の残留状況については、化学物質環境実態調査を行い、毎年「化学物質と環境」
（http://www.env.go.jp/chemi/kurohon/（別ウィンドウ））として公表しています。平成14年度からは、
本調査の結果が環境中の化学物質対策に積極的に有効活用されるよう、施策に直結した調査対象物質選定と
調査の充実を図っており、23年度においては、［1］初期環境調査、［2］詳細環境調査及び［3］モニタリング調
査の3つの体系を基本として調査を実施しました。これらの調査結果は、化学物質の審査及び製造等の規制に
関する法律（昭和48年法律第117号。以下「化学物質審査規制法」という。）の規制対象物質の追加、特定化学物
質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律（平成11年法律第86号。以下「化学物質排出
把握管理促進法」という。）の指定化学物質の指定の検討、環境リスク評価の実施のための基礎資料など、各種
の化学物質関連施策に活用されています。

（2）化学物質の環境リスク評価の推進

環境施策上のニーズや前述の化学物質環境実態調査の結果等を踏まえ、化学物質の環境経由ばく露に関す
る人の健康や生態系に有害な影響を及ぼすおそれ（環境リスク）についての評価を行っています。その取組の
一つとして、平成24年度に環境リスク初期評価の第11次取りまとめを行いました。この中では、18物質に
ついて健康リスク及び生態リスクの初期評価を行い、さらに追加5物質について生態リスク初期評価を行いま
した。その結果、健康リスク初期評価について1物質、生態リスク初期評価について2物質が、相対的にリス
クが高い可能性があり「詳細な評価を行う候補」と判定されました。

なお、生態系に対する影響に関する知見をさらに充実させるため、経済協力開発機構（OECD）のテストガ
イドラインを踏まえて実施している藻類、ミジンコ、魚類等を用いた生態影響試験を、平成24年度は1物質
について行いました。

また、平成21年5月に化学物質審査規制法が改正されたことを受け、平成24年1月に優先評価化学物質の
リスク評価手法について取りまとめ、順次、優先評価化学物質のリスク評価に着手しました。

さらに、ナノ材料については、環境・省エネルギー等の幅広い分野で便益をもたらすことが期待されてい
る一方で、人の健康や環境への影響が十分に解明され
ていないことから、国内外におけるナノ材料に対する
取組に関する知見の集積を行うとともに、ナノ材料の
生態影響と環境中挙動を把握するための方法論を検討
しました。

（3）化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律
に基づく取組

化学物質審査規制法に基づき、平成24年度は、新規
化学物質の製造・輸入について702件（うち低生産量
新規化学物質については248件）の届出があり、事前
審査を行いました。

また、持続可能な開発に関する世界サミット（WSSD）
における「2020年（平成32年）までに、化学物質による
人の健康や環境への著しい悪影響を最小化する」とい

届出排出量
41%

届出排出量
41%

届出外排出量
（59%）

対象業種からの
届出外排出量
11%

非対象業種からの
届出外排出量
20%

家庭からの
届出外排出量
12%

移動体からの
届出外排出量
16%

届出排出量・
届出外排出量
の合計

429千トン/年

資料：経済産業省、環境省

届出排出量・届出外排出量の構成（平成23年度分）
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資料：経済産業省、環境省

届出排出量・届出外排出量上位10物質とその排出量（平成23年度分）

 *：平均値は各地点の年間平均値の平均値であり、濃度範囲は年間平均値の最小値及び最大値である。
 **：大気については、全調査地点（754地点）のうち、年間平均値を環境基準により評価することとしている地点についての結果であり、環

境省の定点調査結果及び大気汚染防止法政令市が独自に実施した調査結果を含む。
 ***：地下水については、環境の一般的状況を調査（概況調査）した結果であり、汚染の継続監視等の経年的なモニタリングとして定期的に実

施される調査等の結果は含まない。　
****：土壌については、環境の一般的状況を調査（一般環境把握調査及び発生源周辺状況把握調査）した結果であり、汚染範囲を確定するため

の調査等の結果は含まない。

資料：環境省「平成23年度ダイオキシン類に係る環境調査結果」

環境媒体 地点数 環境基準超過地点数 平均値* 濃度範囲*
大気**
公共用水域水質
公共用水域底質
地下水質***
土壌****

687地点
1,594地点
1,320地点
538地点
969地点

0地点（0%）
28地点（1.8%）
3地点（0.2%）
0地点（0%）
0地点（0%）

0.028pg－TEQ/m3

0.19pg－TEQ/L
7.0pg－TEQ/g

0.047pg－TEQ/L
3.4pg－TEQ/g

0.0051 ～ 0.45pg－TEQ/m3

0.012 ～ 3.4pg－TEQ/L
0.050 ～ 640pg－TEQ/g
0.0084 ～ 0.62pg－TEQ/L

0 ～ 140pg－TEQ/g

平成23年度ダイオキシン類に係る環境調査結果（モニタリングデータ）（概要）

砂糖・菓子 0.12%
その他 0.26%

大気 1.19%

土壌 0.57%

魚介類91.49%魚介類91.49%

肉・卵 6.03%

調味料 0.23%

乳・乳製品 0.12%

資料：厚生労働省・環境省資料より環境省作成

［約0.69pg-TEQ/kg/日］

日本におけるダイオキシン類の1人1日摂取量（平成23年
度）

PCDD＋PCDF
コプラナーPCB
ダイオキシン類

0
平成 109 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22（年度）

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0
（pg-TEQ/kg/日）

資料：厚生労働省「食品からのダイオキシン類一日摂取量調査」

食品からのダイオキシン類の1日摂取量の経年変化

平成24年度
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う目標を踏まえて、平成21年5月に化学物質審査規制
法が改正されました。平成23年4月には全面施行され、
1トン以上の化学物質すべてについて、法に基づき着
実にスクリーニング評価・リスク評価によって有害性
情報等の収集が行われる仕組みが構築されました。こ
れを受けて、一般化学物質等についてスクリーニング
評価を行い、新たに45物質を優先評価化学物質に指定
しました。

化学物質排出把握管理促進法に基づくPRTR制度
（化学物質排出移動量届出制度）については、同法施行
後の第11回目の届出として、事業者が把握した平成
23年度の排出量等が都道府県経由で国へ届け出られま
した。届出された個別事業所のデータ、その集計結果
及び国が行った届出対象外の排出源（届出対象外の事
業者、家庭、自動車等）からの排出量の推計結果を、
平成25年2月に公表しました。

（4）ダイオキシン類問題への取組

平成23年度のダイオキシンに係る環境調査結果は表のとおりです。
また、24年度の一日摂取量調査において、23年度に人が一日に食事及び環境中から平均的に摂取したダイ

オキシン類の量は、体重1kg当たり約0.69pg-TEQと推定されました。
※食事からのダイオキシン類の摂取量は0.68pg-TEQです。この数値は経年的な減少傾向から大きく外れ

るものではなく、耐容一日摂取量の4pg-TEQ/kg/日を下回っています。

（5）小児環境保健への取組

近年、小児に対する環境リスクが増大しているのではないかと懸念されていることを踏まえ、平成22年度
より全国で10万組の親子を対象とした大規模かつ長期の出生コホート調査「子どもの健康と環境に関する全
国調査（エコチル調査）」を開始しました。母体血や臍帯血、母乳などの生体試料を採取保存・分析するととも
に、子供が13歳に達するまで質問票による追跡調査を行い、子供の健康に影響を与える環境要因を明らかに
することとしています。（http://www.env.go.jp/chemi/ceh/index.html（別ウィンドウ））

独立行政法人国立環境研究所がコアセンターとしてデータの解析や試料の分析および調査全体の取りまと
めを、国立成育医療研究センターがメディカルサポートセンターとして医学的な支援を行い、公募により指
定した全国15地域のユニットセンターが、参加者募集や生まれてくる子供達の追跡調査を行っています。エ
コチル調査の開始後間もなく、東日本大震災及び東京電力福島第一原子力発電所事故が発生し、放射線の健
康影響に対する県民、国民の不安が広がっていることを踏まえ、福島の子供に万一の健康影響が生じないか
見守っていくため、平成24年10月1日より、福島県内の調査地域を従来の14市町村から全県に拡大すること
としました。

6　各種施策の基盤、各主体の参加及び国際協力に係る施策

（1）環境保全経費

各府省の予算のうち環境保全に関係する予算については、環境保全に係る施策が政府全体として効率的、
効果的に展開されるよう、環境省において見積り方針の調整を行って各府省に示すとともに、環境保全経費
として取りまとめました。平成25年度予算における環境保全経費の総額は、1兆9,326億円となっています。

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

平成9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21

排出量（g-TEQ/年）

その他発生源

産業系発生源

小型廃棄物焼却炉等

産業廃棄物焼却施設

一般廃棄物焼却施設

対平成9年削減割合

基
準
年

平成10

49.0 ～
　　51.9

22 23

97.9 ～
　　98.0

98.2

11 19

60.6 ～
　　62.6

68.8 ～
　　68.9

75.2 ～
　　75.3

87.7 ～
　　88.1

95.1 ～
　　95.2

95.6 96.1 ～
　　96.2

96.2 ～
　　96.3

20 21

97.2 ～
　　97.3

97.9 ～
　　98.0

12 13 14 15 16 17 18

95.5

22 23

注：平成9年から平成19年の排出量は毒性等価係数としてWHO-TEF
（1998）を、平成20年以後の排出量は可能な範囲でWHO-TEF
（2006）を用いた値で表示した。

資料：環境省「ダイオキシン類の排出量の目録（排出インベントリー）」（平
成25年３月）より作成
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（2）環境基本計画の策定及び進捗状況の点検

平成24年4月27日に閣議決定された第四次環境基本計画では、「政策領域の統合による持続可能な社会の構
築」などを今後の環境政策の展開の方向として位置づけ、「経済・社会のグリーン化とグリーン・イノベーショ
ンの推進」など9つの優先的に取り組む重点分野を定めるとともに、計画の実効性の確保に資するため、環境
の状況、取組の状況等を総体的に表す総合的環境指標を活用することとしました。また、中央環境審議会で
は、25年から行う計画の進捗状況の点検の進め方について議論を行い、重点分野のうちその年に重点的に点
検を行う分野（重点点検分野）や特に焦点を当てて審議を行う重点検討項目等を定め、効果的・効率的な点検
を実施するとともに、東日本大震災からの復旧・復興及び放射性物質による環境汚染からの回復についても
点検を実施することとしました。

（3）環境教育・環境学習の推進

平成23年6月に改正された環境教育等による環境保全の取組の促進に関する法律（平成15年法律第130号）
に基づく基本方針が平成24年6月に閣議決定され、同年10月には同法が完全施行されました。これらを踏ま
え、同法及び基本方針に基づいた人材認定等事業の登録をはじめとする各種制度の運用を行うとともに、運
用状況についてインターネットによる情報提供を行いました。また、「21世紀環境教育プラン～いつでも

（Anytime）、どこでも（Anywhere）、誰でも（Anyone）環境教育AAAプラン～」として、関係府省が連携し
て、家庭、学校、職場、地域その他のあらゆる場における生涯にわたる質の高い環境教育の機会を提供する
ことが重要であることから、さまざまな環境教育・環境学習に関する各種施策を実施しました。

また、「国連持続可能な開発のための教育の10年」（平成17年～26年）の推進のため、平成18年3月に決定
した我が国における実施計画（平成23年6月改訂）に基づき、パンフレット等を通じた普及啓発、地域におけ
る取組支援及びその成果の全国への普及を行いました。さらに、国内におけるESD活動や支援事業の情報を
発信し、活動の実践者と支援者との連携を促すことを目的に、国内で実践されているさまざまなESD活動を
データベース化し、ESD活動の「見える化」「つながる化」を図る登録制度（＋ESDプロジェクト）の普及拡大を
行いました。また、ウェブ上での情報交換のみならず、活動の実践者や支援者等が集い、取組事例や課題等
を互いに学びあい、連携のきっかけを作るための場として、「ESD学びあいフォーラム」を全国及び地方ブ
ロックレベルで開催しました。さらに、東日本大震災の被災地における、ESDに従った優れた環境教育プロ
グラムを収集、モデル化しました。

（4）環境影響評価等

ア　環境影響評価法に基づく環境影響評価

環境影響評価法（平成9年法律第81号）は、道路、ダム、鉄道、飛行場、発電所、埋立・干拓、土地区画整
理事業等の開発事業のうち、規模が大きく、環境影響の程度が著しいものとなるおそれがある事業について
環境影響評価の手続の実施を義務付けています。同法に基づき、平成25年3月末までに計308件の事業につ
いて手続が実施されました。そのうち、24年度においては、新たに105件の手続開始、また、13件が手続完
了し、環境配慮の徹底が図られました。

イ　改正法の施行に向けた取組

平成23年4月に成立した「環境影響評価法の一部を改正する法律」に盛り込まれている法改正事項のうち、
平成24年4月に同法の一部が施行され、方法書段階での説明会開催や、電子縦覧等の手続が導入されました。
さらに、平成25年4月の同法の完全施行に向けて、新設される配慮書及び報告書に係る手続等を定めるため、
関係する法施行令及び施行規則を平成24年10月に改正しました。また、環境影響評価の具体的な実施方法

（基準・指針）に関する事業種横断的な基本的事項（環境省告示）について、平成24年4月に策定、公表しまし
た。これを受けて、対象事業種ごとに定められる主務省令についても、各所管府省において改正を行いまし
た。

平成24年度
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ウ　環境影響評価の適切な運用への取組

風力発電事業を環境影響評価法の対象事業に追加するための施行令の一部を改正する政令が平成23年11月
に公布され、平成24年10月に施行されました。この施行にあたっては、施行期日において国の行政指導指針
や地方公共団体の条例等に基づく環境アセスメントを実施中の事業者に対し、経過措置を設け、法手続への
適切な移行を図りました。

また、火力発電所のリプレースや風力・地熱発電所の設置の事業については、従来3～4年程度要していた
環境アセスメント手続に係る期間を、運用上の取組により、火力発電所リプレースについては最大1年強まで
短縮、風力・地熱発電所については概ね半減させるための具体的方策を検討し公表しました。

（5）水俣病対策をめぐる現状

平成16年の関西訴訟最高裁判決後、最大で8,282人（保健手帳の交付による取り下げ等を除く。）の公健法の
認定申請が行われ、また、28,364人に新たに保健手帳（平成22年7月申請受付終了）が交付されています。さ
らに、新たに国賠訴訟が6件提起されました。

このような新たな救済を求める者の増加を受け、水俣病被害者の新たな救済策の具体化に向けた検討が進
められ、自民党、公明党、民主党の三党の合意により、平成21年7月に「水俣病被害者の救済及び水俣病問題
の解決に関する特別措置法（平成21年法律第81号。以下「水俣病被害者救済特措法」という。）」が成立し、公
布・施行されました。その後、平成22年4月に水俣病被害者救済特措法の救済措置の方針（以下「救済措置の
方針」という。）を閣議決定しました。この「救済措置の方針」に基づき、四肢末梢優位の感覚障害又は全身性の
感覚障害を有すると認められる方に対して、関係事業者から一時金が支給されるとともに、水俣病総合対策
医療事業により、水俣病被害者手帳を交付し、医療費の自己負担分や療養手当等の支給を行っています。ま
た、これに該当しなかった方であっても、一定の感覚障害を有すると認められる方に対しても、水俣病被害
者手帳を交付し、医療費の自己負担分等の支給を行っています。

同年5月1日、救済措置の方針に基づく給付申請の受付を開始し、平成22年10月には水俣病被害者救済特
措法に基づく一時金の支給を開始し、平成24年7月で申請受付を終了しました。

平成24年7月末までの救済措置申請者数は65,151人（熊本県42,961人、鹿児島県20,082人、新潟県2,108
人）となっています。

なお、認定患者の方々への補償責任を確実に果たしつつ、同法や和解に基づく一時金の支払いを行うため、
同法に基づき、チッソ株式会社を平成22年7月に特定事業者に指定し、同年12月にはチッソ株式会社の事業
再編計画を認可しました。

また、裁判で争っている団体の一部とは和解協議を行い、平成22年3月には熊本地方裁判所から提示され
た所見を、原告及び被告双方が受け入れ、和解の基本的合意が成立しました。これと同様に新潟地方裁判所、

（平成25年3月31日現在）

（第2種事業を含む）

手続実施
手続中
手続完了
手続中止
環境大臣意見・助言
スコーピング注2）

評価書注3）

道　路

79（22）
14（ 0）
56（21）
9（ 1）
59（21）
0（ 0）
59（21）

河　川

8（0）
1（0）
6（0）
1（0）
6（0）
0（0）
6（0）

鉄　道

17（4）
3（1）
12（3）
2（0）
12（3）
0（0）
12（3）

飛行場

10（0）
2（0）
7（0）
1（0）
7（0）
0（0）
7（0）

発電所

159（85）
103（69）
50（16）注4）

6（ 0）
56（24）
0（ 0）
56（24）注5）

処分場

6（1）
2（0）
4（1）
0（0）
0（0）
0（0）
0（0）

埋立、干拓

16（3）
4（0）
10（2）注4）

2（1）
0（0）
0（0）
0（0）

面整備

20（9）
2（0）
14（7）
4（2）
14（8）
0（0）
14（8）

合　計

308（123）
129（ 70）
155（ 49）
24（ 4）
154（ 56）
0（ 0）

154（ 56）

注1）括弧内は途中から法に基づく手続に乗り換えた事業で内数。2つの事業が併合して実施されたものは、合計では1件とした。
注2）平成24年4月1日より、主務大臣が事業者の申出により環境影響評価の項目等の選定（スコーピング）に当たって技術的な助言を述べる場合に、環

境大臣の意見を聴くこととなった。
注3）特に意見なしと回答した事業を含む。なお、環境大臣が意見を述べるのは事業所管省庁が国の機関である場合等に限られていたが、平成24年4月1

日より、地方公共団体等の長の求めにより助言を述べることができる。発電所事業においては、準備書に対して意見を述べる。
注4）環境影響評価法第4条第3項第2項に基づく通知が終了した事業（スクリーニングの結果、アセス手続不要と判定された事業）4件を含む。
注5）他に、風力発電事業に係る環境影響評価実施要綱（経済産業省資源エネルギー庁、平成24年6月6日）に基づく環境省の意見を提出した事業が12件ある。
資料：環境省

▼環境影響評価法の施行状況注1）

環境影響評価法に基づき実施された環境影響評価の施行状況 第
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大阪地方裁判所、東京地方裁判所でも和解の基本的合意が成立し、これを踏まえて、和解に向けた手続きが
進められ、平成23年3月に各裁判所において、和解が成立しました。

さらに、水俣市主催の「みなまた環境まちづくり研究会」に参加、支援するなど、救済措置の方針に基づき、
水俣病発生地域の医療・福祉の充実や地域の再生・振興等を推進しています。

水俣病問題の解決には、公健法の認定患者の補償に万全を期し、高齢化が進む胎児性患者とその御家族の
方など、みなさんが安心して住み慣れた地域で暮らしていけるよう、医療・福祉施策を進めるとともに、地
域の絆の修復、地域の再生・融和（もやい直し）によって、地域の活性化を図ることが必要です。

水俣のいま

水俣市は、水俣病という世界でも類例のない悲惨な公害を二度と繰り返さないために、その経験と教
訓を活かし、未曾有の公害という負の遺産をプラスの資産に価値転換すべく、平成4年に「環境モデル都
市づくり宣言」を行い、日本で先駆けて家庭から排出されるごみを市民自らが20種類（現在24種類）に細
分化する徹底した分別収集によるリデュース・リユース・リサイクルの推進や、エコタウンへのリサイ
クル産業の集積など環境に関するさまざまな取組を行ってきました。また、水俣病の経験と教訓を、国
内のみならず国外にも積極的に発信するなどして、地域内外の環境人材育成を図るための拠点となって
います。このようなさまざまな取組の積み重ねが評価され、NGOなどによる「環境首都コンテスト」に
おいて、水俣市は全国総合第1位を過去4回獲得し、
平成23年3月に全国で唯一の「日本の環境首都」の称
号を獲得しました。

水俣市は、平成22年度から環境を原動力とした地
域の振興を更に進めていますが、環境省としても、
平成24年度から開始された「環境首都水俣創造事業」
等を通じて、全力で支援していくこととしています。

さらに、平成25年1月に政府間交渉委員会第5回
会合において条文案が合意された「水銀に関する水
俣条約」の採択・署名のための外交会議を同年10月
に熊本市及び水俣市で開催することとしています。 写真：水俣市

水俣のいま

（6）放射線による人の健康へのリスク管理

東京電力福島第一原子力発電所事故により、東京電力福島第一原子力発電所周辺地域の方の被ばく線量の
把握や、放射線の健康影響を考慮した健康管理の重要性が指摘されています。また、「自身が受けた放射線量
がわからない」「将来の健康影響が心配」など、大きな不安を抱え、ストレスが増大しており、「基本的な情報
の不足」や「情報の質のばらつき」がこれに拍車をかけています。これらの不安・ストレス、さらには避難所生
活の長期化等により、基礎疾患が悪化する等、心身の健康状態が悪化する可能性が増大しています。

このような状況を踏まえ、福島県民の中長期的な健康管理を可能とするため、平成23年度第二次補正予算
により、福島県が創設した「福島県民健康管理基金」に782億円の交付金を拠出し全面的に県を支援していま
す。福島県では、この基金を活用して、全県民を対象に県民健康管理調査を実施し、行動調査に基づく被ば
く線量の把握や健康状態を把握するための健康診査等を行うこととしています。この他に、個人線量計やホー
ルボディカウンターによる被ばく線量の測定などを実施しています。また、福島県の「県民健康管理調査」検
討委員会に、国もオブザーバーとして参加してきたところですが、第8回検討委員会（平成24年9月11日）か
らは、国も検討委員会の委員として出席しています。

さらに、放射線による健康不安に対して適切に対応していくことが重要であり、平成24年5月31日、以下
の4つの重点施策からなる「原子力被災者等の健康不安対策に関するアクションプラン」を決定しました。

平成24年度
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［1］関係者の連携、共通理解の醸成
［2］放射線影響等に係る人材育成、国民とのコミュニケーション等
［3］放射線影響等に係る拠点の整備、連携強化
［4］国際的な連携強化

（7）原子力規制委員会の発足

平成23年3月11日の東北地方太平洋沖地震と津波に伴い発生した東京電力福島第一原子力発電所の重大事
故の教訓を踏まえ、原子力利用の「推進」と「規制」を分離し、規制事務の一元化を図るとともに、専門的な知
見に基づき中立公平な立場から、独立して原子力安全規制に関する業務を担う行政機関として、平成24年9
月19日、環境省の外局として原子力規制委員会が発足しました。原子力規制委員会は、内閣総理大臣が任命
した委員長及び4人の委員から構成され（平成25年2月15日に国会同意）、その事務局機能は原子力規制庁が
担います。「原子力に対する確かな規制を通じて、人と環境を守ること」を組織の使命として掲げ、5つの活動
原則とともに、原子力規制委員会の組織理念として決定しています。

○平成25年度　環境の保全に関する施策
　平成25年度　循環型社会の形成に関する施策
　平成25年度　生物の多様性の保全及び持続可能な利用に関する施策

環境・循環型社会・生物多様性白書では、平成25年度に実施する予定の
・環境の保全に関する施策
・循環型社会の形成に関する施策
・生物の多様性の保全及び持続可能な利用に関する施策

について、次のような章立てで報告しています。
第1章　低炭素社会の構築
第2章　生物多様性の保全及び持続可能な利用
第3章　循環型社会の形成
第4章　大気環境、水環境、土壌環境等の保全
第5章　化学物質の環境リスクの評価・管理
第6章　各種施策の基盤、各主体の参加及び国際協力に係る施策

第
2
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